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第１章 緒言 消費者行動モデルの先行研究にみる課題と本論文の目的 
 
１−１. はじめに 
変数間に一般的な因果関係を見つけることは科学的基礎研究の主要なテーマであり（高

比良ら 2006）、消費者行動研究においても期待されるテーマである。特に消費者行動研究に

おいては様々な消費者行動モデルが提唱され実証されている(Ajzen & Fishbein(1975)、
Ajzen(1985)、Davis(1986)など）。消費者行動モデルにおける変数間の因果関係、例えば、

計画的行動理論(Theory of Planned Behavior : TPB)(Ajzen,1985)における「行動(Behavior)」
を規定する先行要因である「行動意図(Behavioral intention)」と、実際の「行動」の因果関

係、さらに「行動意図」や「行動」に影響を与える外部要因である「介入効果(Intervention 
effect）」の影響を明らかにすることができれば、その知見に基づき、「行動意図」に影響を

与える「介入効果」すなわち、外部からの情報や施策の効果を検証することができるのでは

ないか。さらには「行動」に影響を与える「介入効果」の効果を検討し、実務現場において

も消費者の行動変化から、施策の効果を検証できるモデルを示すことも可能になると考え

られる。 
本研究を行う動機として、筆者が一般企業や地方公共団体における社会的な政策立案や

マーケティング施策、プロモーションを実施してきた中で、政策効果の検証や EBPM 注１）

が課題となる機会に多く接してきた。「何をもって施策の効果や成果とするのか」に基づく

KPI 注２）の設定と達成度が常に議論されている。例えば、想定している消費者層の態度変容、

意識や関心度の変化、すなわち「行動意図」の変化が得られれば効果があったとするのか、

実際の売上や来場者数という実際の「行動」までを成果とするのか。特に後者の「行動」に

なると、最終的な意思決定の成果である「行動」には、「介入効果」以外の様々な変数の影

響を受ける可能性がある。商品の購入やサービスの利用であれば、商品やサービスそのもの

の魅力や価値、適切な価格であるかどうか、適切な流通チャネルに配荷されているかどう

か、自分に必要なタイミングであるかどうか、自分以外の周辺のうわさや評判なども、利用

や買上といった実際の「行動」に影響を与えている。またイベントや催事などであれば、天

候や他の行事との競合、移動手段や混雑状況など、さらに多くの変数が想定される。 
また、短期、長期の変化を含め、事業や政策活動の結果として生じた社会的、環境的な「ア

ウトカム(効果)」を定量的・定性的に把握し、当該事業や活動について価値判断を加える社

会的インパクト評価注３）は、社会的課題の解決力を高めると同時に、投資対効果を明らかに

し、主体者の戦略や組織運営の改善を測ることが可能である。しかしながら現実的に社会実

装が進んでいるとは言い難い。その理由として、適切な指標設定が難しい、適切な指標の収

集方法を試行錯誤中、といった現場の課題が挙げられている（内閣府 2016）。効果測定の明

確な指標や手法が求められている状況である。  
このように重要視されながらも多岐にわたる効果検証の課題において、あらゆる変数の

影響を想定し、効果を検証することは不可能である。しかしながら例えば、消費者行動にお
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ける「行動」に対する態度変容である「行動意図」と、実際のアウトカムとして測定可能な

「行動」を定量的に把握し、「行動」に影響を与える「介入効果」の因果関係を明らかにす

ることで、マーケティングやプロモーション、社会的な政策の評価や効果の検証について、

消費者行動起点により検討できる効果検証モデルの可能性があるのではないか。 
そこで本研究では、この課題に対して、同一対象者に対して異なる二時点で収集する縦断

調査データを分析し、外部要因である施策を「介入効果」として、「行動意図」と「行動」

に与える影響を因果関係に律して確認することで、消費者行動モデルを援用した施策の効

果検証モデルの有用性を検討することで、解決策の一助を探る。 
一概に消費者行動としても、様々なケースが存在する。すべての消費者行動を分析するこ

とは不可能であるが、基本的な理論で多用された実績と評価のある消費者行動モデルを援

用し、いくつかの消費者行動を分析することで、多様な消費者行動における変数間の因果関

係から、効果測定の共通性を見出し、抽象度を高め汎用的なモデルの提案ができるのではな

いかと考える。 
ここで留意すべき点として挙げられるのは、一回限りの同一対象者における横断調査デ

ータでは、因果関係の議論はできないということである（日本パーソナリティ心理学会

2005）。しかしながら消費者行動モデルを援用した「行動意図」と「行動」の因果関係にお

ける国内外の先行研究では、横断調査による研究も多く、今後の課題として、同一対象者に

対して複数回の調査を行う縦断調査の実施の必要性をあげる研究が多く見受けられる。 
 本研究では、広く援用されている消費者行動モデルである計画的行動理論(Theory of 
Planned Behavior : TPB)を援用し、実際の「行動」と行動前の先行要因である「行動意図」

との因果関係と、「行動」の変化に影響を与える「介入効果」の効果を明らかにすることで、

消費者行動の変化から政策自体の成果や、「介入効果」としての施策の効果検証を試みる。

分析には「行動意図」と「行動」を把握できる同一対象者に対して時間的に異なる二時点で

収集した縦断調査データを用いる。 
効果検証モデルについては、具体的な以下の四例の実証研究をもとに議論を進めて行く。

まず、ビデオオンデマンドサービスの加入における施策効果の実証研究から、短期縦断調査

データを消費者行動モデルの観測変数とし、「介入効果」としてのメディア効果を検証する

モデルを示す。次に、公民連携の需要喚起政策の効果についての実証研究から、「介入効果」

が「行動」に与える影響と、「利用行動」から施策の成果について検証するモデルを示す。

三例目は、防災情報が防災行動に与える影響についての実証研究から、防災情報が防災行動

に与える効果と防災行動形成の検証モデルを示す。最後の四例目は、社会的政策の効果につ

いての実証研究から、プロモーション施策としての「介入効果」が、消費者行動に与える影

響を、消費者行動モデルを援用したモデルで説明するアプローチに加え、消費者行動モデル

とは異なる差分の差分法（Difference in Differences：DID 法）による検証を行い、消費者

行動モデルを援用した効果検証モデルの結果についていわば検算を行なうことで、確度の

高い効果検証モデルの提案を試みる。 
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四例の実証研究における「行動意図」と「行動」に影響を与える「介入効果」を明らかに

することで、消費者行動における「介入効果」による施策効果を検証するモデルを示し、理

論的、実務的インプリケーションに資する知見の獲得を試みる。 
 
１−２. 消費者行動モデルの定義 
 
１−２−１. 消費者の購買意思決定モデルに関する研究 
本論文のテーマは、縦断調査データを分析に用い、外部要因である施策を「介入効果」と

して、「行動意図」と「行動」に与える影響を因果関係として確認することで、消費者行動

モデルを援用した施策の効果検証モデルの有用性を検討することである。そこでまず、消費

者行動を説明するモデルの先行研究を踏まえ、それらの消費者行動モデルに基づき実証的

研究が行われている先行研究の有用性を確認する。実証研究で明らかにされている点、明確

にエビデンスが示されてはいない課題を整理し、本論文で援用する消費者行動モデルおよ

び、研究方法を検討する。 
消費者行動研究について、清水(2013)によると、消費者行動をマーケティング戦略との関

係でひも解くと、セグメンテーションの研究と消費者の意思決定プロセスの研究領域に集

約できるとされる。消費者の意思決定プロセスの研究は、消費者がニーズを感じてから購買

するまでの流れの研究であるとし、研究の系譜として刺激反応型と情報処理型が存在する

としている。 
また、坂下(2005)によると、消費者行動モデルの主要なモデルは、包括的意思決定モデル

と態度形成モデルの二つに分類されるとしている。包括的意思決定モデルの代表的なモデ

ルとして刺激–反応型モデルである Howard-Sheath モデル、情報処理型モデルである

Bettman モデル、刺激–反応モデルに情報処理プロセスの視点を取り入れた Howard のニ

ューモデル、論理的、感情的という二つのルートで説得する精緻化見込モデル(Elaboration 
Likelihood Model：ELM)が代表的なモデルとして挙げられる。 
田中(2008)は、消費者行動と区別される概念として消費者行為があるとしている。消費者

行為とは、消費者が意識して起こす目的に基づいた具体的行動とされる。この消費者行為を

一般的な簡易なモデルによって説明しようとしたのが Fishbein & Ajzen(1975)によって提

唱された合理的行為理論(Theory of Reasoned Action : TRA)である。合理的行為理論によ

ると、「行為」(A：Action)は「行動意図」(I : Intention)の結果であり、「行動意図」は「行

為への態度」(Aact : attitude toward the act)」と「主観的規範」(SN：subjective norm)の
二つの変数によって説明される(田中 2008)。 
さらに、意図への影響を説明する二つの変数に加えて、「知覚行動制御」(Perceived 

behavior control)を加えて、「行動意図」の説明力をあげたものが計画的行動理論(Theory of 
Planned Behavior : TPB)として Ajzen(1985)より提唱された。合理的行為理論の進化系で

ある。 



9 
 

合理的行為理論および計画的行動理論と同様に、広く消費者行動を説明するモデルとし

て Davis(1986)が提案した技術受容モデル(Technology Acceptance Model : TAM)があげら

れる。小野(2008)によると、 技術受容モデルは、「有用性(Perceived Usefulness) と「使用

容易性(Perceived Use of ease)」の二項目を、個人の新技術受容行動を説明する規定要因と

して導入したモデルであると説明している。この技術受容モデルは、技術の発展と利用の普

及に関係が強いと考えられるサービスの「利用意図」の研究にふさわしいモデルと考えられ

る。 
その後、技術受容モデルに既存の行為モデルを含めて、Venkatesh et al.(2003)が、 

UTAUT (Unified Theory of Acceptance and Use of Technology)モデルを拡張概念として

提唱している。UTAUT モデルに基づき「利用意図」を分析した研究では、Lestari et 
al.(2020)が、イタリアとインドにおいて、定額制動画配信サービスの利用についての「行動

意図」を分析した研究があげられる。イタリア人の方がインド人に比べて利用「行動意図」

が高いという結果から、文化的価値の異質性が「行動」に影響を与えることを示した。また、

女性よりも男性の方が利用する傾向にあることも示した。さらに年齢と行動意図は、正の相

関があることを示した。属性によるモデルの成立の違いがあることを明らかにした。 
文化的価値の異質性と消費者行動については、Solomon(2015)が、「主観的規範」が消費

者行動に影響を及ぼすことは、文化によって異なる可能性があることを、シンガポールの選

挙を例にあげている。しかしながら Solomon(2015)の場合は、実証研究によってその可能

性を示しているものではない。 
茂木ら(2019)は、消費者行動の先行研究をレビューした上で、消費者行動を意思決定シス

テムの視点でとらえる研究の必要性を指摘し、計画的行動理論を援用し、「主観的規範」と

「行為への態度」が、「支払意向」に影響を与えることを、共分散構造分析（Covariance 
Structure Analysis : CSA）を用い統計的に有意な結果として示している。 
中川(2021)は、定額制動画配信サービスのロイヤルティの形成要因とその関係性につい

て、「知覚多様性」を高めることが有用性を高めるということを、技術受容モデルを援用

した研究で明らかにしている。中川(2021)によると、定額制動画配信サービスにおいては

「快楽的価値」が「功利的価値」よりも優位となることを示し、先行研究と同様の関係性

を改めて確認している。 
また、消費者のサービスに対するロイヤリティについての研究では、磯海ら(2021)のグル

ープ研究で、NPS®(Net Promoter Score：正味推奨者比率)注４）を目的変数とし、定額制動

画配信サービスの魅力について日本と米国との違いを説明している。日本の消費者に対し

ては、コンテンツの量や質がNPS®を高め、米国では、コンテンツの質と量に加えて価格的

な便益を与えることが重要であることを示した。また、NPS®を開発した Bain & Company
は、Netflix のロイヤリティの高さを NPS®で説明している（高木 2019）。 
また、鈴木(2011)は、広告の消費規範形成力について、仁科ら(2007)による広告の「社会

的規範効果」についての論考をもって、広告が社会的規範を作り消費に影響を与えたり、需
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要を生み出したりしていることは容易に想像できるとし、合理的行為理論における「主観的

規範」を重視したコミュニケーションの有効性を指摘している。しかしながら当該論文にお

いては実証研究によるエビデンスを示しているわけではなく、指摘のみに終わり憶測の域

を出ていない。他に合理的行為理論と計画的行動理論を消費者行動分析に援用した研究は、

田部(2011)があるが、モバイルクーポンの「利用意図」形成の実証に限られており「行動」

までを実証してはいない。 
国内における代表的な消費者行動研究は、小嶋(1972)による、購買動機を必要条件（Ｈ要

因）、魅力条件（Ｍ要因）の二つの次元をもって説明するＨＭ理論があげられる。購買動機

には、消費者に安心感を与える本来的機能である必要条件と、積極的・魅力的なイメージを

訴求する魅力条件があり、商品のカテゴリーやライフサイクルによって購買動機を説明す

る二要因のバランスは異なるとしている。 
杉本(2012)は、消費者行動を購買行動と消費行動に分け、さらに購買行動を、購買前行動、

購買行動、購買後行動という、購買行動の前後の行動を含めた三つの側面から捉えている。

購買行動前の選択行動として商品やサービスに対しての情報処理や評価、購買後行動の満

足度などの購買後評価から消費者行動をとらえる重要性を説いている。 
ここまでの整理をまとめると、消費者行動研究は、 合理的行為モデル、計画的行動理

論、技術受容モデルをはじめとした消費者行動モデルに基づいた研究がおこなわれてい

る。しかしながら合理的行為モデル、計画的行動理論、技術受容モデルに基づいた消費者

行動の研究の結論は一様ではない。例えば「主観的規範」は、海外における研究では、

「行動意図」への影響が明らかな場合と有意ではない場合が示されている。国内の研究で

は、茂木ら(2019)によって、「主観的規範」と「行動への態度」は、「支払意向」に対して

正の相関があることが示されている。合理的行為モデル、計画的行動理論、技術受容モデ

ルなどの有用性が議論されているものの、それらの議論には実証研究を行わず、明確なエ

ビデンスをもって示されていない研究も見受けられる。 
これらを踏まえると、消費者行動を説明するモデルは、消費者の異質性、属性などで有意

性が異なることも想定されるが、多様な結果が示され、また憶測の域を出ていない研究も見

受けられるのが現状である。消費者行動研究の体系を整理し、消費者行動モデルを援用した

施策の効果検証モデルの有用性を示すことは、理論的貢献と実務的貢献の意義があると考

える。 
 

１−２−２. 消費者行動の理論的枠組み 
ここまで消費者行動に関わる先行研究を整理してきた。消費者行動を説明する理論的モ

デルとして、合理的行為理論、計画的行動理論、技術受容モデルが研究モデルとして援用さ

れている。また技術受容モデルの拡張モデルである UTATA モデルの研究も進んでいるこ

とがわかった。本節ではこれらの主要な消費行為モデルの理論を整理し、本研究で援用する

消費者行動モデルを選定する。なお、合理的行為理論、計画的行動理論、技術受容モデルの
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概要については、Ajzen & Fishbein (1975) 、Ajzen(1985)、Ajzen(1991)、Solomon(2015)、
Davis (1986)、田中(2008)、田部(2011)、豊田紗綾(2018)、中川(2021)をもとにまとめた。 

 
１−２−２−１. 合理的⾏為理論 （TRA：Theory of Reasoned Action） 
合理的行為理論(TRA：Theory of Reasoned Action)は、Ajzen & Fishbein (1975) が提

示した消費者行為の因果モデルであり、人の行為を簡易なモデルで説明しようとするもの

である。合理的行為理論は、行動を起こそうとする「行動意図」は、その行動に対する好

意である「行為への態度」と、自分にとって重要な他者が自らに対してその行動を期待し

ているかという「主観的規範」で行動が予測できるとする理論である（豊田紗綾2018）。
購買への態度と社会的な影響という二つの変数で「行動意図」と「行動」の関係を説明す

るモデルである。 
合理的行為理論は、「行為への態度 (Attitude toward the act) 」「主観的規範 (Subjective 

norm)」「行動意図 (Behavioral intention) 」という三つの心理変数と、「行動 (Behavior) 」
という一つの行動変数を構成因子とし、それらの変数間の関係で説明される。「行動」は目

的変数（従属変数）であり、説明変数（独立変数）である「行動意図」の結果とする時間的

な因果関係で説明できるものである。この場合「行動意図」とは、「行動」の先行要因で、

何らかの行動を起こそうとする意志や想いの程度のことを示す。 
合理的行為理論における影響の因果関係について、田部(2011)によると、対象者はある要

因によって何らかの行為を示唆される。対象者はその行為に対して行為の結果に関わる信

念が形成され、「行為への態度」が形成される。同時に対象者は、その行為が他者にとって

どのように受け入れられるのかという、社会的な影響を考慮に入れた信念である「主観的規

範」が形成される。この二つの変数によって「行動意図」が説明される。Solomon(2013)は、

この合理的行動理論をオリジナルとして、研究者による重要な追加がなされており、まだ完

成系とは言えないが、予測能力が常に改善されているモデルであるとしている。しかしなが

ら Solomon(2013)は、多くの研究者によって合理的行為理論が援用され消費者行動研究が

なされているものの、文化的障壁が合理的普遍性を減じているとし、すべての国で必ずしも

当てはまらないことを指摘している。 
 

１−２−２−２. 計画的⾏動理論 （TPB：Theory of Planned Behavior） 
「行動」の先行要因として「行動意図」が形成されたとしても、「行動意図」は必ずしも

「行動」につながるとはかぎらない。計画的行動理論(TPB：theory of planned behavior)
は、合理的行為理論に、自らその行為を起こすことができるという「知覚行動制御(Perceived 
Behavioral Control)」を新たな変数として加えることで、「行動意図」から「行動」へ因果

関係の確度を、より高め説明できる消費者行動の理論モデルとして、Ajzen(1985)により提

案された。さまざまな分野で何百もの研究で利用されたという実績を持つモデルである（岸

2021）。また、岸(2021)は、計画的行動理論について、コロナ禍や持続可能な開発といった
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状況で期待される「行動変容」を予測あるいは制御する手段としても、利用可能であると指

摘している。 
豊田紗綾(2018)は、この計画的行動理論について、合理的行為理論を構成する四つの変数

に、「行動意図」および「行動」に影響を与える拡張的独立変数として、対象者の行為に対

する「知覚行動制御」を加えたモデルであると説明している。「知覚行動制御」とは、対象

者の行為に対して、「実際の行動の容易さ」「困難さ」であり、「過去の経験」と、「予測

される妨害」「障害の有無」であるとされ、自らがその行動を実際に起こすことができるか

どうかについての概念とされている。 
計画的行動理論においては、当該行動に対しての「行為への態度」「主観的規範」「知覚

行動制御」が高ければ、行為者による当該行動を起こそうとする「行動意図」が高まり、「行

動」を起こす可能性は高くなる(Ajzen,1985)。この計画的行動理論は、明確な目的をもつ消

費者行為を説明するモデルとして、環境配慮行動や健康・エクササイズ行動、恋人とのコン

ドームの使用、レジャーの選択など様々な行動の予測に使われているモデルとされている

（豊田紗綾2018）。しかしながら留意すべき点として、田部(2011)は、「行為への態度」「主

観的規範」「知覚行動制御」の三変数が有意に「行動意図」を説明しないという先行研究が

あることを示したうえで、本モデルが成り立つ対象を慎重に検討する必要があることを指

摘している。また、計画的行動理論を拡張したモデルの提案も試みられている。例えば、

Alhabash et al.(2017)は、計画的行動理論をソーシャルメディアに適用したモデルの実証を

行っている。岸(2021)によると、ソーシャルメディア広告と計画的行動理論を統合した

Alhabash et al.(2017)のモデルは、オリジナルとする計画的行動理論に比べると、厳密さに

欠けるとしながらも、過去の研究により蓄積された主要なパラダイムや構成概念が適用で

きることを示唆したとして、計画的行動理論の拡張性の高さを指摘している。 

 
１−２−２−３. 技術受容モデル （TAM：Technology Acceptance Model） 
合理的行為理論および計画的行動理論と同様に、広く消費者行動を説明するモデルとし

てDavis(1986)が提案した技術受容モデル(TAM：Technology Acceptance Model)があげら

れる。技術受容モデルは、情報システムに関わるサービスにおいて消費者行動を予測でき

るモデルである。中川(2021)によると、技術受容モデルは組織内での経営情報システムの

受容や使用行動を説明するモデルであるとされ、さらに消費者の新技術に基づく製品・サ

ービスの使用や行動を説明するうえでも、その妥当性が複数の研究で確認されているモデ

ルであるとしている。 
技術受容モデルは、ある技術やサービスに対して対象者が抱く「知覚利便性 (perceived 

usefulness) 」「知覚利用容易性 (perceived ease of use) 」「利用への態度 (attitude 
toward using) 」「利用意図（behavioral intention to use）」という四つの心理変数と、

「実際の利用 (actual system use) 」という一つ行動変数を構成因子とし、それらの関係

性から構築される行動予測モデルである（田部2011）。 中川(2021)は、技術受容モデルに
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基づき、定額制動画配信サービスにおいてコンテンツの知覚多様性が、サービスの知覚さ

れた有用性および知覚された楽しさを介して、ロイヤルティに正の影響を及ぼすことを実

証している。技術受容モデルは、スマートフォンの使用意図（全ら2010）や、テクノロジ

ーの進化やICTを活用したサービス、ネットショッピング（金ら2013）の研究に援用され

ており、情報技術を伴うサービスの利用意図を説明することが可能なモデルとされる。 
主な消費者行動モデルの理論的枠組みを表１にまとめた。 
 

表 1．主な消費者行動モデルの理論的枠組み 

 
出所：先行研究を基に筆者作成。 
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１−３．消費者行動モデルにおける「行動意図」と「行動」の研究について 
 
１−３−１. 横断調査データによる消費者行動の研究 
本論文では、消費者行動を説明する理論モデルとしての計画的行動理論を援用し、「行動

意図」と「行動」の因果関係を明らかにすると同時に、「行動意図」および「行動」に影響

を与える外部要因である「介入効果」の影響を確認することで、消費者行動モデルを援用し

た効果検証モデルの提案を試みる。 
計画的行動理論などの消費者行動モデルを援用し、消費者行動を説明する研究において、

特に国内における研究では、一時点の調査により獲得する横断調査データによる分析が多

く見られる（表２）。例えば、大友ら(2007)による自然災害に関する調査研究では、居住年

数、年齢、被災経験などの人口統計学的要因によって、リスク認知などの認知要因の影響が

異なる可能性が示唆されている。今後、さまざまな人口統計学的な要因を対象にした調査を

行うとともに、縦断的調査により、人口統計学的要因と認知要因の相互作用を検討すること

が、より一般化可能なモデルを希求するうえでの課題になるとしている。脇本ら(2010)は、

給食の完食とブラッシング行動に関する自己効力感尺度について、信頼性と妥当性を確認

し、尺度を示した。行動変容段階については、理論に合致した結果が得られたとしているも

のの、教育介入による縦断調査を行い、自己効力感と行動変容段階の因果関係を明らかにす

ることが必要であるとしている。中須(2019)は、体育の授業雰囲気づくりという視点から運

動行動を予測するモデルを示したが、体育授業を通じて、スポーツ（運動）科学の知識を身

につけたことを「介入効果」として、運動行動に結びついたという効果の検証という視点で

は検討できてはいない。縦断的な調査を行い、変数間の因果関係を検討することが、今後の

課題として必要だとしている。Byrne(2022)は、脱税意図とその決定要因との関係における

納税者の利己主義の調停役割を評価した。脱税意図に対する四つの決定要因の影響におけ

る利己主義の「介入効果」を統計的に裏付け、脱税意図と利己主義の決定要因に関する洞察

が得られたとしている。ただし、この研究では横断的データを使用していたゆえに、行動モ

デルを示したものの「行動意図」と「行動」の因果関係を説明しきれてはいない。今後の研

究では、縦断調査データまたは、より具体的な効果を推測するための実験的操作が必要だと

している。 
表２に整理したように、計画的行動理論をはじめとした消費者行動モデルを援用した研

究において、一時点の調査でデータを収集した横断調査データでは、消費者行動、特に「行

動意図」と「行動」の因果関係を説明するまでには至らず、より確度の高いモデルを示すた

めには、縦断調査の実施を今後の課題とする研究が多く見受けられる。縦断調査データを消

費者行動の分析に用いることが、研究の確度を高めるために必要である。 
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表 2．消費者行動モデルを援用した消費者行動の研究（横断データ）  

 
出所：先行研究を基に筆者作成。 

 
１−３−２. 縦断調査データによる消費者行動の研究（海外） 
 消費者行動モデルを援用し、縦断調査データによる研究は、海外の研究に見受けられる

（表３）。縦断調査データとは、同一対象者に対して二時点以上の実査を行い収集した、前

後の関係が明確なデータである。Rogosa et al.(1982)は、縦断調査データを用いることで、

消費者行動の変化を十分に適切に測定できるとしている。 
Zundert et al.(2006)は、計画的行動理論を援用し、約一年間における三回の縦断調査の

結果、喫煙行動の頻度は「行為への態度」、「主観的規範」、そして「自己効力感」との関連
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性を確認した。そのうち、「態度」による影響は最も大きいことを示した。 
消費行動分野においては、Cohen et al.(2009)が、住宅取得について計画的行動理論を援

用し、横断調査データを用いて分析した結果、短期的な目標に焦点を当てる傾向が見受けら

れるとした。919人の低所得者と中所得者の賃貸住宅居住者を対象に、四年間の縦断調査デ

ータを分析し、住宅所有の購入意思と実際の住宅購入行動に影響を与える要因を明らかに

している。調査の結果から、住宅所有の意思は、翌年の住宅購入行動を予測することが確認

された。縦断的なパネルデータによる分析は、これまでの多くの研究よりも重要な進歩を多

く示したとし、この研究は、計画的行動理論を拡張するものとされている。 
 健康分野における研究では、Zundert et al. (2006)が、約１年間における三回の縦断調査

の結果、喫煙行動の頻度は、態度、主観的規範、そして自己効力感に関連性があることを確

認した。そのうち、態度による影響は最も大きいことを明らかにした。Kyrrestad et 
al.(2020)は、ノルウェーの中学生(N = 1,563)から二年間にわたって収集された縦断データ

により、青少年の飲酒行動について、計画的行動理論を援用した行動モデルで明らかにし

た。 
 育児分野における研究では、Rhodes et al.(2015)が、５歳から 13歳の子供を持つカナダ

の母親の代表サンプル(N = 1,253)に対して、６ヶ月の間に二時点の縦断調査を実施し分析

を行い、母親のサポート行動は、子どもの身体活動の認識と関連することを明らかにした。

同様に育児分野においては、Alison et al.(2022)が、米国における幼児の親の間での COVID-
19 の予防行動を分析し、自己決定理論 (Self-Determination Theory：SDT)の尺度と、計画

的行動理論の因子変数を観測変数として、１ヶ月間の間を置き二時点の縦断調査を行い、行

動遵守と行動構成を調べた。心理的ニーズをサポートする社会環境は、COVID-19 から幼

い子供を守る親の予防行動に対する好ましい動機、社会的認知信念、意図、行動的遵守に関

連していることを明らかにした。 
  出産意向や性行為についての研究では、Dommermuth et al.(2015)が、期間をあけた縦断

調査を実施し、すぐに妊娠を望む子どものいない親は、長期的な意思を持つ親よりも妊娠に

成功する可能性が高いことを明らかにした。同様に、すぐに妊娠を望む親は、インタビュー

後の最初の２年間は意思を実現する可能性が高いが、４年後には、長期的な妊娠を望む親の

出産率が高くなることを、縦断調査によって明らかにした。 
  海外における縦断調査による消費者行動の分析は、さまざまな分野で研究されており「行

動意図」の推計にとどまらず実際の「行動」までを実測し、「介入効果」との因果関係を明

らかにしている研究は様々な分野で見受けられる。 
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表 3．消費者行動モデルを援用した消費者行動の研究（縦断データ）  

 
出所：先行研究を基に筆者作成。 

 
 
１−３−３. 縦断調査データによる因果関係の研究（国内） 
 国内における縦断データによる消費者行動の分析はどのようなものがあるのだろうか。

確認できた研究事例を表４に示す。 
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 健康分野においては、谷ら(2007)が、成人の運動・スポーツ実施頻度が、ヘルスプロモー

ションの効果に与える影響について、PRECEDE-PROCEED Model を援用し、二時点の縦

断データに対して重回帰分析を行い明らかにした。その後、谷ら(2016)は、計画的行動理論

を援用し、２年間と６年間の二期間にわたり、運動とスポーツ行動の仮説上の予測因子を検

討した。N=415 （2004 年追跡調査回答）と、 N＝240（2008 年追跡調査）のデータを分

析に使用し、運動やスポーツに関する意図や知覚された行動制御などの要因が、２年と６年

のインターバル後の運動やスポーツ活動の頻度を予測する能力は、インターバルの長さと

性別によって異なることを示した。 
 防災行動においては、大友ら(2014)が、災後の買い溜め、買い控え行動の消費者の心理プ

ロセスを検討した。三時点での縦断調査データを行い共分散構造により仮説モデルにおけ

る因果関係を明らかにした。援用したモデルは、計画的行動理論の進化系である二重構造モ

デルである。 
国内の先行研究においては、縦断調査データを用い消費者行動モデルを援用した研究事

例は海外の研究に比べて見出せない。特に、計画的行動理論を援用した縦断データによる

「行動意図」と「行動」の因果関係を明らかにする研究は、大友ら(2014)、谷ら(2016)の防

災行動と健康に関わる研究にとどまっている。 
 

表 4．縦断データによる因果関係の研究（国内） 

 
出所：先行研究を基に筆者作成。 
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１−３−４．「介入効果(Intervention effect)」の効果を検証する研究 
施策を「介入効果(Intervention effect)」とした効果検証の研究はまず、消費行動分野に

おいて見受けられる。「行動」の変化を実測値として把握し、消費者行動モデルにおける心

理変数や、プロモーション施策などの「介入効果」が、消費者の実際の「行動」にどのよう

な影響を与えているのかについて、Stead.M.et al.(2005)が、TV広告の放送を利用したキャ

ンペーンの行動変化を、縦断調査データを用い実証している。Stead et al.(2005)は、計画的

行動理論を援用し、TV広告三種の放映を利用したキャンペーンの「介入効果」を実証した。

広告の放映は 1998 年から 2001 年までの３年間通じて実施され、４年間の縦断的コーホ

ート研究によってキャンペーンの効果を示した。 
また、Leung (2019)は、Facebook ページの訪問意向を３か月間にわたって二時点の縦断

データを収集し、Facebook ページがファンの訪問意向を高める上で効果的な「介入効果」

であることを示した。 
さらに Kautonen et al.(2011)は、計画的行動理論を援用したキャリア形成研究分野にお

いて、起業への「行動意図」の形成を説明する学術研究は確立されているが、実際の「行動」

までを明らかにする実証研究は未だ行われていないと指摘し、ある時点で測定された起業

への「行動意図」がその後の起業という「行動」に反映されるかどうか、縦断調査データを

利用し分析を行なった。二回の調査データ(2006 年、2009 年)に基づく起業への「行動意図」

と、その後の起業という「行動」を確認し、「行動」が始まる前に、起業家精神などの複雑

な経済行動の出現を理解するための情報を「介入効果」として、情報の効果について「行動

意図」と「行動」への影響を明らかにした。さらに Botezat et al.(2022)は、計画的行動理

論と潜在変化スコアモデル(Latent Change Score Model : LCS)を援用し、COVID-19 のパ

ンデミック期間中における学生の起業への「行動意図」において、その前兆とその後の起業

という「行動」について、縦断調査データを収集し分析を行い、起業家プログラムを「介入

効果」として、起業家プログラムの利用の効果について、個人間と個人内の二点の違いから

説明している。 
出産意向や性行為についての研究では、Beadnell et al.(2007)が、高校生 790人の二時点

の縦断調査データを用い、計画的行動理論を援用し、性行為の意図や性行為の可能性に介入

する変数を明らかにしている。個人内変数効果は、対人関係変数よりも遠位の心理社会的要

因をターゲットにすることで「介入効果」の有効性が高まる可能性を示した。 
国内の研究においては、消費行動分野においては、高比良ら(2006)が、インターネット使

用と攻撃性の関係について、因果関係を推定するための研究方法として、実験、横断調査、

縦断調査の三点を取り上げ、それぞれの特徴と限界について示した。縦断調査の一形態であ

り、変数間の因果関係を双方向的に検討できるパネル調査により、交差遅延効果モデルによ

って因果関係の分析を行う方法を説明している。また、松原(2022)は、ブランドの使用によ

って知覚される幸福感が、ブランドに対する肯定的な態度に及ぼす「介入効果」についての

研究は、単一時点における横断的な調査に基づく検証がほとんどであり、縦断的な調査に基
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づく検証は限られているとし、二時点の調査に基づく縦断調査による検証の結果、ブランド

を通して得られる消費者の幸福感がブランド・スイッチング行動を抑制する「介入効果」で

あることを明らかにした。また、医療分野においては、中越(2022)が、二時点の縦断調査デ

ータを行い、Health Action Process Approach(HAPA)を援用し、共分散構造分析を行い、

ソーシャルサポートの「介入効果」と個人要因との関係性を示した。 
 
１−４. 先行研究レビューにみる課題 
先行研究を概観し、明らかになったのは、一時点の横断データによる研究では、消費者行

動における「行動意図」と「行動」の因果関係と、「介入効果」の影響を説明するまでには

至らず、より確度の高いモデルを示すために、縦断調査の実施を今後の課題としている研究

が多く見受けられたことである。縦断調査データによる消費者行動の分析は、海外ではさま

ざまな分野で研究されており、「行動意図」の推計にとどまらず実際の「行動」までを実測

し、因果関係を明らかにしている研究が見受けられた。 
一方、国内の先行研究においては、縦断調査データを用い消費者行動モデルを援用した研

究事例は、海外の研究に比べて多くを見出せない。特に、計画的行動理論を援用した縦断調

査データによる「行動意図」と「行動」の因果関係を明らかにする研究は、大友ら(2014)、
谷ら(2016)の防災行動と健康に関わる研究の二事例にとどまっている。計画的行動理論など

消費者行動モデルを援用した実証研究では、横断調査データによる「行動意図」の推計のみ

の研究や、横断調査データを分析し、「行動意図」と「行動」を説明し報告したケースが多

く、「行動意図」と「行動」に時間差の概念が欠落している研究が見受けられる。 
以上のような観点から、因果関係を明確に説明できる時間的な前後関係が明らかな縦断

調査データを用い、多様なケースから「行動意図」と「行動」の因果関係を明らかにし、な

おかつ、「行動意図」や「行動」に影響を与える外部要因である「介入効果」の影響を検討

する研究は、国内の先行研究における課題を補い、消費者行動モデルによる効果検証の可能

性についてより発展的な知見を提供し、理論的、実務的インプリケーションに資する知見を

獲得できるものと考える。 
 
１−５. 本論文の目的と全体像 
 
１−５−１. 本論文の目的と三つの課題 
これまで、消費者行動モデルにおける「行動意図」や「行動」に影響を与える要因や、因

果関係を明らかにするアプローチについて、先行研究を中心に概観し、課題を明らかにし

た。 
ここで本論文の目的を明確にする。本研究の目的は、縦断調査によるデータを分析し、「行

動意図」と「行動」の変数間の因果関係、および外部から影響を与える変数である施策を「介

入効果」として、変数間の因果関係に与える影響を確認することで、施策の効果検証につい
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て、消費者行動モデルによる分析の有用性を検討することである。 
この目的を達成するために、本研究において以下の三つの課題をあげる。一点目は、因果

関係を明らかにすることのできる縦断調査データを収集し分析を行う。二点目は、多様な調

査ケースにおける実査により検証を行う。三点目は、「行動意図」と「行動」に影響を与え

る「介入効果」と、「行動意図」と「行動」の因果関係を明らかにすることで、消費者行動

モデルを援用した施策の効果検証モデルを示す。この三点を課題とし、研究目的の達成を目

指す。 
 
１−５−２. 本研究で援用する消費者行動モデル 
消費者行動を分析する理論的枠組みとして、合理的行為理論、計画的行動理論、技術受容

モデルに基づいた研究が行われていることを確認した。また、必ずしもすべてのモデルがあ

らゆる対象に有意にあてはまるとは限らないことも確認した。 
本研究では、これらの消費者行理論から構築される消費者行動モデルに基づき、広告や

Social Networking Service（以下 SNS と表記）などの利用度という外部要因が、消費者行

動モデルの各変数間にどのように影響を与えているのか、さらに「行動意図」と「行動」の

因果関係の形成においてどのような影響があるのかを明らかにし、消費者行動モデルにお

ける「行動意図」と「行動」に影響を与える外部要因、すなわち、メディア情報や施策、リ

スク要因などの「介入効果」の影響にも鑑みた消費者行動モデルを検証する。さらに「行動

意図」と実際の「行動」の因果関係を明確に確認するために、異なる二時点における実査デ

ータ、すなわち縦断調査データを用い検討を試みる。 
 具体的なモデルとして、Ajzen(1985)が提唱した計画的行動理論を拡張し、「行為への態度」

「主観的規範」「知覚行動制御」に影響を及ぼす背景・外部要因と、「行動意図」と「行動」

に影響を与える「現実の行動制御」を加えたモデル（図１）を援用する(Ajzen & Fishbein 
2005)。Ajzen & Fishbein(2005)が提唱したモデルは、判断を必要とする消費行為の行動意

図に至るプロセスを理論化したモデルであり、影響を与える背景・外部要因に、個人要因、

社会要因、情報要因があると説明できるモデルである(田中 2008)。 
本研究では、本モデルを基に、「行動意図」は「行動」の直接の先行要因であり、「行動意

図」は、「行動への態度」「主観的規範」「知覚行動制御」から影響を受けること、さらに「行

動意図」と「行動」の因果関係、「実際の行動制御」が「行動意図」と「行動」に影響を与

えていることを明らかにする。さらに本研究においては、「現実の行動制御」を、「行動意図」

および実際の「行動」に影響を与える「介入効果」として、効果検証に資する消費者行動モ

デルの実証を試みる。影響を与える「介入効果」としての外部要因は、情報（広告、SNS、
口コミ、消費者生成メディアなど）や、プロモーションなどの施策、リスク要因などを実証

データとして分析し、検討を行う。本研究において使用する観測変数は、同一対象者に対し

て異なる二時点で調査を行い、消費者行動の変化を因果関係に律して分析することが可能

な縦断調査データである。いずれも実査により縦断調査データとして収集し分析が可能な
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観測変数である。 
「行為への態度」「主観的規範」「知覚行動制御」は、「行動意図」にどのように影響を及

ぼすのか。「介入効果」が、「行動意図」「行動」に与える影響について実査データによって

説明し、消費者行動における「行動意図」と「行動」の因果関係と、「介入効果」が与える

影響を明らかにすることで、情報や施策、リスク要因を「介入効果」とした消費者行動モデ

ルを援用した効果検証モデルの理論化を試みる。 
  
 

 
出所：Ajzen & Fishbein(2005)、田中(2008)を引用し筆者作成。 

図 1. The theories of reasoned action and planned behavior. 
 
 
１−５−３. 分析方法  
本節では、本研究における因果関係の解釈と、分析方法について確認する。 
調査データから因果関係を明らかにするには、「Mill の三原則」に留意する必要がある。

「Mill の三原則」とは、John Stuart Mill により示された原則であり、因果関係が成立す

るには以下の三点が必要であるとしている。１. 原因 X が結果 Y よりも時間的に先行する

こと。2. 原因 X と結果 Yが関連していること。3. 結果 Y に関わる原因 X以外の原因が排

除されていること（天野 2018）。一点目は因果の基本的性質であり、二点目は相関の存在を

意味する。三点目は剰余変数の統制を意味する（天野 2018）。因果関係を説明するには、こ

の三つの条件が満たされる必要がある。しかしながら、実際に他のあらゆる関係が無関係で

あるという状況、つまり原則 3. が仮定できる状況は非常に限定される。Granger 因果注５）

(Granger,1969)に依拠すると、原則３.が仮定できない場合は、原則 1.と原則２.のみを満た

し因果関係を検討する。Granger 因果におけるこの考え方を利用し分析を行うことで、因

果関係の推定の確からしさを高めることができる（向江ら 2021）。原則 3.における変数の

影響によって生じた因果関係の可能性を否定できないという意味で限定的なものではある

が（高比良ら 2006）、変数間の因果関係の方向性について関心を置く場合には、特に有効性

を持つとされる（豊田秀樹 2000）。本研究では、時間的な因果関係に律した縦断調査データ
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により消費者行動を明らかにすることが目的であるゆえ、Granger 因果に依拠して研究を

進める。 
次に、分析方法について確認する。消費者行動における実証分析方法については、阿部

(2013)によると、「論理経験主義の考え方に立つならば、実証分析技法としては回帰分析を

用いることが最もぴったりすることになる。」としている。しかしながら、回帰分析の限界

について、「従属変数（目的変数）と独立変数（説明変数）とがいずれも観察可能な変数に

限定されるため、消費者の情報処理のような観測できない消費者の心的プロセスを扱うこ

とには適していない。」としている。さらに阿部(2013)は、消費者行動の実証分析について

以下に指摘している。 
 

研究者が何らかの尺度によりそれらを測定する場合には測定誤差が含まれることを

前提としなければならないが、回帰分析は従属変数についても独立変数についても測

定誤差を含めて扱うことはできない。特に独立変数は確率的な要素を持つ確率変数

(probabilistic variable)ではなく、確定変数(deterministic variable)としての性格を持

っている。したがって、回帰分析は購買数量、広告接触回数、所得、年齢といった測定

誤差を含めなくてよい変数間の構造をとらえる行動修正モデルには適していても、情

報処理モデルに代表される現代の消費者行動モデルの分析には適していないというこ

とになる。 
 
消費者行動モデルに基づいた先行研究においては、共分散構造分析による定量的な実証

分析が報告されている（たとえば大友ら(2014)、茂木ら(2019)、中越ら(2022)）。共分散構造

分析(Coveariance Structure Analysis : CSA)とは、構造方程式モデリング (Structural 
Equation Modeling: SEM)とも呼ばれる統計手法で、多くの多変量解析を下位モデルとし

ている統計手法である。 
阿部(2013)は、共分散構造分析が消費者行動研究に適している点として、「共分散構造分

析は、構成概念間の相互依存関係を含む形で形作られる消費者行動モデルのパラメータの

同時推定を可能にするだけでなく、モデルに含まれる競合する仮説間のテストも容易に行

える。」という点を指摘している。 
さらに共分散構造分析においては、縦断調査データがあれば、変化を十分適切に測定でき

ることがわかってきている(Rogosa et al.1982)。また、Judith & John(2012)は、時間によ

る変化を一般的な共分散構造分析モデルの枠組みでとらえることで、モデル定式化の別の

アプローチや推定が可能となるだけではなく、分析の柔軟さが劇的に広がるとしている。ま

た、共分散構造分析の枠組みは、縦断調査データの複雑な関係を検討する貴重なツールであ

り、共分散構造分析と縦断調査データの組み合わせは、特に継時的に変化する構成概念間の

関係を検討する場合には貴重だとしている(Judith ＆ John,2012)。 
そこで本論文では、分析方法として目的変数（従属変数）、説明変数（独立変数）につい
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ても、測定誤差を含めて扱うことが必要である消費者行動モデルの分析に適した共分散構

造分析(阿部 2013)を採用する。縦断調査データを共分散構造分析に用いることで、因果関

係に律した消費行動の変化を測定することが可能になる。消費者行動の分析と仮説の検証

に適した共分散構造分析を用いて分析を行うことで、消費者行動モデルを援用した効果検

証モデルを検証していくこととする。 
 

１−５−４. 本論文の構成と概要 
本論文は全６章からなる。 
第１章である本章では、まず、消費者行動モデルにおける先行研究に基づき、先行研究に

おける課題を明らかにし、本論文の目的について整理、論文の全体構成と概要を示す。 
 第２章では、消費者行動モデルをマーケティン施策の効果検証に援用する有効性を検討

する。具体的には、サブスクリプション型コンテンツ配信サービスである Netflix に加入し

たいと考える消費者の「行動意図」と、実際に加入するという「行動」に影響を与えるメデ

ィアなどの情報施策を「介入効果」とし、「行動意図」と「行動」の醸成に効果的な施策と、

「行動意図」と実際の加入という「行動」の因果関係を明らかにする。Netflix のサービス

の利用加入に向けた「行動意図」と、実際の加入という「行動」の因果関係に、「介入効果」

である情報施策が与える影響を、短期縦断データ調査の結果を分析することで効果検証モ

デルの検討を試みる。 
 第３章では、消費者行動モデルを援用し COVID-19 のパンデミック下における公民連携

型の需要喚起政策の効果を確認する。需要喚起策であるプレミアム付き食事券の購入につ

いての「行動意図」と「行動」、さらにその先の「利用」について消費者行動のフローを確

認し、政策効果を検証する。加えて、COVID-19 の感染リスクを「知覚リスク」とし、「行

動意図」や「行動」「利用」に与える影響について、属性による違いを明らかにし、ターゲ

ット属性に応じた政策立案を検討できる効果検証モデルの提案を試みる。 
 第４章では、防災行動における「防災行動意図」と「防災行動」の因果関係について、 
外部からの情報であるマス・メディア、ローカル・メディア、行政からの提供情報や、SNS
や家族からのアドバイスなどのパーソナル・メディアといった「介入効果」が、「防災行動

意図」「防災行動」にどのような促進的影響を与えているかを明らかにし、防災行動の醸成

と防災に関わる効果的な情報提供政策を検討できる、すなわち防災情報の効果検証が可能

な防災行動モデルの提案を試みる。 
 第５章では、エシカル行動の変化を促すキャンペーン施策を「介入効果」とし、「行動意

図」及び「行動」に与える影響を明らかにし、「行動」を促すのに効果的な「介入効果」を

検証するモデルを検討する。また、差分の差分法（Difference In Difference：DID）による

キャンペーン施策の効果検証も同時に行い、消費者行動モデルによる検証結果を他の分析

方法から確認する。縦断調査データを用い、異なる二種類の分析アプローチから施策の効果

検証に取り組み、消費者行動モデルを援用した効果検証モデルの確度を高める。 
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 第６章は、まとめの章であり、四種類の実証研究で分析した結果を踏まえて、消費者行動

モデルを援用した効果検証モデルを示し、本論文の全体を総括する。 
以上、６章を通じて、四種類の実証研究において短期縦断調査データを用い、計画的行動

理論を援用し、消費者行動モデルにおける「行動意図」と「行動」の因果関係について、共

分散構造分析を行い明らかにしていく。さらに「行動意図」と「行動」に影響を与える「介

入効果」の影響を明らかにし、消費者行動モデルを援用した効果検証モデルの提案を試み

る。 
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１. 第 1 章の注 

１）EBPM（Evidence Based Policy Making ：証拠に基づく政策立案） 
内閣府Web サイト、内閣府における EBPM への取組 

https://www.cao.go.jp/others/kichou/ebpm/ebpm.html  (2024 年 12 月 24 日現在) 
２）KPI（Key Performance Indicator：重要業績評価指標）企業や組織、プロジェクトの 

目標達成度を測るための指標。 
３）社会的インパクト評価については、『社会的インパクト評価に関する調査研究最終報告 
書』内閣府（2016 年 3 月）に詳しい。 

４）NPS® （Net Promoter Score：ネット・プロモーター・スコア） 
サービスや商品の利用に際し、他者への推奨者正味比率のことで、0 から 10 の 11 段
階で推奨度の強さを確認し計算する。9、10 をつけた回答者から 0 から 6 をつけた回

答者の割合を引いた差分がNPS®で、顧客ロイタリティや事業の成長性と高い相関があ

るとされ、説明変数として利用されている。注：ネット・プロモーター、ネット・プロ

モーター・システム、ネット・プロモーター・スコア、NPS、そしてNPS 関連で使用

されている顔文字は、ベイン・アンド・カンパニー、フレッド・ライクヘルド、サトメ

トリックス・システムズの登録商標又はサービスマークとされている。 
５）Granger 因果とは、Granger (1969)により定義された一般性のある因果関係の定義で

ある。例えば、複数時点の変数 x と変数 y の観測データがあったときに、ある時点の

変数 y を予測する場合、過去の時点の変数 y のみを用いる場合よりも、過去の同一時

点の変数 y と変数 x の両方を用いる場合の方が予測確度は高いとし、変数 x が変数 y
を引き起こしたという因果関係を示すものである。本研究では Granger 因果に依拠し

て分析を進めていく。 
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第２章  メディア情報を介入効果とした効果検証モデルの検討  
 
２−１. 緒言  
本章における研究では、市場が拡大するサブスクリプション型コンテンツ配信サービス、

特に SVOD（Subscription Video On Demand：以下 SVOD と表記）サービスにおける消

費者行動について、Netflix におけるメディア施策実施前後の加入者変化を確認することが

できる縦断調査データを用いて、メディア施策の関与を「介入効果」とする消費者行動モデ

ルを援用した効果検証モデルの検討を試みる。 
消費者がサービスの利用を契約するという意思決定を行う際には、さまざまな要因と変

数が考えられる。特にコンテンツ利用というという目に見えない価値サービス商品を、サブ

スクリプションという利用形態で契約する際に、加入を促す「介入効果」としてメディア施

策などの情報が、消費者の「行動」と行動を起こす前段階である「行動意図」にどのような

影響を与えているのだろうか。 
SVOD サービスにおける消費者調査から、実際の「行動」前段階である「行動意図」を推

計する研究は、計画的行動理論に基づく研究として、Kwong & Park(2008)による、大学生

を対象としたデジタル音楽のサブスクリプション型配信サービス利用における「行動意図」

の研究があげられる。調査に基づく研究の結果では、自分にとって大切だと考える人が認め

てくれる「主観的規範」が、音楽配信サービスを利用してみようという「行動意図」に最も

重要な影響を与えることが確認されている。また、Nuriska & Azizah (2021)は、計画的行

動理論を援用した Netflix の継続的な利用意図の形成についての実証研究において、「行為

への態度」は、継続的な利用を行いたいという「行動意図」に有意な影響を及ぼすものの、

「主観的規範」及び「知覚行動制御」は有意な影響を及ぼさないことを明らかにしている。 
しかしながらいずれの先行研究も、「行動意図」や「行動」は、横断調査データによる分

析、つまり調査時点における被験者の将来における行動の推測でしかなく、実際の「行動」

を、実測値として観測し、「行動意図」と「行動」の因果関係を説明しているものではない。 
「行動」の変化を実測値として把握し、消費者行動モデルにおける心理変数やメディア施

策などの「介入効果」が、消費者の実際の「行動」にどのような影響を与えているのかにつ

いて、海外の研究では、縦断調査データを用い実証しているものなどが見受けられるが（例

えば、Stead.M.et al.(2005)、Leung (2019)など）、国内の研究においては見受けられない。 
これらの背景を踏まえ本研究では、計画的行動理論を援用し、「介入効果」を外部から影

響を与えるメディアなどの情報として加えた効果検証モデルを仮説モデルとして設定し、

同一対象者の消費行動について、介入前後の二時点で把握した縦断調査データを用い検証

する。実際の「行動」までを実測値として観測した「介入効果」前後の縦断調査データを用

いて分析することで、ある調査一時点における対象者の将来の「行動意図」や「行動」の推

測ではなく、実行動の変化として「介入効果」の影響や「行動意図」の変化、「行動」への

因果関係を検証することで、「介入効果」の効果を検証する。 
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具体的にはまず、所与である縦断調査データに対して、仮説モデルの因子変数が影響を与

える観測変数（縦断調査で実測された数値）を操作的に定義し、所与であるデータと仮説モ

デルの因子変数との整合をはかる。次に、仮説モデルに当てはめた調査データを分析し、メ

ディア施策などの「介入効果」が、加入しようと思う「行動意図」および加入契約という実

際の「行動」にどのような影響を与えるかを分析し、メディア施策の効果を検証する。拡大

を続けるコンテンツ市場において、消費者の「行動意図」や「行動」に影響を与えるメディ

ア施策を「介入効果」とし、その影響を因果関係として捉えるモデルを示すことは、今後の

コンテンツ市場のマーケティング戦略を検討するうえで有用な知見が得られると考える。 
 
２−２. 研究方法と仮説モデル 
 
２−２−１．仮説モデル 

本研究では、同一対象者に対して異なる二時点で調査をおこなった縦断調査データを用

い、SVOD サービスのメディア施策を「介入効果」として、「行動意図」と実際の「行動」

の因果関係を分析する。消費者行動モデルにおける因子変数間の因果関係を明らかにする

ことで、消費者の SVOD サービス利用における「介入効果」の影響と、加入行動という意

思決定の因果関係を明らかにし、効果検証モデルの検討を試みる。 
分析データとして、株式会社野村総合研究所提供の縦断調査データを活用する注１）。提供

を受ける縦断調査データとは、同一対象者に対して時間的に異なる二時点で調査を実施し、

二時点の間で実施された施策の効果について、施策実施前後の態度や行動の変容の差分を

同一対象者において分析することで、メディア施策などの「介入効果」が、消費者行動に与

える影響をより高い確度で分析することが可能になる実査データになる。 
消費者行動の実証分析は、計画的行動理論に基づいた先行研究（例えば Lestari＆

Soesanto (2020)など）において、共分散構造分析による定量的な実証分析が報告されてい

る。本研究においても、共分散構造分析を採用し、SVOD サービスの加入についての「行動

意図」と「行動」を形成するモデルを検証していくこととする。共分散構造分析は、モデル

を構成する因子変数間の因果関係を確認しながら、因子変数に外部から影響を与える施策

を「介入効果」とし、「介入効果」が各因子変数に与える影響や、直接または間接的に「行

動意図」および実際の「行動」に与える影響の因果関係の検証をもって、効果を確認するこ

とができる分析手法になる。 
所与である縦断調査データから、計画的行動理論のモデルに基づき、「行動意図」「行動」、

および「介入効果」を説明する因子変数を検討する。データが所与であるゆえに、援用する

消費者行動モデルの因子変数に対し、データの操作的定義が必要になる。 
今回の縦断データを観測変数とした場合、因子変数は、計画的行動理論を構成する四つの

心理変数である「行為への態度」「主観的規範」「知覚行動制御」「行動意図」と、行動変数

である「行動」、さらに「介入効果」である「情報」の六変数とした。 
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「行為への態度」とは、対象者が、「行動」に対してどの程度前向きな態度を持っているか

を示すもので、自分にとって望ましい結果が期待できるほど、「行動」を行う可能性が高ま

るとされる(Ajzen 1985)。「主観的規範」とは、「行動」に対して、対象者が重要と考える他

者からの期待が、対象者の行動意図に影響を与える要因になるとされるもので、所属する集

団が持っている規範的要因が、行動意図を決定する際に重要であることが明らかにされて

いる（清水 1999）。「知覚行動制御」とは、行動遂行の容易さ、困難さであり、対象者が、

自らその行動を起こせるかどうかの概念である(Ajzen1985)。「行動意図」は、対象となる行

為を起こそうとする意図のことである。「行動」は、「行動意図」を介した実際の行動になる。

「行為への態度」「主観的規範」「知覚行動統制感」が高まるほど、「行動」を起こそうとす

る「行動意図」は高くなり、「行動」を起こす可能性が高くなるとされる(Ajzen 1985)。 
「行動意図」と「行動」に影響を与える「介入効果」は、二時点の調査期間中における TV-

CM の接触回数をはじめ、Web サイト、SNS などの口コミ、Facebook、Twitter などの外

部からの「情報」とする。これらの因子変数（潜在変数）が影響を与える観測変数（縦断調

査で実測された数値）は、所与である縦断調査データから、操作的定義により決定する（２

−２−２に詳細を述べる）。図２に計画的行動理論に基づいた仮説モデルを示し、H1から H
９までの仮説を設定した。 
まず、計画的行動理論を援用し、「行動意図」に影響を与えている要因、「行為への態度」

（H1）、「主観的規範」（H2）、「知覚行動制御」（H3）を確認する。「行動意図」が「行動」

にどのような影響を与えているのか（H4）を確認し、「行動」を予測する。 
 
H1 :「行為への態度」が好意的であるほど、SVOD 利用の「行動意図」が強まる。 
H2 :「主観的規範」が好意的であるほど、SVOD 利用の「行動意図」が強まる。 
H3 :「知覚行動制御」が強いほど、SVOD 利用の「行動意図」が強まる。 
H4 :「行動意図」が強いほど、SVOD 利用の「行動」が強まる。 

 
 外部から影響を与える変数である「情報」を「介入効果」とし、「行動意図」（H5）、「行

動」（H6）に直接的な効果としてどのような影響を与えているのか確認する。 
 

H5 :「情報」は「行動意図」に正の影響を与える。 
H6 :「情報」は「行動」に正の影響を与える。 

 
Ajzen & Fishbein(2005)は、「行為への態度」「主観的規範」「知覚行動制御」に影響を及

ぼす背景・外部要因として、「情報要因」があるとしている（図１）。そこで、「情報」は、

「行動意図」に影響を与えている三つの心理変数である「行為への態度」「主観的規範」「知

覚行動制御」にも影響を与え、間接的に「行動意図」に影響を与えていることを確認する。 
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H7 :「情報」は「行為への態度」に正の影響を与える。 
H8 :「情報」は「主観的規範」に正の影響を与える。 
H9：「情報」は「知覚行動制御」に正の影響を与える。 

 
H1〜H9までの仮説を検証することで、「介入効果」である「情報」が、「行動意図」と「行

動」に与える直接的な効果と、「行動意図」を説明する三つの心理変数を経由した間接的な

効果を確認し、「介入効果」の影響度と、「行動意図」と「行動」の因果関係について確認す

ることで、効果検証モデルを示す。 
 

 
出所：筆者作成。 

図 2. 計画的行動理論を援用した施策（「情報」）の効果検証仮説モデル 
 
 
２−２−２. 分析に使用するデータと操作的定義 

今回の分析に使用したデータは、株式会社野村総合研究所提供が実施したアンケート調

査データである。サンプル属性は、関東一都六県在住の一般生活者、20歳から 69歳までの

男女合計 2,500 サンプルサイズで、年代の分布は関東地方の人口構成と同一比である。分析

対象とする SVOD サービスの利用データについては、2021 年 3 月 16 日（火）、2021 年 3
月 30 日（火）の二時点で、同一対象者に対して、SVOD サービスへの加入状況、加入意向、

継続利用、および様々なメディアへの接触状況に関する調査が行われており、二時点の間に

おいて実施された情報施策などの「介入効果」による加入意向、契約状況に関する質問の回

答の変化から「行動意図」と「行動」の二つの目的変数を定義することで、施策効果を検証

することが可能なデータである。分析対象とする SVOD サービスは、Netflix 注２）を取り上
げる。無効回答を除去した有効回答 2,200 サンプルサイズを分析データとして使用する。 
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＜分析に用いる縦断調査データの概要＞ 
・対象地域      ：関東一都六県、男女 20〜59歳(関東地方人口構成比に合わせて分布)   
・調査期間   ：一回目 2021 年 3 月 16 日（火）、二回目 2021 年 3 月 30 日（火） 

同一パネル（同一回答者）に対して実施されている縦断調査データ 
・サンプルサイズ：全 2,500 サンプルサイズ。本論文においては、無効回答を除去した有 

効回答 2,200 サンプルサイズを分析データとして使用する 
 

仮説モデルにおける五つの因子変数（潜在変数）が影響を与える観測変数注３）を株式会社

野村総合研究所より提供されるアンケートデータより設定する。まず、仮説モデルにおける

「行為へ態度」「主観的規範」「知覚行動制御」が影響を与える観測変数を、因子分析（プロ

マックス法）により設定した。各観測変数の設定において、「行為への態度」は江戸ら(2002)
の研究を参考に、「主観的規範」は鈴木(2011)の研究を参考に、「知覚行動制御」は石井(2020)
の研究を参考にした。因子分析後、確認的因子分析を行い、因子変数（潜在変数）が影響を

与える観測変数を操作的定義により確定させた。各因子変数（潜在変数）が影響を与える観

測変数について以下に示す。なお、( )内の数値は、確認的因子分析における標準化係数を

示している。 
 

１)「行為への態度」が影響を与える観測変数（「製品認知尺度」注４）より設定） 
・「自分にとって関心がある」(0.50) 
・「使用・利用するのが楽しい」(0.54) 
・「自分の生活に役に立つ」(0.52) 
 
２)「主観的規範」が影響を与える観測変数（「消費価値観」注４）より設定） 
・「周りの人が良いと言っているものを選ぶことが多い」(0.35) 
・「有名な人が良いと言っているものを選ぶことが多い」(0.31) 
・「使っている人の評判が気になる」(0.38) 
・「周りの人が持っているものを持っていないと気になる」(0.24)  
・「流行にはこだわる方である」(0.32) 
 
３)「知覚行動制御」が影響を与える観測変数（「制御焦点尺度」注４）より設定） 
・「自分は、希望・願い・あこがれを実現して「理想的な自分」に近づけるよう積極的に努

力する人間であると思う」(0.88) 
・「これまでの自分の人生における成功に向かって前進してきたと感じる」(0.70) 
・自分は、義務・責任・責務を果たして「かくあるべき」自分でいられるよう積極的に努

力する人間であると思う(0.68) 
・「自分が今後どのように希望や憧れを実現するかについて、想像することが多い」(0.67) 
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４）消費者行動における結果（目的変数）となる「行動意図」と「行動」 
「行動意図」と「行動」は、株式会社野村総合研究所が実施した同一対象者に対して施策

介入前と後の二時点のアンケート結果における回答変化の差分をもって「行動意図」と「行

動」を操作的定義し、尺度化したものを表５に示した。新たに尺度化した理由は、「行動意

図」を説明する観測変数は、所与であるアンケート設問から設定はできるものの、実際の

「行動」を説明する観測変数においては、所与であるアンケートの設問からでは「すでに加

入している」に、「介入効果」とする情報施策実施以前から加入していた場合を取り込む可

能性があり、正確な「介入効果」の影響の判断が困難であると判断したからである。 
本来の調査であれば「行動意図」と「行動」を説明する観測変数を、先行研究から援用し、

実査データを収集すべきではあるが、今回は分析する縦断調査データが所与であり、既存デ

ータに対して操作的定義により「行動意図」と「行動」を説明する観測変数を新たに尺度化

し設定した。新たな尺度を設定することで、同一対象者に対し異なる二時点でのアンケート

データを分析することが可能となり、将来予測である「行動意図」と実際の「行動」の差分

を、「行動意図」から「行動」への因果関係として検証することが可能となる。二時点の間

に実施されたメディア情報などの影響を「介入効果」として影響度を確認することが可能に

なり、消費者行動分析に縦断調査データを用いる本研究の課題に律することが可能になる。 
 

出所：株式会社野村総合研究所「マーケティング分析コンテスト 2021」データを基に筆者作成注５） 
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表 5．仮説モデルにおける「行動意図」と「行動」の観測変数の操作的定義 
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５）「介入効果」としての「情報」 
「行動意図」と「行動」に影響を与えると想定される「情報」は、二時点の間における

Netflix の TV-CM の接触本数注６）、公式Web サイト、SNS の口コミの閲覧、SNS以外の

口コミ、知人や友人からの評判といった SVOD サービスに関する情報の接触、さらに

Facebook、Instagram、LINE、YouTube、Twitter(現 X であるが以下調査時点の名称 Twitter
で表記)といった CGM (Consumer Generated Media：以下 CGM と表記)の利用頻度から

定義し、「行動意図」と「行動」に影響を与える「介入効果」とした。 
今回の分析において、目的変数である「行動意図」と「行動」は、介入前後の二時点の縦

断調査データ、すなわち「介入効果」の前と後という時間差を持ったアンケートの実査デー

タを操作的定義することで、観測変数としている。二時点で観測され定義した「行動意図」

と「行動」に、「介入効果」である「情報」が直接的にどのような影響を与えているか。ま

た、「情報」が他の因子変数を介して「行動意図」と「行動」に与える間接的な効果を確認

するために、「行動意図」を説明する三つの因子変数である「好意への態度」「主観的規範」

「知覚行動制御」に対しての影響度を確認する。 
以上を踏まえた仮説モデルを、図３に示す。これらの因子変数間の因果関係を明らかにす

るために、仮説モデルに対して共分散構造分析を行なった。さらに多母集団同時分析によ

り、属性ごとにモデルの適合度と仮説の有意性を検証した。因子分析、確認的因子分析、共

分散構造分析には、IBM SPSS Statistics Version 29.0、IBM SPSS Amos Version 29.0 を

使用した。 
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出所：筆者作成 
図 3. 「情報」の「行動意図」「行動」への直接効果・間接効果を確認する仮説モデル 

（符号は影響度の正負を示す） 
 

 
２−３. 結果および考察 
 
２−３−１. 仮説モデルの検証  
仮説モデルに対して共分散構造分析を行なった結果、仮説モデルの適合度指数は、CFIが

0.9 に達していないが、GFI、AGFI は 0.9以上、RMSEAも 0.05以下であり、モデルの当

てはまりは、おおむね良いと判断した（表６）注７）。また、仮説モデルに対して図４に示す

因子変数間のパス図を得ることができた。仮説モデルにおける各因子の因果関係は、有意水

準 5％でいずれも正の影響を与えることが確認された。 
介入効果である「情報」は、H5「行動意図」(0.11)、および H6「行動」(0.12)に直接効果

として正の影響を与えている。「行動意図」に影響を与えている三つの心理変数に対して、

「情報」の影響度は、H8「主観的規範」(0.40)、H7「行為への態度」(0.39)、H9「知覚行

動制御」(0.25)の順に影響度の強さが確認された。「行動意図」に影響を与える心理変数は、

H1「行為への態度」（0.16）、H2「主観的規範」(0.09)、H3「知覚行動制御」(0.08)の順に影
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響度の強さが確認された。二時点の縦断調査データから定義した「行動意図」と「行動」の

因果関係は H4(0.27)で確認することができた。Netflix の契約行動において、「情報」を「介

入効果」とした計画的行動理を援用した仮説モデルは、仮説が支持される結果となった。 
「介入効果」である「情報」が説明する観測変数は、縦断調査において接触の有無を確認

した情報源である。それぞれの情報源の影響度を確認すると、Instagram がもっとも影響

度が強く、次いで Twitter、LINE、Facebook の順位で、CGM の影響が強いことが確認さ

れた。また、本モデルにおいては、Netflix の TV−CM 接触回数が最も低い結果となった（表

７）。この結果は、「情報」として「介入効果」が高いのは CGM で、TV−CM の影響力は弱

いことを示している。 
 
 

表 6．仮説モデルの適合指数 

 
 
 

 

図 4．SVOD サービスにおける効果検証モデルの結果 
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２−３−２．仮説モデルが支持される個人差要因の探索的検討 

杉本（2012）は、消費者行動の意思決定過程には、資金、時間などの消費者自身の資源で

ある個人差要因があるとしている。このことから、Netflix の利用に関わる「行動意図」と

「行動」を説明する消費者行動モデルは、利用者の個人的差異、すなわち、本調査における

サンプルの属性の違いによって異なる可能性もあるのではないか。属性によって異なるの

であれば、ターゲットをセグメンテーションすることで、より効果的なマーケティング施策

の可能性が検討される。この点を明らかにするために、個人差要因である属性、性別、年代

別、世帯年収別で有意になるパスの探索的検討を行なった。属性ごとに多母集団同時分析を

行い、仮説モデルの適合を確認した結果を表８に示した。有意水準５％で、具体的に確認さ

れた点を以下に整理する。 
まず、「介入効果」である「情報」は、性別でみると女性においては、H5「行動意図」(0.098)、

H6「行動」(0.185)ともに有意な影響を与えているが、男性において「情報」は、H5「行動

意図」、H6「行動」に対して与える影響に有意性が確認されなかった。 
年代別で見ると、20 代から 40 代までは、「情報」は「行動」に与える影響(H6)はあるも

のの、「行動意図」(H5)には有意な影響が確認されず、逆に 50 代では「行動意図」(H5)の
みに有意な結果が確認された。 
世帯年収別では、「情報」が「行動意図」(H5)に有意な影響を与えるのは、世帯年収 600

〜1,000円未満を除いた層で、「情報」が「行動」に影響を与える(H6)のは、世帯年収が 300
〜600 万円未満と 600〜1,000 万円未満の層であることが確認された。「行動意図」を説明

する「行為への態度」(H1)、「主観的規範」(H2)。「知覚行動制御」(H3)への「情報」の影響

は、50 代以外のすべての属性で有意であった。「行動意図」と「行動」の因果関係(H4)は、

すべての属性で有意に確認することができた。 
以上の分析結果から、明らかになったのは以下の点である。「行動意図」「行動」に対して

「介入効果」である「情報」の影響を受けやすいのは、女性層である。年代別にみると 40
代までは、「情報」が「行動」へ直接的に有意な影響を与えている。また、40 代までにおい

て「情報」は、「行動意図」を説明する三つの心理変数、「行為への態度」「主観的規範」「知
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表 7．「情報」における観測変数の影響力 



37 
 

覚行動制御」に対して有意な影響を与えている。つまり、「情報」は「行動意図」の醸成に

影響を与え、間接的に「行動」に影響を与えている可能性が考えられる。世帯年収による「情

報」の効果にはばらつきが見られ、ターゲットのセグメンテーションという視点で考える

と、世帯収入は有効なセグメンテーションにはならない可能性があることがうかがわれた。 
 

表 8．属性による多母集団同時分析時のパス係数（標準化推定値）と確率 
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規範」「知覚行動制御」に与える影響の方が大きいことが確認された。また表８の属性の違

いにより、「情報」が各因子変数に与える影響度にばらつきが見られ、「行為への態度」「主

観的規範」「知覚行動制御」を介して、「行動意図」に影響をあたえ、間接的に「行動」に影

響をあたえていることがうかがわれる結果となった。 
複数の因子変数があるモデルの場合、直接効果（ある変数が他の変数に対して直接的に影

響を与え生まれる効果）と、間接効果（ある変数が他の変数を介して、他の変数に間接的に

影響を与える効果）について、変数間で確認することができる。また、直接効果と間接効果

を合計することで、変数間の影響を総合効果として確認することができる。そこで、「情報」

が、「態度」「主観的規範」「知覚行動制御」を介して、目的変数である「行動意図」に影響

を与え、間接的に「行動」に与える影響について確認することで、「介入効果」である「情

報」が「行動」に与える影響の経路を明らかにする。 
本モデルにおける目的変数である「行動意図」と「行動」は、同一対象者に対して二時点

の行動変化を確認した縦断データによって操作的に定義しており、時間差による因果関係

が反映されている変数である。そこで、「介入効果」である「情報」が、「行動意図」と「行

動」に直接的に影響を与える直接効果と、「行為への態度」「主観的規範」「知覚行動制御」

を介して「行動意図」に影響を与え、間接的に「行動」に影響を与える間接効果、さらに直

接効果と間接効果の合計である総合効果について分析し、表９に結果を示した。 
「情報」の直接効果は、H5「行動意図」においては、0.109、H6「行動」においては、

0.124 で「行動」に与える影響の方が強く、「情報」が「行為への態度」(H7から H1)、「主

観的規範」(H8から H2)、「知覚行動制御」(H9から H3)を介して影響を与える間接効果は、

「行動意図」(0.121)、「行動」(0.063)で、「行動意図」に与える影響が強いことが確認され

た。つまり「情報」は、「行動」を高めるには直接効果が強く、「行動意図」を高めるには間

接効果が強いことが確認された。そして、直接効果と間接効果を合わせた総合効果は、「行

動意図」(0.23)、「行動」(0.187)で、「行動意図」への影響が強いことが確認された。この結

果は、「介入効果」である「情報」が、直接的に「行動意図」と「行動」に影響を与えるだ

けではなく、間接的に Netflix に対する態度（「行為への態度」）、自分の周辺からの影響（「主

観的規範」）、契約の容易さ（「知覚行動制御）」といった「行動意図」を説明する三要因に影

響を与え、「行動意図」を高めており、その影響は「行動」よりも「行動意図」に強く出て

いることが確認された。 
 さらに属性による違いを探索的に確認するために、多母集団同時分析による総合効果、直

接効果、間接効果の結果を表 10 に示した。属性ごとの多母集団同時分析において５%水準

で非有意となったパスは、n.s.(not significant：有意ではない)としている。 
まず、性別にみると「介入効果」である「情報」は、男性においてH5「行動意図」、H6

「行動」に対していずれも非有意であり効果が確認されなかった。女性においてH5「行動

意図」に対して直接効果(0.098)よりも間接効果(0.139）が強く、H6「行動」に対しては、

間接効果(0.053)よりも直接効果(0.185)が強いことが確認された。女性においては、すべて
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の属性を含めた全属性モデル（仮説モデル）と同じ傾向であることが確認された。 
 年代別にみると、H5「行動意図」への効果が確認されたのは 50 代のみで、直接効果(0.111)、
間接効果(0.075)、総合効果(0.186)であった。一方H6「行動」に対する直接効果、間接効果

は 50 代を除いた年代において有意で、直接効果は、20 代(0.136)、30 代(0.195）、40 代

(0.092)、20 代(0.069)、間接効果は 30 代(0.054）、40 代(0.051)であった。40 代までは「行

動」への直接効果の方が間接効果と比べ強く、「介入効果」である「情報」は「行動意図」

よりも「行動」への影響が強いことが確認された。 
世帯収入別でみると、介入効果である「情報」の H5「行動意図」への影響は、世帯年収

600 万円未満においては間接効果よりも直接効果の方が強いことが確認された（直接効果

300 万円未満(0.318)、300〜600 万円未満(0.132)、間接効果 300 万円未満(0.032)、300〜
600万円未満(0.124)）。これは全属性モデルと女性とは異なる傾向である。また、介入効果

である「情報」の H6「行動」への影響は、世帯年収 300〜1,000万円においては、間接効

果よりも直接効果の方が高く、全属性モデルと同様の傾向が確認された（直接効果 300〜
600 万円未満(0.152)、600〜1,000 万円未満(0.119)、間接効果 300〜600 万円未満(0.066)、
600〜1,000万円未満(0.043)）。	
以上の分析結果から、明らかになったのは以下の点である。「介入効果」である「情報」

は、男性よりも女性において「行動意図」「行動」へ強く影響を与え、「行動意図」に対して

は直接効果よりも間接効果が強く、「行動」に対しては、間接効果よりも直接効果が強いこ

とが確認された。女性においては、すべての属性を含めた全属性モデルと同様に、「行動意

図」に影響を与える「行為への態度」「主観的規範」「知覚行動制御」を介した間接効果の方

が、「行動」への直接効果よりも強いことが確認された。40 代までは「行動」への直接効果

の方が間接効果と比べ強く、介入効果である「情報」は「行動意図」よりも「行動」への影

響が強いことが確認された。 
全属性モデルの傾向と異なるのは、世帯年収 600 万円未満における「情報」の「行動意

図」へ影響で、間接効果よりも直接効果の方が強いことが確認された。世帯年収でのセグメ

ンテーションには、留意が必要である。 
 
 

表 9．「行動意図」「行動」への直接効果、間接効果および総合効果 
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表 10.「行動意図」「行動」に影響を与える直接効果と間接効果 

 

3EH6.4�8A8*:7I8*:6�9D-*:

E>

�8

72

$H

@

FC

BG

EH

)3

5/

E>

�8

72

.�

$H

@

FC

.�

BG

EH

)3

.	

5/

.(

'N4=�!

�������� 
���)( ����
 ����	 ���	 ���)( ����
 ����	 ����, �����

?4�0���	� ����) 0�1� 0�1� 0�1� ����) 0�1� 0�1� 0�1� 0�1�

04�0���
� ���
� 0�1� ����� ���	
 ���
� 0�1� ����� ���,� ���	,

��%�0�
�� ����� 0�1� 0�1� 0�1� ����� 0�1� 0�1� 0�1� 0�1�

	�%�0�(
� ����� 0�1� 0�1� 0�1� ����� 0�1� 0�1� 0�1� 0�1�


�%�0�)�) ���,	 0�1� ���,
 0�1� ���,	 0�1� ���,
 0�1� 0�1�

(�%�0�((	 ����
 0�1� 0�1� ����) ����
 0�1� 0�1� ����� ���
(

	��"(9<

J0�	
( 
0�1� 0�1� 0�1� ��	(� 0�1� 0�1� 0�1� ��	�� ���	�

	��5)��"(9

<�0�
(� 
����, 0�1� 0�1� ���() ����, 0�1� 0�1� ���	� ����


)��5�����"(

9<�0�
(	 
���	� ����� ���)� 0�1� ���	� ����� ���)� 0�1� 0�1�

�����"(&#

�0�	�� 
0�1� 0�1� ���

 ����� 0�1� 0�1� ���

 ���
	 ���


3EH4�8A8*:7I8*:6�9D-*:

E>

�8

72

$H

@

FC

BG

EH

)3

EH

6.
5/

EH

6.

.


5/

.)

E>

�8

72

$H

@

FC

BG

EH

)3

5/

'N4=�!

�������� 
���
( ����
 ����	 ���
	 ����
 ���
	 ����
 ���
( ����
 ����	 ���)	

?4�0���	� ���(, 0�1� 0�1� ��	�, 0�1� ��	�, 0�1� ���(, 0�1� 0�1� 0�1�

04�0���
� ���		 0�1� ����) ����( ���	� ����( ����( ���		 0�1� ����) ���(	

��%�0�
�� ���

 0�1� 0�1� ��	
� ����( ��	
� ���	) ���

 0�1� 0�1� ���),

	�%�0�(
� ����
 0�1� 0�1� ���� ���
, ���� ���,( ����
 0�1� 0�1� ���(



�%�0�)�) ���(� 0�1� ����( ���)
 ���
	 ���)
 ���,� ���(� 0�1� ����( ���(�

(�%�0�((	 ���)( 0�1� 0�1� ���,� 0�1� ���,� 0�1� ���)( 0�1� 0�1� 0�1�

	��"(9<

J0�	
( 
0�1� 0�1� 0�1� ���)� 0�1� ���)� 0�1� 0�1� 0�1� 0�1� 0�1�

	��5)��"(9

<�0�
(� 
���(, 0�1� 0�1� ���(
 ����� ���(
 ���(� ���(, 0�1� 0�1� ���))

)��5�����"(

9<�0�
(	 
���)� ���(
 ���( ���,( ���)� ���,( ����, ���)� ���(
 ���( ���
	

�����"(&#

�0�	�� 
0�1� 0�1� ���(� ��	( 0�1� ��	( 0�1� 0�1� 0�1� ���(� 0�1�

;=,I8*:

N4

N4

;=,A8*:
22�;=,

22I8*:

�����5/

;=,D-*:

;=,D-*:

;=,

A8*:



41 
 

２−３−４．考察  
以上の分析結果から、縦断データを活用した Netflix の利用加入における消費者行動につ

いて、理論的、実務的インプリケーションを整理する。 
まず、理論的インプリケーションとして、「行動意図」と実際の「行動」の二時点をとら

えた縦断データを用い、「行動意図」と「行動」の因果関係の説明に対して、「介入効果」の

影響を説明変数とした計画的行動理論モデルによって消費者行動を説明できることを示し

た。具体的には、「介入効果」である「情報」は、直接的に「行動意図」「行動」に影響を与

えるものの、その影響は「行動」の方が強い。また「情報」は、「行為への態度」「主観的規

範」「知覚行動制御」に対して影響を与え、間接的に「行動意図」を介して「行動」への因

果関係があることを示した。「情報」は直接的に「行動」に影響を与えるだけではなく、「行

動意図」に影響を与える因子変数に影響を与えながら、「行動」に影響を与えている経緯が

確認された。また、利用者の個人差要因（属性）によって、モデルにおける適合や効果の経

路は異なることが確認された。さらに「介入効果」としての「情報」は、TV−CM などのメ

ディア施策よりも、CGMが効果的であることが確認された。 
実務的インプリケーションとしてまず、二時点の縦断調査データを用いることで「介入効

果」を施策とした効果検証に、「介入効果」を説明変数とした計画的行動理論を援用した本

モデルを、分析スケールとして活用することができる点があげられる。施策の前後の差分が

確認できる観測変数から因子変数を設定することで、態度や意識の変容である「行動意図」

と、実際の具体的な成果である「行動」に対して、施策としての「介入変数」の影響を確認

することで、施策の効果検証を行うことが本モデルによって可能になる。 
さらに、多母集団同時分析により、個人差要因（属性）により、モデルの因子変数間のパ

スに有意や影響力の違いがあることが確認された。このことは、属性によって効果が異な

る、すなわち属性を絞ったマーケティングが効果的であることを示唆している。具体的な例

を挙げると、女性には「行動意図」を醸成させることで「行動」が促されるため、直接的に

「行動」を刺激するよりも、「行動意図」を形成する三つの因子変数に影響を与えることが

有効だと考えられる。また、年代別で検討する場合は、40 代までは直接「行動」を促すア

プローチが有効であることなどがあげられる。 
追記すべき点としては、「介入効果」における有効なメディア選定に資する知見を示した。

「行動意図」と「行動」を刺激するために、SVOD サービスの事業者が活用する「情報」

は、CGMが最も効果的であり、特に Instagram、Twitter の効果が高い。また今回の調査

では TV−CM の効果は低いことが明らかになり、SVOD サービスのマーケティング計画時

の効果的なメディア検証のモデルとして活用できる可能性がある。以上の点は、マーケティ

ング戦略立案や効果検証の実務に実装できる知見になり得る。 
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２−４. まとめ 
本研究は、従来の消費者行動モデルの研究において、被験者の調査時点における将来の予

測回答であった「行動意図」と、実際の「行動」を、それぞれ実測値で把握した縦断調査デ

ータを用いて、SVOD サービスの加入施策を「介入効果」とした効果検証モデルを示した。

計画的行動理論を援用し、施策を「介入効果」とした本消費者行動モデルを、他のサブスク

リプション型コンテンツサービスにも適用し、実証する可能性も検討される。 
しかしながら本研究にはいくつかの限界がある。まず、分析に用いたデータは所与である

ゆえに、「行動意図」と「行動」を操作的定義により尺度化し分析した。本来であれば、先

行研究を援用し、観測変数を設定し、オリジナルの縦断調査データを収集し分析することが

必要である。また、より消費者行動を細分化してとらえる場合、例えば、杉本（2012）によ

る購買前行動、購買後行動という、購買行動の前後の行動を含めた三つの側面から縦断調査

データを収集し、消費者行動モデルを検討することも必要である。また、消費者行動を合理

性と非合理性の二面からとらえることも必要である。「現実の消費者行動は、合理性を求め

る一方で、必ずしも合理的ではないともいえる行動のせめぎ合いによって規定される」（杉

本 2012）ものであり、合理性と非合理性を因子変数として加えた消費者行動モデルの検討

も考えられる。 
次に調査のタイミングであるが、分析に使用した縦断調査データでは、二回の調査の間が

二週間であり、この間で SVOD サービスの加入についての「行動意図」の変化、「行動」の

具体的行為としての加入への態度変容が起こったケースのみの分析に限られた。二時点の

調査の期間を長くすることや、期間中のさまざまなマーケティング施策を「介入効果」とし

て加えることで、より確度の高い消費者行動分析の可能性は残される。 
岸(2021)は、計画的行動理論について、「コロナ禍や持続可能な開発といった状況で期待

される「行動変容」を予測あるいは制御する手段としても、利用可能であろう」としている。

計画的行動理論を援用した効果検証モデルの可能性と、縦断調査データによる分析の有用

性は、知覚リスクや合理性、非合理性、さらに購買行動前後の行動などを因子変数に検討す

ることで、今後も期待されると考えられる。 
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２. 第２章の注 
１）株式会社野村総合研究所主催の「マーケティング分析コンテスト」に参加することで

提供される縦断調査データである（野村総合研究所では「シングルソースデータ」と

称している）。同一対象者への二時点の実査データの変化を分析することで、二時点

の間において実施された広告やプロモーションの効果を測定することが可能なマーケ

ティングデータである。筆者は、「マーケティング分析コンテスト 2021」に参加する

ことで、学術的研究を条件にデータの使用許諾をいただいた。 
２）株式会社野村総合研究所で調査対象となった SVOD サービスは、 Amazon プライム・ビ

デオ、Netflix、dTV、hulu の 4 サービスであったが、Amazon プライム・ビデオは、書籍宅

配の付加価値サービスである点も含まれることなどに鑑み、純粋な SVOD サービスとして普

及している Netflix を研究対象とした。 
３）この場合、アンケート項目が各因子変数（潜在変数）を説明する観測変数となる。 
４）株式会社野村総合研究所が提供する調査データにおける「製品認知尺度」「消費価値 

観」「制御焦点尺度」については付録に示した。 
５）「行動意図」と「行動」の操作的定義に利用した設問は以下の通りである。 
  出所：野村総合研究所提供マーケティング分析コンテスト 2021 データ（付録参照） 

 
６）TV-CM の接触本数は、被験者が視聴者したと回答した番組において、Netflix の CM
が流された本数を持って接触本数としている。 

７）共分散構造分析の適合度指数においては、以下の研究に律している。久保(2022)の研究

によると、適合度指数の検証対象とした 9 論文中 8 論文が CFI、RMSEA を適合度指

数に使用している。また、吉田他(2020)によるシンポジウムにおいて荘島(2020)は、「適

合指数は CFI、RMSEA の二強時代」とした。本分析においても CFI、RMSEA を適合

指数とした。適合基準としては Hu & Bentler (1998,1999)が、CFI は 0.095 以上、

RMSEA は 0.06以下を推奨しているが、久保(2022)の研究において検証対象となった

９編の論文では、CFI は 0.668から 1.00、RMSEA は 0.000から 0.095が報告されて

いる。また、Kenny & McCoach(2003)は、モデルの確度が高くとも変数が多くなると

CFI は悪化するが、RESEA はよくなる傾向があるという結果を示している。CFI は水
準を下回るが RESEA の値に注目し本モデルの適合は許容範囲であると判断した。こ
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れらの知見から、本モデルの適合は許容範囲であると判断した。 
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第３章 政策効果と介入効果の影響を検証するモデルの検討 
 
３−１. 緒言 
 
３−１−１. 研究の背景 
本章においては、公民連携により実施された政策評価を検証するモデルの提案を試みる。

政策効果の検証は、民間企業だけではなく地方公共団体の政策においても、EBPM を実装

し、計画の実施や検証においては、政策の社会的インパクト評価の実施や、KPI の設定と振

り返りが求められるケースが増えてきており、政策の効果検証は公民を問わず重要なテー

マである。 
2020 年 1 月からの COVID-19 の感染拡大により、売上げ等に甚大な打撃を被った観光・

運輸業、飲食業、イベント・エンターテインメント事業を対象に、公民連携型の消費喚起キ

ャンペーンとして、トラベル事業、イート事業、イベント事業、商店街事業の４補助事業が

実施された。飲食業界においては農林水産省が主導し、2020 年 10 月より「Go To Eatキャ
ンペーン事業注１）（以下 Go To Eat事業と表記）」が実施された。Go To Eat事業の実施事業

者は、47 都道府県ごとに公募され、都道府県ごとに実施事業者、実施体制、実施期間、販

売方法などが異なっていた。特に COVID-19 の感染状況に鑑み、都道府県ごとに緊急事態

措置、まん延防止等重点措置が取られたゆえに、販売期間や利用期間が異なり、利用方法に

も制限がかけられ、都道府県ごとに実施要件は異なるものとなった。 
公民連携による飲食業界の需要喚起政策であった Go To Eat 事業はどのような効果を地

域にもたらしたのだろうか。Go To Eat事業において、利用状況については都道府県ごとに

報告がなされているものの注１）、消費者行動起点での政策効果に関する効果の検証研究は未

だ見受けられない状態である。COVID-19 のパンデミック下で実施された Go To Eat事業
は、事業の本来の目的や、地域飲食店の需要喚起に寄与したのであろうか。本論文のテーマ

である、消費者行動の変化をもって政策効果を検討するにあたっては、本来であれば代表性

を満たす地域と実施要件においてデータを取得するのが理想であるが、都道府県単位で実

施され、都道府県ごとに異なる手法や感染対策、利用制限が取られたゆえに特定することは

困難である。そこで本研究においては、岡山県における Go To Eat 事業について、消費者

の当該事業に対する「行動」の変化や「利用行動」を明らかにすることで、地域における公

民連携による需要喚起政策の効果検証モデルの検討を試み、政策効果の検証方法について

の研究の一助を目指す。 
 
３−１−２. 政策の概観 

Go To Eat事業は二種類の事業が実施され、「登録飲食店で使えるプレミアム付食事券の

発行」は、47都道府県において 49件の事業者が実施し、「オンライン飲食予約の利用によ

るポイント付与」は、13 件の事業者が実施した。本研究では、岡山県において実地された
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「登録飲食店で使えるプレミアム付食事券の発行」事業を分析対象とする。 
岡山県における Go To Eat事業は、当初発行事業として、プレミアム率が 25％（販売価

格 10,000円で利用額面 12,500円分）の食事券が 80万冊販売され、額面総額は 100億円で

あった。COVID−19 の感染拡大状況に鑑みながら販売停止時期が生じ、結果的に利用期間

は 2020 年 10 月 21 日（水）〜2022 年 1 月 31 日（木）となった。その後、プレミアム率

20％（販売価格 10,000円で利用額面 12,000円分）の食事券が 75万冊追加販売された。追

加販売額面総額は、90億円、利用期間は 2021 年 7 月 21 日（水）〜2022 年 1 月 31 日（木）

となった。いずれの期間も、COVID−19 の感染拡大による緊急事態措置や蔓延防止措置期

間が設けられ、利用開始時期、利用期限も先送りや延長される結果となった。当初発行事業

に加え、追加発行の販売代金と国の給付額を合わせると、岡山県における総予算額は 190億
円の需要喚起策となったと報告されている注１）。 
 
３−２. 研究方法と仮説モデル 
 
３−２−１. 研究の目的 

Go To Eat事業を含めた外食需要喚起政策の効果について、事業者主体の調査では、外食

サービスの経営状況における研究として、平田(2023)が、事業者が利用した支援政策につい

て調査データを示し、最も利用された政策は「給付金」であり、外食需要喚起政策の利用は

１割にも満たないことが報告されている。また越村ら(2021)は、大阪府において独自に実施

された需要喚起策「少人数利用・飲食店応援キャンペーン事業」の実施状況について、「需

要喚起策の恩恵に預かることは難しかった」と報告している。 
これらの外食需要喚起政策の効果検証に関する報告はいずれも、事業者主体の調査であ

り、一般利用者はどう感じていたのだろうか。「レジャー白書 2021」によると、「Go To イ

ートキャンペーンがあったからこそ外食行動した」のは 30.2%、「キャンペーンなしでも外

食行動は行なったが、後押しになった」とする回答は 47.1%とされ、一般利用者の視点から

は、一定の効果は出ている結果が示されているものの、一般利用者主体の政策効果の検証研

究はこれまで行われてはいない。 
また、COVID-19 の感染拡大における外食産業支援策について海外の研究では、英国に

おける外食奨励政府補助政策である Eat-Out-to-Help-Out キャンペーンが、感染拡大を加

速させたとする報告があり、政策の利用が多かった地域では新規感染者も顕著に増加して

いることが明らかにされている(Thiemo 2021)。レストランでの食事がリスクであるとされ

ていた時期にも関わらず実施された需要喚起政策に対して、利用者は感染リスクをどのよ

うに認識し、飲食店の需要喚起政策を利用していたのだろうか。Go To Eat事業の政策効果

を検証するには、利用者の飲食行動に対する知覚リスクの影響を説明変数に検討する必要

があると考えられる。 
以上を踏まえ本研究では、岡山県における公民連携型の需要喚起政策である Go To Eat



47 
 

事業に対して、利用者の消費行動の変化に焦点を当て、地域における需要喚起政策の効果に

ついて検討する。Go To Eat事業における食事券は、プレミアム率が上乗せされたもので、

経済的な付加価値が付くものの、前払いの負荷と利用期間という制限が通常の現金とは異

なる。COVID-19 の感染拡大により著しく需要が落ちこんだ外食産業に対し、利用者は本

事業をどのように利用したのか。消費者行動を捉える観測変数（アンケート調査項目で確認

できる変数）が説明する各因子変数間の因果関係を、時間的な経過に律した縦断調査データ

を分析することで、施策の効果を消費者行動のフローに準じて検証する仮説モデルをもっ

て、本事業の政策効果の検証を試みる。同時に知覚リスクを「介入効果」として消費行動に

どのような影響を与えるのかを明らかにし、消費者行動を説明する因子変数間の因果関係

を説明することで、地域における公民連携型要喚起政策の利用者を主体とした効果検証モ

デルの検討を試みる。 
 
３−２−２. 利用者主体の需要喚起政策の効果検証研究 
公民連携型需要喚起政策の効果検証としては、2014 年度の緊急経済対策による地方交付

金活用方法として採用された「プレミアム商品券」政策において後藤(2015)が、低収入世帯

ほどプレミアム商品券を購入していないこと、高収入世帯ほど希望するプレミアム率が低

いこと、さらに非購入者は期待したプレミアム率よりも低かったために購入しなかったこ

とを明らかにしている。 
石原(2015)は、「プレミアム商品券」政策において、消費者効果を検証するために、商品

券の利用品目を経済効果額として調査し、日用品などの最寄り品よりも、比較的高額な買回

品を扱う小売業や飲食業に効果があったことを明らかにしている。特に飲食業においては

新規客の集客効果があり、日頃は訪れない消費者を取り込むプロモーション効果が得られ

たことを報告している。 
また、赤松ら(2017)は、山口県下松市における「プレミアム商品券」政策において、利用

者にアンケート調査を行い、サービス業、農林水産業に新規消費喚起が多かったことを明ら

かにしている。同市の場合、地域資本の事業者など地域活性化につながる配慮をしていなか

ったため、全国チェーンの大型店での利用が可能であることが利用者にとって使い勝手が

良く、効果を上げた点を報告している。 
2019 年度に再び実施された「プレミアム商品券」政策においては山下(2020)が、利用者

モニター調査を行い、節約消費、飲食店応援意識、需要喚起の三つの視点から利用者購買行

動を分析し、地域活性化を意識した利用行動があったことを説明している。 
「プレミアム商品券」の政策効果に関わる先行研究においては、収入による購入率の違い、

買回品の購入や、普段利用しないお店などを利用するプレミアム利用、地域活性化を意識し

た利用などがあったことが明らかにされているが、「プレミアム商品券」政策は、消費税増

税に伴う需要喚起策であり、COVID-19 の感染拡大における売上げ減少に対する需要喚起

政策とは政策前提が異なる。また、飲食店も含め、飲食店以外の幅広い商品やサービスで利
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用できる点においても Go To Eat事業とは異なっている。況してや Go To Eat事業におい

ては、一般利用者主体の政策効果の検証研究はこれまで行われてはいない。 
 

３−２−３. 知覚リスクが消費者行動に与える影響 

COVID-19 の感染拡大下における消費行動には、感染という予測の不確実性が知覚リス

クと考えられる。知覚リスクは、製品やサービスの利用または非利用により生じる否定的な

結果を招くかもしれないという考え方で、金銭的リスク、機能的リスク、身体的リスク、社

会的リスク、心理的リスクの五つがあるとされる(Solomon 2006)。 
知覚リスクは、結果の重要性と不確実性を伴う消費行動において高いとされている

(Bettman 1972)。山本(2003)は、結果の重要性が高く、不確実性を伴う消費は、知覚リスク

も高く、行動が抑制されやすいとし、旅行行動における知覚リスクを、金銭的リスクと品質

の不確実性から明らかにしている。Go To Eat事業においては、感染という身体的リスクと、

前払いで購入するため初期投資額の大きさと、限られた期間内で使い切れるかという金銭

的リスクが想定される。 
知覚リスクの影響について、消費者行動をもって説明する研究では、計画的行動理論を拡

張した研究にみられる。計画的行動理論は、ある行動に対して好意的な態度を持ったとして

も、必ずしもその行動を行うわけではないという、対象への「態度」と「行動」の乖離を説

明する消費者行動モデルである（Aizen 1991）。 
計画的行動理論は、「行動」の前提として、その行動を起こそうとする「行動意図」があ

り、「行動意図」に影響を与える要因として、当該行動への「態度」、自分にとって重要な他

者からの期待感と、その期待感に答えようとする動機の強さである「主観的規範」、自分が

その行動を起こすことができるかどうかという「知覚行動制御」の三つの心理変数があると

される。この三つの心理変数と、「行動意図」、実際の「行動」の因果関係から消費者行動を

予測するモデルである（図１）。 
計画的行動理論では、ある行動に対する「態度」「主観的規範」「知覚行動制御」が高いほ

ど、その行動を起こそうとする「行動意図」が高まり、実際の「行動」を起こす可能性も高

まるとされる(Ajzen1985)。國田(2020)は、「態度」から「行動」に至るまでに四つの障壁が

あるとして、行動に対する知覚リスクが、「行動意図」と「行動」の因果関係に影響を与え

るモデルを提唱している。 
COVID−19 の影響を知覚リスクとして「行動意図」を調査した実証研究は、例えば国枝

(2021)が、旅行の意思決定において計画的行動理論を援用し、感染に関わる知覚リスクが、

旅行者の消費行動に影響を与えることを明らかにしている。中村(2021)は、COVID−19 の

影響後の海外旅行について、計画的行動理論の「行動意図」を説明する三つの心理変数に、

知覚リスクを加えた四要因のモデルに対しクラスター分析を行い、海外旅行に対する低リ

スク知覚者ほど旅行行動意図に積極性が見られることを明らかにしている。同様に田口

(2023)も、感染に対する知覚リスクが低いほど、海外への旅行意図が高いことを明らかにし
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ている。いずれの研究においても、旅行行動においては知覚リスクが「行動意図」に負の影

響を与えることが明らかにされている。國田(2020)は、Bettman(1972)や山本(2003)の研究

から、旅行や外食行動は結果の重要性が高く、不確実性を伴う消費として知覚リスクが高

く、行動が抑制されやすいとしている。しかしながら、旅行行動においては知覚リスクを因

子変数に「行動意図」を実証した研究はあるものの、外食における「行動意図」と「行動」

への影響を確認した実証研究は未だ見受けられない。 
 
３−２−４.「行動意図」と「行動」との因果関係 
計画的行動理論を援用し、消費者行動モデルを援用したリスク要因の影響について、国内

の先行研究においては、横断調査データにより「行動意図」までを推計し議論した研究はみ

られる。国枝(2021)は、計画的行動理論の目的変数に「行動意図」に加え「リスク回避行動」

を置き、旅行におけるリスク要因を含めた消費者行動モデルを示したが、実際の「行動」ま

でを実測し、「行動意図」と「行動」の因果関係を実証しているものではない。また、中村

(2021)は、旅行行動に対するリスクの知覚度合いによって旅行の「行動意図」に違いがある

ことを示しているが、実際の「行動」までを実測し分析はしていない。田口(2023)も大学生

の旅行意図と動機、感染リスクの影響について報告しているが、「行動意図」の推計に留ま

っている横断調査データによる研究である。 
一方、海外における研究では、Ryan et al.(2003)が、計画的行動理論を拡張したモデルを

用い、学生と癌患者の２カテゴリーにおいて同一対象者に追跡調査を行い、将来の予測であ

る「行動意図」と実際の「行動」について縦断調査データを把握し、「行動意図」と「行動」

の因果関係の有意性を示した。Christopher (1992)は、身体活動における実際の「行動」を、

同一対象者に対して 12 週間にわたり観測し、「行動意図」を説明する心理変数である「知

覚行動制御」と実際の「行動」の因果関係を説明している。 
旅行消費行動における国内の研究では、計画的行動理論を援用し、「行動意図」を推計し

議論した研究があるものの、「行動意図」の先の実際の「行動」結果までを縦断調査データ

で観測し、「行動意図」と「行動」の因果関係の分析を行なった研究は見受けられない。同

様に、外食行動においても、計画的行動理論を援用した消費者行動の実証研究は見受けられ

ない。コロナ禍における「行動変容」を予測あるいは統制する手段として、計画的行動理論

は有用である(岸 2021)。計画的行動理論を援用し、COVID−19 の感染拡大時における外食

行動の需要喚起政策の効果を検証できる可能性はあると考えられる。 
 
３−２−５. 仮説モデルの検討 
本研究では、既存研究でみられる「行動意図」の予測だけにとどまらず、実際の「行動」

までを実測し、食事券の「購入意図」と「購入行動」の因果関係を明らかにする。さらに実

際に購入された食事券が、どのような目的で利用されたのかを把握するために、地域の飲食

店を意識した「地域意識利用」、食事券があったからこそ外食を行なったとする「プレミア
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ム利用」、地域の飲食店は特に意識しない「地域非意識利用」の三項目を、「利用行動」につ

いての目的変数として検証する。COVID-19 の感染拡大下での外食需要喚起政策である Go 
To Eat事業において、食事券の購入意向である「行動意図」、食事券を実際に購入する「行

動」、購入した食事券をどのように活用したかという「利用行動」の３時点の時間的な経過

に律したフローにおける消費者行動を明らかにすることで、本事業の政策実施効果の検証

を試みる。 
また、COVID-19 の感染症拡大時における「知覚リスク」は、旅行者の行動に負の影響を

与えていることが、消費者行動モデルを援用した先行研究で明らかになっている。この点か

ら Go To Eat事業の政策効果も、COVID-19 の感染に対する「知覚リスク」を「介入効果」

に加えた消費行動モデルにより外部要因の影響を説明できる可能性が検討される。 
仮説モデルは、計画的行動理論を援用し、「行動意図」を説明する外部変数に「知覚リス

ク」を加え、食事券の「購入意図」と、食事券の購入である「行動」、さらに購入した食事

券をどのように使ったかとする「利用行動」、合計３時点の消費者行動のフローに、「知覚リ

スク」がどのような影響を与えているかを明らかにし、パンデミック下でのリスクに鑑みた

政策効果を検証する仮説モデルを設定する。 
 
３−２−６. 調査方法と調査項目の定義 
本論文のテーマである因果関係に律した調査を行うために、「追加発行券」の発売前（事

前「行動意図」の把握）と、発売後（「行動」の把握）の二時点で、同一対象者に対してア

ンケート調査を実施し縦断データを収集し、計画的行動理論を援用した仮説モデルについ

て、共分散構造分析による分析を行なった。また、仮説モデルが支持される属性を探索的に

発見するために、多母集団同時分析を実施した。具体的には、岡山県の一般生活者を対象と

したインターネットによるアンケート調査（協同組合岡山情報文化研究所所有のインター

ネットリサーチパネルシステム Vinsight）により、実査の一回目を追加券発売前の 2021 年

７月４日（月）〜20 日（火）、二回目を食事券事業終了後の 2022 年２月８日（火）〜28 日

（月）まで、計二時点において実施した。一回目は Go To Eat 事業の追加発行券発売前時

点の「食事券購入意図」と、「購入意図」に影響を与える「行為への態度」、「主観的規範」、

「知覚行動制御」と、「知覚リスク」が説明する観測変数をアンケート質問項目として問う

た。二回目は食事券発売後の実際の食事券の「購入行動」および「利用行動」について、「地

域意識利用」「プレミアム利用」「地域非意識利用」が説明する観測変数についてアンケート

質問項目として問うた。購入前の「行動意図」と実際の「行動」である購入と利用について、

同一対象者に二時点で実査した縦断データをもって、食事券の購入意向という「行動意図」、

食事券を実際に購入する「行動」、さらに購入した食事券をどのように活用したかという「利

用行動」の三段階における時間的な経過に律した消費者行動を明らかにすることで、本事業

の政策効果の検証を試みる。 
インターネットリサーチパネルの登録者で岡山県在住 1,850 名に対し、二回の調査を行
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なった。一回目の有効回答 523名、二回目の有効回答 525名のうち、二時点とも同一対象

者による有効回答 466 サンプルサイズを分析対象とした。性別構成比は、男性が 34.1％、

女性が 65.9％であった。アンケート設問である観測変数に対して、「とてもあてはまる」を

7、「まったくあてはまらない」を 1 とする七件法による回答を得た。仮説モデルの因子変

数間の因果関係を明らかにするために、共分散構造分析を実施し、さらに多母集団同時分析

により、属性セグメントごとに仮説モデルの適合と仮説の有意性を検証した。確認的因子分

析、共分散構造分析には、IBM SPSS Statistics Version 28.0、IBM SPSS Version Amos 
Version 27.0 を使用した。 
 
３−２−７. 実証する仮説モデル 
仮説モデルを検証するために、一般利用者へのアンケート調査における設問（観測変数）

と、計画的行動理論に基づいた因子変数（潜在変数）との関係を、仮説モデルにおける説明

変数（表 11）と目的変数（表 12）に分けて示した。仮説モデルの四つの因子変数（潜在変

数）について、まず、「行為への態度」が説明する三つの観測変数は Shimp et al.(1984)、
Shirley et al. (1995)による研究から援用した。「主観的規範」が説明する三つの観測変数は、

Shimp et al.(1984)、「知覚行動制御」が説明する二つの観測変数は、Vermeir et al.(2007)
の研究を参考に設定した。COVID−19 の感染拡大状況下において、食事券を利用した外食

行動における「知覚リスク」が説明する観測変数は、Solomon (2006)、Solomon(2015)によ

る「金銭的リスク」「機能的リスク」「身体的リスク」「社会的リスク」「心理的リスク」の五

種類のリスクを設定した。 
 次に仮説モデルの目的変数となる五つの因子変数（潜在変数）について、「食事券購入意

図」を説明する観測変数は、Dickinger et al.(2008)の研究を参考に設定した。実際の購入行

為である「食事券購入行動」に加え、地域の飲食店を意識して利用した「地域意識利用」、

プレミアム食事券があったからこそ外食頻度が増え、普段は行かない飲食店に行くなどの

経済的な付加価値を目的とした「プレミアム利用」、地域の飲食店を特に意識しないで利用

した「地域非意識利用」の三つの因子変数（潜在変数）を「利用行動」として設定した。こ

れらの目的変数となる因子変数（潜在変数）が説明する観測変数は、先行研究として「プレ

ミアム付商品券」事業の効果を分析した後藤(2015)、山下(2020)の先行研究を参考に設定し

た。 
さらに、設定した因子変数（潜在変数）について、Kaiser の正規化を伴うプロマックス

回転法による確認的因子分析を行い、潜在変数と観測変数の関係を確認した。 
「食事券購入意図」のみ α係数が 0.761だったが、そのほかはすべて 0.80以上あり、仮

説モデルの因子に問題はないと判断した（表 11、表 12）。 
仮説モデルとして、因子変数（潜在変数）間の因果関係、H1から H12までを図５に示し

た。一回目の実査は、食事券発売前の「食事券購入意図」と、「食事券購入意図」に影響を

与える「行為への態度」「主観的規範」「知覚行動制御」、および「知覚リスク」が説明する
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観測変数について問うた。二回目の実査は、食事券発売後の実際の「行動」である食事券の

「食事券購入行動」および「利用行動」について、「地域意識利用」「プレミアム利用」「地

域非意識利用」が説明する観測変数について問うた。 
購入した食事券の利用について、地域での飲食店の需要喚起を意識した行動（H5）、お得

なプレミアム性を意識した行動(H6)、地域利用を特に意識しない行動(H7)の三つの行動に

対して、どの程度正の影響があるかを確認することで、本政策の地域における需要喚起の効

果を検討する。また、COVID-19 の感染拡大下における外食行為に対する「知覚リスク」

は、「食事券購入意図」「食事券購入行動」と、三種類の「利用行動」変数に対して、負の影

響があると仮説を設定した（H8〜H12）。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

1 2
!"#$%&'!()*+,-./& 5.09 0.904 0.008
!"#$%&'!()0123!45678&,
-$9:;&

5.47 0.865 0.095

!"#$%&'!()<=.>+?@./& 5.23 0.854 0.01
ABCDEF()!"#$%&'!()*+,-
G-HIJKLM&

5.12 0.96 -0.005

ABCDEF()!"#$%&'!()<=G-
HIJKLM&

5.26 0.959 0.022

ABCDEF()!"#$%&'!()0123
!467$:&-HIJKLM&

5.22 0.953 0.031

,2%N:!"#5OP8&'!2QR(/& 4.82 0.813 -0.088
,2%N:!"#2STUOP()V$WJ+X
2.(:+

5.12 0.735 -0.048

Y+ZM:[\]^C_`F5)ab8&,-;
/&[XJM:+

4.52 -0.047 0.919

Y+cM:[\]^$)de.c:+,-$fg
h5ij&

4.79 -0.082 0.876

!"#5OPJ'!8&,-5_`kM&[XJ
M:+

4.31 -0.004 0.659

!"#5OPJ'!J]l$)im8&[XJM
:+

4.82 0.014 0.655

OPJ]+4.Yn:[\]o)OP.c:L,
-X/&[XJM:+

5.14 0.2 0.503

pqrst: uvt wxt: Kaiser 2yz{5|N}~��hgt

���� ���� �� α

��fgh 0.855

pq���

���z� 0.936

���2�� 0.976

������ 0.817
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出所：筆者作成 

図 5．購入意図、購入行動、利用行動の３フローを検証する仮説モデル 
（符号は正負の影響を示し、破線は負の影響を示す） 
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表 12．仮説モデルの目的変数（潜在変数と観測変数） 
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３−３. 結果および考察 
 
３−３−１. 分析結果 仮説モデルの検証と修正モデル 
仮説モデル（図５）に対して、共分散構造分析を行なった結果を表 13 に示す。「行為への

態度」が、「食事券購入意図」に正の影響を与える仮説 H1、および「知覚リスク」が、食事

券の「利用意図」に負の影響を与える仮説 H8、さらに、「知覚リスク」が、食事券の利用に

関わる３変数へ負の影響を与える仮説 H10、H11、H12 は、p 値５％水準で統計的に有意

性が認められなかった。 
仮説 H1、H8、H10、H11、H12 を削除し、再度、共分散構造分析を行なった結果を修正

モデルとして図６に示す。モデルの適合指数は、GFI が 0.730、AGFI が 0.692、CFI が
0.899、RMSEAが 0.032 であった。CFI、RMSEA の指数から本モデルの適合は許容範囲

であると判断した注２）。 
修正モデルにより明らかになったことは、「食事券購入意図」に正の影響を与えるのは、

実際に利用する外食などの機会がある、経済的にも食事券の購入や利用を可能とする「知覚

行動制御」であることが確認された。ある程度外食の機会があることや、先払いとなる購入

に対しての金銭的な負担が低く、食事券を購入できる能力があることが「食事券購入意図」

を高めていることがうかがわれる。友人や家族など周辺の重要な他者からの理解や、影響を

受けるとされる「主観的規範」は、「食事券購入意図」に対して、仮説とは逆の負の影響を、

「知覚リスク」は仮説通り「食事券購入」に負の影響を与えていることが有意に確認された。

友人や家族などの周りの意見や、感染や食事券の利用に関わる知覚リスクが「介入効果」と

して、実際の購入時に負の影響を与えていることが確認された。また、食事券の「利用行動」

については、「食事券購入」から「地域意識利用」への正の影響が「地域非意識利用」に比

べて強く出ており、岡山県内の多くの飲食店で利用できるものの、全国資本のチェーン飲食

店などよりも、むしろ地元の飲食店を意識して利用したことが有意に確認された。このこと

は、地域の飲食店の需要喚起を目的注１）とした Go To Eat事業に一定の効果があったことが

示唆される結果となった。 
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図 6．共分散構造分析による効果検証の修正モデル 
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表 13．仮説モデルの検証結果（標準化係数） 
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３−３−２. モデルが支持される個人差要因の探索的検討 
効果検証の修正モデル（図６）は、属性（個人差要因）により因子変数間の因果関係の

強さに違いがあるのではないか。すなわち、利用者の属性によって Go To Eat事業の「食

事券購入意図」や「食事券購入行動」「利用行動」に違いがあり、政策効果があった属性

と無かった属性があるのではないか。属性による政策効果の違いを明らかにするために、

修正モデルに対して探索的な多母集団同時分析を行なった結果を表 14 に示す。今回分析

に使用した属性は、性別、世帯年収、消費先進度注３）の三点になる。具体的に確認された

点を以下に整理する。 
まず、仮説 H2「主観的規範」から「食事券購入意図」は、所得において「世帯年 800
万円以上」「世帯年収 400万円未満」の層で負の影響の強さが確認された。消費先進度が

低いほど、負の影響が強く、高所得層と低所得層、消費に対して保守的な層において、周

辺の意見に負の影響を受けやすい傾向がうかがわれた。 
仮説 H3「知覚行動制御」から「食事券購入意図」は、所得において「世帯年収 800万円
以上」「世帯年収 400万円未満」の順に正の影響が強く確認された。また、消費先進性が高

い層で影響が弱く、低い層に強い影響がみられた。 
仮説 H4「食事券購入意図」から実際の「食事券購入行動」も、所得では、「世帯年収 800
万円以上」「世帯年収 400万円未満」の順に強さが見られた。また、消費先進度が低いほど、

正の関係が強いことが確認された。 
購入した食事券の利用について、地域を意識して利用した仮説 H5「食事券購入」から「地

域意識利用」は、「世帯年収 800万円以上」に強さがみられた。 
食事券の割引、プレミアム性に利用の意識が強いとする仮説 H6「食事券購入」から「プ

レミアム利用」は、「世帯年収 400万円未満」で強く、また、消費先進度が低いほど、強く

なる傾向が確認された。   
地域の飲食店を特に意識しないで利用した仮説 H7「地域非意識利用」は、世帯年収が低

いほど強くなる傾向がみられた。 
「知覚リスク」が「食事券購入」行動に負の影響を与える仮説 H9 は、「世帯年収 800万
円以上」「世帯年収 400万円未満」の順に負の影響の強さが確認された。消費先進度は最も

低い層で負の影響が強くみられた。 
以上の結果から、所得や消費に対する意識によって政策の効果が異なる可能性があるこ

とが確認された。Go To Eat事業は、感染のリスクのなかで外食することに対して周辺の評

判を気にしつつも、高所得層と低所得層、消費に関する先進性が低いセグメントに効果が高

く、特に低所得者層は金銭的なメリットであるプレミアム性に惹かれ、地域の飲食店に限ら

ずメリットを享受できる飲食店で利用していること、また高所得者層は、地域の飲食店を意

識して利用していることもうかがわれ、政策の効果は、所得や消費に対する意識によって異

なる可能があることが示唆された。 
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３−３−３. 考察 
本研究では、Go To Eat事業の政策効果について、消費者行動モデルから効果の検証を試

みた。具体的には、食事券の「購入意図」「購入行動」、購入後の「利用行動」を目的変数と

して、計画的行動理論を援用した効果検証の仮説モデルを構築し、同一対象者に対して発売

前の意向と発売後の購入、食事券購入後の利用を確認できる二時点で観測した縦断調査デ

ータを用い、因子変数（潜在変数）間の因果関係について共分散構造分析を用いて政策の効

果検証を試みた。その結果、本事業に対して利用者の「食事券購入意図」「食事券購入行動」

「利用行動」の因果関係を、時間的な経過に律して施策の効果を検討する効果検証モデルを

示した。また、COVID-19 の感染に対する「知覚リスク」は、旅行における先行研究と同様

に、Go To Eat事業の食事券の「購入行動」について負の影響を与えていた。また、周囲の

意見や評判を意識する「主観的規範」は、仮説と異なり「購入意図」に負の影響を与えてい

ることが確認された。 
本研究のまとめとして、理論的、実務的インプリケーションを以下に整理する。まず、理

論的インプリケーションとして、第一に消費者行動モデルである計画的行動理論に、観測変

数（アンケート調査項目で確認できる変数）が説明する各因子変数（潜在変数）間の因果関

係を、時間的な経過に律した縦断調査データを用いることで、施策の効果を消費者行動のフ

ローに準じて検討可能な効果検証モデルを示した。特に二時点の実査により収集した縦断

調査データをもって分析を行うことで、Go To Eat事業の食事券の「食事券購入意図」「食

事券購入行動」や購入後のその先の「利用行動」について、「行動意図」の推計に留まらず、

実際の「行動」データをもって因果関係を説明できたことは、政策効果を検討するアプロー

チとしての可能性を示したと考える。 
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表 14．多母集団同時分析（性別・世帯年収・消費先進度） 



58 
 

第二に、「行動意図」や「行動」に影響を与える「介入効果」が明らかになった。COVID−19
の感染や、食事券の使い切りなどの利用に関わる「知覚リスク」は、「食事券購入行動」時

に負の影響を有意に与えていた。また、友人や家族などの周辺からの影響は、「食事券購入

意図」へ負の影響を与えており、仮説とは異なる影響が明らかになった。自分の周りの声に

影響を受けるとする「主観的規範」は、「食事券行動意図」に、「知覚リスク」は「食事券購

入行動」に負の影響を与えることを明らかにした。 
第三に、食事券の「利用行動」においては、「地域意識利用」に強く影響がみられ、地域

の飲食店を意識して食事券が利用されたことが確認された。「地域意識利用」が、「プレミア

ム利用」「地域非意識利用」に比べて最も「購入行動」との関係が強くみられ、地域の飲食

需要喚起という事業目的において、本政策の効果が示唆される結果が得られた。 
第四に、「世帯年収 800万円以上」と「世帯年収 400万円未満」という所得における二極

層において、食事券の「購入意図」から「購入行動」への因果関係が強くみられた。このこ

とは、Go To Eat事業が、高所得層と低所得層に他の層と比較して効果があったと解釈でき

る。また、この所得の二極層においては、「知覚行動制御」から「購入意図」へ正の影響、

「主観的規範」から「購入意図」へ、「知覚リスク」から「購入行動」へ与える負の影響が

高いことも明らかになり、政策効果の高い属性や特徴を本モデルで確認できることを示し

た。 
実務的インプリケーションは、まず、COVID−19 の感染拡大下における需要喚起策に与

える負の要因が明らかになった。まず、「知覚リスク」が食事券の「購入行動」に負の影響

を及ぼしていることは、政策効果を高めるためにも、実施する時期や利用する飲食店におけ

る十分な感染対策が必要であると言える。次に、友人や家族などの周辺からの影響が、食事

券の「購入意図」に負の影響を与えている点においては、感染リスク対策と同時に、事業意

図の正確な情報発信による理解の拡大と、利用することが地域の経済循環と活性化につな

がるという社会規範を醸成して行くことが必要だと考えられる。 
このように本効果検証モデルは、EBPMや KPI の設定と検証、社会的インパクト評価の

検証が求められる地方公共団体の政策や、一般企業のプロモーションの効果を検証するモ

デルとしての可能性があることが示された。 
 
３−４. まとめ 
本研究は岡山県における Go To Eat 事業の政策効果について、消費者行動モデルの因子

変数間の因果関係から政策効果の検討を試みた。Go To Eat事業に対して、消費者行動にお

ける行動変化を踏まえ、政策効果を検証するモデルの可能性を示唆できた点は、より確度の

高い政策・制度設計のあり方を検討するためにも有効なアプローチであると考える。 
一方で本研究には、いくつかの限界を有している。まず、Go To Eat事業の初期段階に食

事券と併せて実施された「オンライン飲食予約の利用によるポイント付与」事業については

分析を行っておらず、双方の相乗効果については検証されていない。また、Go To Eat事業
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は、全国で異なった期間や要件で実施されており、COVID-19 に対する知覚リスクも異な

る。岡山県における実施政策の分析に代表性があるとは言い切れない。 
また、属性による違いも確認されたが、属性により異なる理由を明確にすることまでは踏

み込めていない。例えば、高所得層と低所得層の二極層で、政策効果とモデルの成立の高さ

が確認された。また、消費先進度が低い層、すなわち消費に関して保守的な層ほど、「行動

意図」から実際の「行動」である購入が最も強いことが確認された。これらの点は、プレミ

アム付需要喚起政策における利用者の特徴の一端を示していると考えられる。今後どのよ

うな政策がより有効で望ましいかを検討していく研究課題としたい。Go To Eat事業に対す

る政策評価も追って農水省から公開される可能性も期待される。本調査と整合できる点を

検証し、消費者行動モデルによる政策効果の確度を高めていきたい。 
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３．第３章の注 
１) 農林水産省「Go To Eatキャンペーン事業」について 

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/gaisyoku/hoseigoto.html (2024 年 12 月 23 日現在) 
２) 共分散構造分析の適合度指数においては、第 2章と同様に以下の研究に律している。久

保(2022)の研究によると、適合度指数の検証対象とした 9論文中 8論文がCFI、RMSEA
を適合度指数に使用している。また、吉田他(2020)によるシンポジウムにおいて荘島

(2020)は、「適合指数は CFI、RMSEA の二強時代」とした。本分析においても CFI、
RMSEA を適合指数とした。適合基準としては Hu & Bentler(1998,1999)が、CFI は

0.095 以上、RMSEA は 0.06 以下を推奨しているが、久保(2022)の研究において検証

対象となった９編の論文では、CFI は 0.668 から 1.00、RMSEA は 0.000 から 0.095
が報告されている。また、Kenny & McCoach(2003)は、モデルの確度が高くとも変数

が多くなると CFI は悪化するが、RESEA はよくなる傾向があるという結果を示して

いる。CFI は水準を下回るが RESEA の値に注目し本モデルの適合は許容範囲である

と判断した。これらの知見から、本モデルの適合は許容範囲であると判断した。 
３)「消費先進度」とは、「新商品の購入や新サービスの導入に対する消費者の価値観であり 

購入や導入の積極性を表す」(河塚 2019)。「人よりも先に新しい商品やサービスを利用 
した、新しいお店に行ったりするほうである」「少し様子をみてから新しい商品やサー 
ビスを利用したり、新しいお店に行ったりする方である」「一般に普及してから、新し 
い商品やサービスを利用したり、新しいお店に行ったりする方である」「新しい商品や 
サービス、お店には関心がないほうである」の４段階の尺度で、消費者の新サービス 
に対する価値観や積極性を確認する指標である。 
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第４章 防災情報が防災行動に与える効果と防災行動形成の検証モデルの検

討 
 
４−１. 緒言   
政策効果の検証モデルは、防災行動を促す政策立案にも有効に活用できるのではないか。

災害による被害を最小限に抑えるための取り組みや、事前対策を行う防災行動と、防災行動

を促す施策の展開は、官民を問わず重要なテーマであり、様々な情報発信や啓発事業が常に

行われている。本章では、防災情報が防災行動に与える効果と、防災行動形成の検証モデル

の提案を試み、防災行動に関わる政策立案について、消費者行動の視点からの知見の提供を

目指す。 
日本列島は、その地理的・気候的特性から、多様な自然災害に晒されやすい地域である。

地震、津波、台風、豪雨、そしてそれに伴う土砂災害など、自然の脅威は絶え間なくこの国

の人々の生活に影響を及ぼし、災害リスクは年々高まっている。文部科学省地震調査研究推

進本部の長期評価によると、マグニチュード 8～9 クラスの地震が今後 30 年以内に発生す

る確率は 70～80%とされている注１）。 
本章では、こうした自然災害が頻繁に発生する日本の環境において、一般生活者の防災意

識や行動がどのように形成されているのか。また、防災意識や行動を促進させる「情報要因」

の影響について分析を行なう。自然災害が少なく「晴れの国」といわれる岡山県注２）におい

ても、2018 年 7 月に起きた西日本豪雨災害では甚大な被害を受けた。本章における研究は、

岡山地域の一般生活者に絞り、地域と家庭における防災行動モデルを明らかにする。特に地

域防災と家庭防災における行動意図の形成に関わる「情報要因」の影響と、行動意図と実際

の行動の因果関係を明らかにすることで、地域における防災情報を「介入効果」とした防災

行動モデルを明らかにし、地域防災の政策立案に有益な知見を提供することを目指す。 
防災に関わる行動意図と実際の対応行動に至る意思決定を説明するための行動理論フレ

ームとして、Ajzen(1985)による計画的行動理論（図１）があげられる。計画的行動理論は、

「行動」の前提として、その行動を起こそうとする「行動意図」があり、「行動意図」に影

響を与える要因として、当該行動への「態度」、自分にとって重要な他者からの期待感と、

その期待感に答えようとする動機の強さである「主観的規範」、自分がその行動を起こすこ

とができるかどうかという「知覚行動制御」の三つの心理変数がある(Ajzen1985)。これら

三つの心理変数と「行動意図」と実際の「行動」の因果関係から消費者行動を予測するモデ

ルである（図１）。計画的行動理論を援用した防災研究には、家庭と地域の防災行動モデル

を研究した元吉ら(2008)や、災害時における防護意思決定モデルを実証した藤本ら(2019)、
津波の避難行動に適用した関谷ら(2016)などがある。 
元吉ら(2008)は、計画的行動理論を援用し、人々の防災行動には、家庭において実施され

るものと地域の防災訓練への参加などのように地域において実施されるものがあるとし、

防災行動を家庭防災と地域防災に区別して防災行動モデルを示した（図 7）。元吉ら(2008)
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による防災行動モデルでは、家庭と地域の「防災行動意図」は、防災に対する「コスト認識」

や「ベネフィット認識」、さらに影響を与える他者からの期待感である「主観的規範」など

の心理的要因によって規定されるとしているものである。 
 また、防災行動における「介入効果」としての、メディアの影響に関しては、大友ら(2011)
が、マス・メディア、ローカル・メディアとの接触が多くなるほど地震防災行動へ直接的な

効果が生じること、さらに身近な人からの働きかけであるパーソナル・メディアは、防災意

識への促進的な影響があることを、二つの異なる地域の大学の学生への調査結果で明らか

にしている。また、川本(2015)は、若年層の地域地震防災行動の形成には、ローカル・メデ

ィア、パーソナル・メディアの影響があることを明らかにしている。 
 

 
出所:元吉ら(2008) 。 

図 7．家庭と地域の防災行動モデル (元吉ら 2008) 
 
 
４−２. 研究方法と仮説モデル 
 
４−２−１. 研究の目的 
元吉ら(2008)により提唱された「家庭と地域の防災モデル」（図７）は、地域防災と家庭

防災の異なる二つの規定要因から防災行動を明らかにするプローチとして評価されるモデ

ルであり、その有用性については、元吉(2014)により実証されている。しかしながら本モデ

ルの有用性は「行動意図」の予測にとどまっており、実際の「防災行動」との因果関係まで

は明らかにされていない。計画的行動理論を援用した国内の防災研究は、「行動意図」の推

計にとどまり、実際の「行動」までの実査データから、その因果関係を説明した研究は見受

けられない。計画的行動理論を援用した海外の防災に関わる先行研究においては、縦断調査

データを用い「行動意図」と「行動」との因果関係を明らかにした研究が見受けられる（例
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えば Ryan et al. (2003)、Christopher (1992)）。 
本研究では、従来の先行研究で明らかにされている「防災行動意図」の推計にとどまらず、

実際の「防災行動」までの因果関係を確認することで、家庭と地域における防災行動モデル

の確度を高める。さらに先行研究でも示されているように、外部からの情報であるマス・メ

ディア、ローカル・メディア、SNS や家族からのアドバイスなどのパーソナル・メディア

が、「防災行動意図」「防災行動」に「介入効果」としてどのような促進的影響を与えている

かを明らかにすることで、防災に関わる情報提供政策の効果検証に資する防災行動検証モ

デルを検討する。 
本研究では、元吉(2014)が有用性を実証している「家庭と地域の防災行動モデル」につい

て、防災に関わる外部からの情報を「介入効果」として説明変数に加え、「防災行動意図」

と「防災行動」を目的変数とし、「行動意図」と「行動」の因果関係を把握するために、同

一対象者に異なる二時点において実査を行い、収集した縦断調査データをもって分析を行

なう。「情報要因」を「介入効果」に加えた拡張型の防災行動モデルの実証を行い、「防災行

動意図」および「防災行動」の促進に役立つ防災行動モデルの提案を試みる。 
 
４−２−２. 仮説モデル 
 仮説モデルは、元吉ら(2008)による「家庭と地域の防災行動モデル」に依拠し検討した。

元吉ら(2008)のモデルの妥当性については、元吉(2014)が明らかにしているが、「防災行動

意図」から実際の「防災行動」までの因果関係は明らかにされていない。計画的行動理論に

もとづくと、「防災行動意図」が形成されたのちに「防災行動」が行われる。 
Ajzen & Fishbein(2005)は、「行為への態度」「主観的規範」「知覚行動制御」に影響を及

ぼす背景・外部要因として、「情報要因」があるとするモデルを示している（図１）。また、

「行動意図」と「行動」に影響を与える「現実の行動制御」が存在するとしている。 
本研究では、Ajzen & Fishbein(2005)による計画的行動理論を援用し、「行動意図」を説

明する三つの因子変数に影響を与える背景要因としての「情報要因」の影響力を確認する。

さらに、「行動意図」と「行動」に影響を与える「実際の行動制御」を「介入効果」とし、

地域と家庭における「防災行動意図」と、その先の「防災行動」の因果関係を検証するモデ

ルを設定した（図８）。 
元吉ら(2008)の先行研究を援用し、仮説モデルには、「防災行動意図」に影響を与える因

子変数として、防災に対しての「ベネフット認知」「コスト認知」「主観的規範」を設定し 
た。また、「地域防災行動意図」に影響を与える説明変数として、「社会配慮」と「コミュニ

ティ意識」を設定した。さらに地震や水害に対する「リスク認知」と「不安感」が、「防災 
行動意図」「防災行動」にどのような影響を与えているかを確認するために、説明変数とし

て設定した。 
防災に関わる「情報要因」が、どのように「防災行動意図」および「防災行動」に促進的

影響を与えているのかを明らかにするために、防災に関わる「情報要因」を「介入効果」と
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して設定した。さらに、防災意思決定は、「防災行動意図」においては家庭から地域へ、「防

災行動」においても同様に家庭から地域という流れを経ると仮説を設定した。これらの仮説

を実証することで、家庭と地域の防災行動の因果関係を確認し、防災行動プロセスを明らか

にする。 
 

 
出所:筆者作成。 

図 8．本研究で検証する家庭と地域の防災行動仮説モデル 
 

 
４−２−３. 研究方法 
本研究においては、アイブリッジ株式会社が提供するインターネットリサーチパネル

「Freeasy」を用い、岡山県在住の一般生活者に絞り調査を実施し、分析を行なった。本来

であれば防災行動における代表性を満たす地域でデータを取得すべきであるが、防災意識

や防災行動において代表性のある地域を特定することは困難である。本研究では、岡山県と

いう地域に絞り、「防災行動意図」と「防災行動」の因果関係を把握し、「行動意図」と「行

動」に影響を及ぼす介入効果を把握することとした。 
データとして収集する観測変数は、元吉ら(2008)で示された尺度から、因子負荷の高い項

目を選択し設定した。さらに、「防災行動意図」に影響を与える因子変数と、実際の「防災

行動」に影響を与える防災に関わる「情報要因」を新たに説明変数として追加した。目的変

数として「防災行動意図」に加え、その先の実際の「防災行動」を確認する質問を追加した。 
研究目的である「防災行動意図」の高まりが、「防災行動」につながる因果関係を明らか

にするために、同一対象者に対して「防災行動意図」と実際の「防災行動」について、異な

る二時点で２サンプルの実査により縦断調査データを収集し、「防災行動意図」と「防災行

動」の因果関係を明らかにするところに本研究の独自性がある。実査一回目は、2023 年 8



65 
 

月 9 日（水）、「防災行動意図」について 500 サンプルサイズを収集した。実査二回目は、

一回目の回答者 500名に対して、2023 年 10 月 6 日（水）〜10 月 19 日（木）にかけて実

際の「防災行動」について問い、415 サンプルサイズを収集した。二回の実査の間、「防災

の日」（９月１日）があり、防災訓練など地域での防災活動の取り組みや、メディアによる

防災に関わる情報や啓発情報などもみられ、具体的な「防災行動」への取り組みなど、防災

に関わる行動変化が推測されるタイミングであった。 
調査は観測変数をアンケート項目とし、「非常にそう思う」を５、「まったくそう思わない」

を１とする五件法により回答を得た。二回の実査で同一回答者による回答が得られた 415
サンプルサイズ（うち男性 208、女性 207、年代別では 20 代 83、30 代 79、40 代 82、50
代 82、60 代 89）を有効回答とした。アンケート結果をもとに因子分析を行い、仮説モデル

における潜在変数を明らかにした（表 15）。因子分析には IBM SPSS Statistics Version 29.0
を使用した。 
仮説モデルの因子変数となる潜在変数については、災害に対するリスク認知と不安は、

「地震リスク認知」「水害リスク認知」を設定した（表 15–①）。防災に対するコスト（費用

や負荷の意識）とベネフィット認知（行動から得られる便益の認識）は、地域防災と家庭防

災に関わる十項目の観測変数に対して因子分析を行い、地域防災、家庭防災における「コス

ト認知」「ベネフィット認知」を潜在変数として設定した（表 15–②）。防災に対する主観的

規範は、防災に関わる周りの評価や期待に関わる観測変数五項目に対して因子分析を行い、

地域防災と家庭防災における「主観的規範」を潜在変数として設定した（表 15–③）。防災

に対する社会考慮・コミュニティ意識は、六項目の観測変数に対しての因子分析から、「社

会考慮」「コミュニティ意識」の二項目を潜在変数に設定した（表 15–④）。防災行動に関わ

る情報源は、「防災行動意図」段階と「防災行動」段階の二段階に分け、九項目の観測変数

に対して因子分析を行い、「身近情報」と「メディア情報」の二パターンの潜在変数を設定

した。因子分析の結果、「防災行動意図」段階と「防災行動」段階では因子パターンが異な

り、分析する観測変数は異なった。「インターネットでの検索など（防災・災害情報など）」

「テレビのニュースや番組、字幕情報」は、「防災行動意図」段階では、「身近情報」となる

因子パターンとなったが（表 15–⑤）、「防災行動」段階では「メディア情報」に含まれる因

子となった（表 15–⑥）。  
目的変数は、「防災行動意図」は 6項目、実際の「防災行動」は 6項目を観測変数として

因子分析を行い、地域と家庭におけるそれぞれの「防災行動意図」「防災行動」として潜在

変数を設定した（表 16–①②）。 
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表 15．仮説モデルの説明変数 
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表 16．仮説モデルの目的変数 

 
 

 
４−２−４. 検証する仮説モデル 
本研究における仮説モデル（図８）を検証するために、H１から H36 までの仮説を設定

した（表 17）。因子変数間の因果関係を示した仮説モデルは図９になる。地域、家庭におけ

る防災に関わる「コスト認知」は、地域と家庭における「防災行動意図」に負の影響を与え

る仮説 H5、H8 以外はすべて正の影響を与えると仮説を設定した。これらの仮説を検証す

るために、観測変数の因子分析結果から設定した潜在変数を因子変数とし、因子変数間の因

果関係を検証する仮説モデルとして設定した。 
地域と家庭における「防災行動意図」に影響を与える三つの因子変数「ベネフット認知」

「主観的規範」「コスト認知」に対して、「身近情報」「メディア情報」の二種類の「情報要

因」が与える影響を H 17から H 28 とし、いずれも正の影響があるとした。地域と家庭に

おける防災行動意図である「地域防災行動意図」「家庭防災行動意図」は、それぞれ実際の

防災行動である「地域防災行動」「家庭防災行動」に有意な因果関係があるとする仮説は、

H 33 と H 34 で、それぞれ正の影響があるとした。また、家庭における「家庭防災行動意

図」「家庭防災行動」が高まった結果、地域における「地域防災行動意図」「地域防災行動」

が高まる可能性があるとする仮説は、H 35、H 36 とした。防災に関わる「情報要因」は、

「防災行動意図」段階と「防災行動」段階では与える影響が異なると考えられるため、「防

災行動意図」時点（H 17から H 28）とは別に、「防災行動」時点における影響を確認する

仮説（H29から H32）を設定した。 
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出所：筆者作成 

 

 
出所：筆者作成 

図 9．仮説モデル（因子変数と因果関係、符号は影響度の正負を示す） 
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表 17．防災モデルの仮説（H１〜H36） 
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４−３. 結果および考察 
 
４−３−１. 仮説モデルの検証 
 仮説モデル（図９）に対して、因子変数（潜在変数）間の因果関係を明らかにするために

共分散構造分析を行なった結果を図 10、表 18 に示す。共分散構造分析には IBM SPSS 
Amos Version 28.0 を使用した。p 値において５％水準で有意性が認められなかった仮説は、

「社会考慮意識」が「地域防災行動意図」に正の影響を与える仮説 H1、「水害リスク認識」

が「防災行動意図」、「防災行動」に正の影響を与える仮説 H9から H12、「地震リスク認識」

が「地域防災行動意図」「家庭防災行動」に正の影響を与える仮説 H13、H16、地域と家庭

における「防災行動意図」と地域と家庭における「防災行動」との因果関係を説明する H33、
H34 であった。仮説モデルにおいて、「防災行動意図」と「防災行動」の因果関係は実証す

ることができなかった。 
棄却されたこれらの仮説を削除し、再度共分散構造分析を行なった結果を修正モデルと

して図 11、表 19 に示す。モデルの適合指数は、GFI が 0.736、AGFI が 0.709、CFI が
0.827、RMSEAが 0.069 であった。CFI、RMSEA の指数から、本モデルの適合は許容範

囲であると判断した注３）。 
 地域と家庭における「防災行動意図」に正の影響を与える因子変数は、地域と家庭におけ

る「ベネフィット認知」「主観的規範」で、「コスト認知」はいずれも負の影響を与えていた。

「地震リスク認識」は、「家庭防災行動意図」に対してのみ正の影響を与えていた。仮説モ

デルでは有意であった「地震リスク認識」から「地域防災行動」に対するパスは、修正モデ

ルにおいては棄却された。 
「防災行動意図」段階における「身近情報＋」（家族からの情報やアドバイス、スマート

フォンなどへのメール、インターネットでの検索、SNS、友人・知人からの情報やアドバイ

スにテレビのニュースや番組、字幕情報を加えた情報源）は、地域と家庭における「防災行

動意図」に影響を与える三つの因子変数、「ベネフィット認知」「主観的規範」「コスト認知」

に対してすべて正の影響を与えていた。しかしながら、「防災行動意図」段階における「メ

ディア情報」（新聞、行政の広報、ラジオ）は、「地域防災行動意図」に影響を与える「主観

的規範」のみ正の影響を与え、その他のパスにおいては「家庭防災行動意図」に影響を与え

る「主観的規範」に対して、仮説とは異なる負の影響を与えていることが有意に確認された。 
「防災行動」段階における「身近情報」（友人・知人からの情報やアドバイス、家族から

の情報やアドバイス、スマートフォンなどへのメール、SNS）は、「家庭防災行動」「地域防

災行動」のいずれにも正の影響を与えているものの、「メディア情報」（テレビのニュースや

番組、字幕情報、インターネットでの検索など、行政の広報、新聞、ラジオ）は、「家庭防

災行動」には正の影響、「地域防災行動」へは仮説と異なる負の影響を与えることが有意に

確認された。「メディア情報」が、地域と家庭における「防災行動意図」「防災行動」に負の

影響を与えるケースがあることが確認された。「地域防災行動意図」段階におけるテレビも



70 
 

含めた身近なデバイスや身近な人からの情報は、「防災行動意図」の促進に正の影響を与え

ていた。また、新聞、ラジオ、行政広報などのメディア情報は、周辺の意見を重視する「主

観的規範」に正の影響を与え、「地域防災行動意図」を促していることが確認された。「防災

行動意図」の促進、「防災行動」を促す情報提供、メディア設計の際には、正負の影響に鑑

みた十分な配慮の必要性が示唆される結果となった。 
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図 10．共分散構造分析による仮説モデルの検証結果 



71 
 

表 18．仮説モデルの標準化係数と確率 

 

 
図 11．共分散構造分析による修正モデルの検証結果 
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表 19．修正モデルの標準化係数と確率 

 
 

 
４−３−２. 属性の違いによる因果関係の検証  
 修正モデル（図 11、表 19）は、属性（個人差要因）により、「介入効果」や因子変数間の

因果関係が異なるのではないか。すなわち利用者の属性によって、防災に関わる「情報要因」

の影響や、「防災行動意図」「防災行動」の促進に違いがあるのではないか。属性（個人差要

因）による影響度の違いを明らかにすることで、防災情報提供に留意が必要な年齢などの属

性や、効果的なメディアが明らかになり、防災政策の立案確度は高まる。これらの点を明ら

かにするために、修正モデルに対して多母集団間の同時比較を行なった（表 20）。 
まず、個人属性について年代別に確認した。「地震リスク認識」が「家庭防災行動」に影

響を与えるのは 20 代で最も高かった。また、仮説モデル時点では有意であった「地震リス

ク認識」が、「地域防災行動」に影響を与える仮説は、修正モデルでは棄却されたが、60 代

に限ると 10％水準であるものの負の影響が有意であることが確認された。「地震リスク認

識」が防災行動に与える影響は年代によって異なることは、川本(2015)の研究結果にも合致

する結果となった。 
防災行動意図段階における「メディア情報」（行政の広報、新聞、ラジオ）は、20 代〜40

代において、「防災行動意図」に影響を与える「ベネフィット認知」「主観的規範」「コスト

認知」という三つの因子変数のうち、「地域防災行動意図」に影響を与える「主観的規範」

のみ正の影響を与えており、そのほかはすべて負の影響を与えていることが確認された。一

方 50 代〜60 代において「メディア情報」は、地域における「防災行動意図」に影響を与え

る「主観的規範」のみ非有意で、その他の「防災行動意図」に影響を与える「ベネフィット
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認知」「主観的規範」「コスト認知」に対しては正の影響を与えていた。 
また、「防災行動意図」段階における「身近情報＋」（家族からの情報やアドバイス、スマ

ートフォンなどへのメール情報、インターネットなどでの情報検索など、SNS、友人知人か
らの情報やアドバイス、テレビのニュースや番組、字幕情報）は、「防災行動意図」に影響

を与える三つの因子変数「ベネフィット認知」「主観的規範」「コスト認知」に対し、有意な

影響を与えているパスにおいては、どの年代においても正の影響が確認された。 
「防災行動意図」に影響を与える三つの因子変数に対して、年代や「情報要因」の種類に

よって影響度が異なることが確認された。年齢が上がるほど、行政広報、新聞、ラジオなど

の「メディア情報」は、「防災行動意図」の促進に正の影響を及ぼすことが推測される結果

となった。 
一方、「防災行動」段階における「メディア情報」は、因子分析の結果から、テレビのニ

ュースや番組、字幕情報、インターネットでの検索など、行政の広報、新聞、ラジオと、「防

災行動意図」段階とは異なる観測変数で定義された。「防災行動」段階における「メディア

情報」は、20 代〜40 代において、「家庭防災行動」には正の影響を与えるものの、「地域防

災行動」には負の影響を与えることが確認された。 
また、「防災行動」段階における「身近情報」は、因子分析の結果から、友人知人からの

情報やアドバイス、家族からの情報やアドバイス、スマートフォンなどへのメール情報、

SNS であり、「防災行動意図」段階とは異なる観測変数で定義された。「防災行動」段階に

おける「身近情報」は、「地域防災行動」、「家庭防災行動」に有意な影響を与えているすべ

ての年代において正の影響を与えていた。 
次に、属性（個人差要因）を性別間で確認した。「防災行動意図」段階において、「身近情

報＋」（家族からの情報やアドバイス、スマートフォンなどへのメール情報、インターネッ

トなどでの情報検索など、SNS、友人知人からの情報やアドバイス、テレビのニュースや番

組、字幕情報）は、家庭における「防災行動意図」に影響を与える三つの因子変数に対して、

女性よりも男性に正の影響が強く見られた。「防災行動意図」段階における「メディア情報」

（行政の広報、新聞、ラジオ）が与える負の影響は、男性の方が女性に比べて弱いことが確

認された。また、「メディア情報」は、「地域防災行動」に影響を与える「主観的規範」に対

して、男性は正の影響を与えるものの女性は優位な影響は確認されなかった。「情報要因」

が「防災行動意図」の促進に与える影響は、女性に比べて男性の方が強いことがうかがえる

結果となった。 
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４−３−３. 考察 
本研究は、家庭と地域の防災行動モデルについて、防災に関わる「情報要因」を説明変数

に加え、「防災行動意図」と「防災行動」を目的変数とし、同一対象者に異なる二時点の実

査によって収集した縦断調査データを分析することで、「防災行動意図」と「防災行動」の

因果関係を明らかにした拡張型の防災行動モデルの実証を試みた。得られた知見を以下に

まとめる。 
まず、理論的インプリケーションとして、今回の実証研究から明らかになった防災行動モ

デルを図 12 に示す。「情報要因」が「防災行動意図」に与える影響は、Ajzen & Fishbein(2005)
が示す「背景・外部要因」（図１）として、地域、家庭の「防災行動意図」に影響を与える

三変数「ベネフィット認知」「主観的規範認知」「コスト認知」、すなわち地域、家庭におけ

る「防災行動認識」に与える影響度をもって確認した。「防災行動認識」に与える影響度は、

防災に関わる「情報要因」の種類によって異なり、「メディア情報」よりも「身近情報」が、

地域、家庭における「防災行動認識」に影響を与えることが確認された。「防災行動意図」

を促進する「防災行動認識」に影響を与えるには、家族からの情報やアドバイス、スマート

フォンなどへのメール情報、インターネットなどでの情報検索など、SNS、友人知人からの

情報やアドバイスなどが効果的であることが示唆された。この結果は、パーソナル・メディ

アが防災意識へ促進的な影響を与える大友ら(2011)の先行研究と一致している。 
「防災行動」に影響を与えるのは、友人知人からの情報やアドバイス、家族からの情報や
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アドバイス、スマートフォンなどへのメール情報、SNS などの個人で収集できる「身近情 
報」であり、「メディア情報」よりも、地域および家庭における「防災行動」の促進に効果

的であることが示唆された。地域における「防災行動意図」「防災行動」は、家庭における

「防災行動意図」「防災行動」からの促進的な影響が強く、「家庭防災」から「地域防災」の 
順に防災行動が促される因果関係がうかがえる結果となった。 
「防災行動意図」「防災行動」の促進は、「家庭防災」から「地域防災」という流れが示唆

された点は、先行研究である元吉ら(2008)による家庭と地域の防災行動モデルに対して、新

たな因果関係を示すことができたと言える。「家庭防災行動意図」「家庭防災行動」に影響を

与えることが、「地域防災行動意図」「地域防災行動」を促進させることがうかがえる結果を

示した。 
 

 

 
出所:筆者作成。 

図 12．「情報要因」を変数に加えた家庭と地域の防災行動モデル 
（符号は影響度の正負、破線は非有意） 

 
 
４−４. まとめ 
政策効果の検証モデルは、防災行動を促す政策立案にも有効に活用できるのではないか。

本章では、防災情報が防災行動に与える効果と防災行動形成の検証モデルの提案を試み、防

災行動に関わる政策立案について、消費者行動の視点からの知見の提供を目指した。 
本章における研究では、Ajzen & Fishbein(2005)が示した拡張的計画的行動理論（図１）

を援用し、防災情報と防災行動の因果関係の検証結果から、地域と家庭の二軸をつなぐ「防

災行動」と「介入効果」の検証モデルを示した。 
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まず、防災に関わる情報を、「防災行動意図」に影響を与える「ベネフィット認知」「主観

的規範認知」「コスト認知」、すなわち地域、家庭における「防災行動認識」に影響を与える

「背景・外部要因」として把握することを試みた。この場合の「背景・外部要因」には、メ

ディアを活用した情報提供などの「情報要因」があげられる。「背景・外部要因」としての

「情報要因」は、期間限定のプロモーションや短期的な啓発的施策での情報提供ではなく、

恒久的に提供される情報、接触する情報源であり、常に触れる可能性のある情報源を「行動

意図」の形成要因として検証するモデルである。同時に、情報施策である「介入効果」が、

「防災行動」に直接的に影響を与える効果を確認し、「防災行動」形成の因果関係を明らか

にすることで「介入効果」である情報施策の効果を検証するモデルとして示した。 
本研究には解決すべき課題が残された。まず、本研究の実証モデルでは、「防災行動意図」

と「防災行動」の明確な因果関係を確認することはできなかった。これは調査における「防

災行動」の定義にもよると考えられる。今回の実査では、「防災行動意図」との因果関係を

確認した実際の「防災行動」は、9 月 1 日の「防災の日」前後において防災に関わって行わ

れた実際の「防災行動」に限られた感がある。また、「防災行動意図」と実際の「防災行動」

を確認した期間が、期間中に「防災の日」があったとはいえ約２ヶ月間であり、２ヶ月間の

間に行なった「防災行動」に限られた結果となっている。そのために、「防災行動意図」と

「防災行動」を把握したデータが同一対象者であったものの、「防災行動意図」と「防災行

動」の因果関係が有意に確認されなかった可能性がある。「防災行動」を説明する観測変数

の設定には課題が残る。Ajzen(1991)によると、「行動」に対する認知の確度が高いほど「行

動」への直接的な影響力は高くなるとされている。「防災行動意図」と「防災行動」の因果

関係を明らかにするには、「防災行動」に対しての認知の確度を高め、明確な定義と調査対

象者との共通理解がさらに必要だと考えられる。 
また、本研究結果は岡山地域における実査データによる分析結果であり、一般化には留意

が必要である。例えば、「地震リスク認識」は、「家庭防災行動意図」への影響は明らかにな

ったものの、「地域防災行動意図」、地域と家庭における「防災行動」への影響は有意に確認

されなかった。また「水害リスク認識」は仮説の検証段階では非有意となった。水害や地震

に対するリスク認識は、岡山県内における居住地に影響される可能性が高く、さらに多様な

居住地の立地環境も変数に加えた分析が必要である。 
特に、今回のデータ取得の地域を自然災害が少なく「晴れの国」といわれる岡山県注２）に

限った点は、本調査の限界である。災害に対するリスク認知や不安感情は、居住する広域地

域（例えば他の都道府県など）によって異なることは確認していない。今回の調査では有意

が確認できなかった「防災行動意図」と「防災行動」の明確な因果関係は、広域地域との相

対的な比較を行なうことで明らかになる可能性も残されている。家庭と地域の防災行動モ

デルの確度を高めることは防災、減災に向けた重要な研究テーマであり、今後の課題として

さらに研究を進めていく。 
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４. 第４章の注 
１)『南海トラフの地震活動の長期評価（第二版）』地震調査研究推進本部地震調査委員会

2013 年 5 月 
２)『巨大地震に備えて 防災・減災害に関する調査研究報告書 2014』公益財団法人八雲環

境科学振興財 2014 年 11 月 
３) 共分散構造分析の適合度指数においては、第 2章、第 3章と同様に以下の研究に律して 
いる。久保(2022)の研究によると、適合度指数の検証対象とした9論文中8論文がCFI、
RMSEA を適合度指数に使用している。また、吉田他(2020)によるシンポジウムにおい

て荘島(2020)は、「適合指数は CFI、RMSEA の二強時代」とした。本分析においても

CFI、RMSEA を適合指数とした。適合基準としては Hu & Bentler(1998,1999)が、CFI
は 0.095以上、RMSEA は 0.06以下を推奨しているが、久保(2022)の研究において検

証対象となった９編の論文では、CFI は 0.668から 1.00、RMSEA は 0.000から 0.095
が報告されている。また、Kenny & McCoach(2003)は、モデルの確度が高くとも変数

が多くなると CFI は悪化するが、RESEA はよくなる傾向があるという結果を示して

いる。CFI は水準を下回るが RESEA の値に注目し本モデルの適合は許容範囲である

と判断した。これらの知見から、本モデルの適合は許容範囲であると判断した。 
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第５章 二種類の消費者行動分析から検証する施策効果の検証モデルの検討 

 
５−１．緒言  
本章においては、政策としてのキャンペーン効果を検証する消費者行動モデルを検討す

る。分析を行なう事例に、食品ロス削減行動を促す政策キャンペーンを取り上げ、縦断調査

データを収集し分析し、モデル化を試みる。さらに、消費者行動モデルとは異なる差分の差

分法（Difference in Differences：DID 法）による検証を行なう。同一事例に対して、異な

る二つのアプローチで効果検証を行なうことで、消費者行動モデルを援用した効果検証モ

デルの確度について、いわば検算を実施し、確度の高い効果検証モデルの提案を試みる。 
食品ロスとは、本来食べられるのに廃棄されている食品とされており注１）、一般生活者の

身近な暮らしの中で発生する機会は多くある。令和 3 年度の食品ロス量推計値は、523万ト
ンとなり、前年度より 1 万トン増加している（農林水産省 2023）。国の目標として、2025
年度までに、食品ロス問題を認知して削減に取り組む消費者の割合を 80%以上にすること

が掲げられている。岡山県もこの目標を踏襲し、2025 年度における食品ロス量を、家庭系 
3.3 万トン、事業系 8.6 万トンとすることを目指している注２）。具体的な実行施策として「食

品ロスの削減の推進に関する法律」において、毎年 10月の一ヶ月間は「食品ロス削減⽉間」、

10 月 30 日は「食品ロス削減の日」とされている。 
岡山県では、この「食品ロス削減月間」において、岡山県民自らが主体的に食品ロス削減

に取り組むためにメディアなどによる啓発プロモーション施策により、具体的な食材ロス

行動を促す「食品ロス削減月間キャンペーン」を実施した。 
本章における研究は、岡山県が実施した「食品ロス削減月間キャンペーン」施策が、消費

者行動に与えた影響について、縦断調査データを使用した異なる二種類の分析アプローチ

を実施し、政策効果の検証を試みる。第１に、食品ロス削減キャンペーン（「介入効果」）実

施前後における消費者行動の変化について、消費者行動モデルによって検証し、食品ロス削

減キャンペーンの効果の検証を行う。第２に、キャンペーン施策の認知者（介入群）と非認

知者（コントロール群）の行動変化の違いについて、差分の差分法により分析し、第一のキ

ャンペーン効果の検証結果と突合させる。消費者行動における因果関係を把握することが

可能な縦断調査データを収集し、異なる二種類のアプローチから、食品ロス削減キャンペー

ンが消費者行動に与えた影響について明らかにし、より確度の高い消費者行動起点の政策

効果検証モデルの提案を試みる。 
 
５−２. 研究方法と仮説モデル  
 
５−２−１. 介入施策の概観 
岡山県における食品ロス削減月間キャンペーンは、「岡山県食ロスゼロチャレンジキャン

ペーン」と銘打ち、2022 年 10 月 1 日（土）〜10 月 31 日（日）まで実施された。20〜40
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代の女性を主な対象とし、「食べきり」「使い切り」「手前取り」という食品ロス削減に向け

た三種類の具体的な行動を促すことを目標に、オリジナルキャラクターの開発、ポスターや

新聞、屋外広告、Web サイト、SNS によるプロモーションに加え、「食べきり」「使い切り」

「手前取り」の３種の具体的な行動への取組みを記録し、達成状況に応じて応募すると、岡

山産野菜セットなどの商品があたる「食ロスゼロチャレンジ」という参加型イベントも実施

された。本キャンペーンが実施された結果、特に行動を促したいと想定したターゲット層で

ある 20〜40 代の女性層は、食品ロスを減らす具体的な行動にどのような変化があったのだ

ろうか。本研究は、消費者行動モデルを援用し、キャンペーン施策が「介入効果」として消

費者行動に与えた影響を明らかにするモデルを示すことで、政策効果の検証モデルを示す。 
 
５−２−２. 先行研究 
食品ロス削減など、思慮を伴うエシカルな消費行動を説明する研究に関しては、実際の

「行動」を起こす前段階である「行動意図」の要因を示し、「行動意図」と「行動」の因果

関係について説明する消費者行動モデルの構築がされてきた。Ajzen(1985)による計画的行

動理論は拡張されながら（Ajzen(1991)、 Ajzen & Fishbein(2005)など）、多くのエシカル

な消費行動の研究で援用されているモデルである（図１）。 
計画的行動理論を援用したエシカル消費における研究は、Stefan et al.(2013)が、家庭の

食品ロスに関して、食品廃棄に対する「行為への態度」「主観的規範」「知覚行動制御」が、

消費者の「食品廃棄行動」に及ぼす影響について研究している。その結果、消費者の「買い

物に対する計画や意図」が、「食品廃棄行動」の重要な予測因子であり、「買い物に対する計

画や意図」は、食品廃棄に対する「行為への態度」と「知覚行動制御」によって決定される

ことを示した。この研究は、消費者の「食品廃棄行動」を変えるためには、消費者に食品廃

棄に関連する活動に対処するためのスキルやツールを提供することが効果的であることを

示した。 
Heidbreder et al. (2020)は、計画的行動理論、規範活性化理論(Norm Activation Theory)

の二種類の消費者行動モデルを援用し、プラスチック削減活動意図の先行要因を検討し、

「個人的規範」が、プラスチック削減活動に関わる「購買意図」「活動意図」「政策支援意図」

の三つの行動意図に対しすべてに影響を与えること、「知覚行動制御」は、「購買意図」の最

も強⼒な予測因⼦であることを明らかにしている。648 サンプルサイズのオンライン調査

であったが、「行動意図」を推計する三つの因子変数「行為への態度」「主観的規範」「知覚

行動制御」に対しての一時点の横断調査であり、「行動」までを実査データにより説明でき

る研究ではなかった。 
計画的行動理論を拡張させたエシカルな消費行動モデルとしては、広瀬(1994)が、「環境

配慮行動と規定因との要因連関モデル」を示した。本モデルにおいて広瀬(1994)は、環境配

慮行動を起こすまでに、「目標意図」と「行動意図」の二段階の意思決定があるとしている。

一段階目の「目標意図」は、環境問題に対する三つの認知、「環境リスク認知」「責任帰属の
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認知」「対処有効性認知」によって説明することができるとしている。二段階目の「行動意

図」は、環境配慮的行動に対する三つの評価、「実行可能性評価」「便益・費用評価」「社会

規範評価」によって説明することができるとしている。広瀬(1994)による「環境配慮行動と

規定因との要因連関モデル」は、エシカル消費における「行動」を説明するモデルとされて

いるものの、「行動意図」の推計にとどまり、実際の「行動」までを説明するモデルではな

い。 
その後、広瀬(1994)による「環境配慮行動と規定因との要因連関モデル」は、実証研究や

モデルの拡張が試みられてきた。例えば、栗栖(2012)は、「環境配慮行動と規定因との要因

連関モデル」を拡張させ、「目標意図」を「個人的規範」と置き換えることで、「廃棄物発生

抑制行動の規定因に関する仮説モデル」を実証研究により示したが、「行動意図」の推計に

とどまり実際の「行動」までを説明するモデルではなかった。また、前田ら(2012)は、広瀬

(1994)の二段階モデルを元に、廃棄物の発生抑制行動という具体的な「行動」の規定因につ

いて、実査を行い実証している。しかしながら「行動意図」と実際の「行動」（実施頻度）

を、同一時点の横断調査によって収集しているため、「行動意図」と実際の「行動」の因果

関係に時間的な前後の差がなく、因果関係の推定には課題が残るものであった。 
また、小池ら(2003)は、Ajzen(1991)や広瀬(1994)による消費者行動モデルを拡張し、「行

動意図」と「行動」を目的変数においた「行動に至る心理プロセスモデル」を示し、実査デ

ータをもって実証している。「行動に至る心理プロセスモデル」は、「知識」が「関心」に影

響を与え、「関心」と「行動」が「行動意図」を説明し、実際の「行動」に結びつくとし、

「行動意図」と「行動」の因果関係を五段階で説明するモデルである。しかしながら実証方

法は、サンプルサイズが 29 で、調査対象も大学生に限った一時点の横断データであり、実

際の「行動」までの因果関係は明らかにされておらず、モデルの妥当性の検証が課題とされ

ている。 
その後、小池ら(2003)による「行動に至る心理プロセスモデル」は、塚脇ら(2007)によっ

て実証研究がされたが、「行動の段階」の実査データまでは収集しておらず、「行動意図の段

階」の推計にとどまっている。 
三阪(2003)は、広瀬(1994)の「環境配慮行動と規定因との要因連関モデル」や、小池ら

(2003)による「行動に至る心理プロセスモデル」の拡張モデルとして、「知識」の前に外的

情報源による「認知」を設けた六段階の環境問題の「認知・行動心理プロセスモデル（六段

階心理プロセス）」を示した。三阪(2003)によるこの「認知・行動心理プロセスモデル（六

段階心理プロセス）」は、マスコミ、講義、友人、家族等の外的情報による「認知」が「知

識」を積み上げ、「関心」により「動機」が喚起され、意思決定の段階として「行動意図」

があり、実際の「行動」へと繋がっていくとするモデルである。その後、三阪・小池(2004)
は、「認知・行動心理プロセスモデル（六段階心理プロセス）」の実証研究として、環境配慮

に関する「行動意図」の変化について、三時点での縦断調査を行い、実際の「行動」までを

説明する研究を行っている。 
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また、豊田尚吾(2016)は、計画的行動理論を拡張させた倫理的消費における消費者行動モ

デルをもってフェアトレード商品の消費者行動を説明し、エシカル消費における消費者行

動を明らかにしているが、「行動意図」と「行動」は同一時点における横断調査による分析

であり、因果関係を説明しきれてはいない。 
先行研究において確認した計画的行動理論を援用、または、計画的行動理論を拡張させた

エシカルな消費者行動における「行動意図」や「行動」を説明する実証研究では、「行動」

までを観測変数としない「行動意図」の推計にとどまる研究や、「行動意図」と「行動」の

因果関係を明確に説明することはできない同一時点での横断調査データによる研究が多く

見受けられ、「行動意図」と「行動」において順序という時間差の概念が欠落しており、「行

動意図」と「行動」の因果関係の説明には課題が残る研究が多い。 
 
５−２−３. 研究の目的 
本研究では、エシカル消費における「行動」を起こそうとする意思決定段階の「行動意図」

と、実際の「行動」との因果関係について、時間差による順序の視点を取り込み、因果関係

の確度を検証するために二つのアプローチを試みる。まず、同一対象者に対して、エシカル

消費行動を促すキャンペーン施策を「介入効果」とし、実施前（介入前）の「行動意図」と、

実施後（介入後）の実際の「行動」の消費者行動の変化について二時点で観測し、将来の行

動予測である「行動意図」と、実際の「行動」の因果関係について、縦断調査データを収集

する。時間的に前後関係が明確な縦断調査データを、仮説モデルの因子変数（潜在変数）が

影響を与える観測変数として分析することで、消費者行動の変化を、仮説モデルにおける因

子変数（潜在変数）間の因果関係から説明することが可能になる。エシカル消費行動を促す

「介入効果」であるキャンペーン施策が、実際の「行動」に与える影響を明らかにすること

で、キャンペーン施策の効果を消費者行動モデルにおいて確認する。これを第一の調査アプ

ローチとする。 
第二のアプローチとして、キャンペーン施策の認知者を介入群、非認知者をコントロール

群とした、キャンペーン前後の「行動意図」及び「行動」の変化について、差分の差分法に

より分析する。第一のアプローチである消費者行動変化の因果関係による分析結果に対し

て、別手法からの検証を試み、第一のアプローチの確度を検証する。 
消費者行動の変化について、消費者行動モデルにおける因果関係と「介入効果」の分析の

結果に対して、差分の差分法による「介入効果」の検証を行う。異なる二種類のアプローチ

から分析し、キャンペーン施策が消費行動に与える影響を確認し、確度の高い効果検証モデ

ルの提案を試みる。 
 
５−２−４. 研究方法 

本研究では、キャンペーン施策が消費⾏動に与える影響を検証するために、異なる⼆種類
の分析を⾏う。計画的⾏動理論および計画的⾏動理論を拡張した先⾏研究などから、エシカ
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ル消費⾏動を促すキャンペーン施策の効果は、キャンペーン施策の認知を「介⼊効果」とし
て外的変数に加えた計画的⾏動理論を援⽤した消費⾏動モデルで説明できる可能性がある。 

まず、第⼀の調査として、消費者⾏動の変化に与えるキャンペーン施策の影響⼒を把握す
るために、「キャンペーン施策」が「⾏動」に与える影響を「介⼊効果」に加えた拡張型計
画的⾏動理論による仮説モデルを設定した。キャンペーン施策前（介⼊前）の「⾏動意図」
と、キャンペーン実施後（介⼊後）の実際の「⾏動」の変化を縦断調査データにより確認し、
キャンペーン施策の効果検証を試みる（図 13）。 
第二の調査として、食品ロス行動を促すキャンペーン施策の認知者を介入群、非認知者を

コントロール群とし、キャンペーン施策の認知度の違いによる介入前の「行動意図」と、介

入後の「行動」の違いを、差分の差分法により分析する（図 14）。差分の差分法（Difference 
in Differences：DID 法）とは、介入群における介入前後の比較の差と、介入群とコントロ

ール群の比較の差、この二種類の差をもって、自然経過におけるトレンド変化や介入以外の

要因を排除し、純粋に介入の効果を明らかにする手法である(吉村 2022)。差分の差分法に

よる分析を行うには、介入群とコントロール群の二種類のグループにおいて、介入前後の二

時点の実査データを入手することが必要になる。今回の調査では、同一対象者において介入

前、介入後の二時点のデータを実査により収集し、差分の差分法での分析を可能としてい

る。 
分析を行うデータとして、エシカル消費行動を促すキャンペーン施策（介入）の実施前（介

入前）と実施後（介入後）に、同一対象者に対してアンケート調査を実施し、キャンペーン

施策前後の同一対象者における消費者行動の変化を縦断データとして収集する。本調査は、

株式会社ジャストシステムが所有するインターネットパネル調査システム『Fastask』を用

い、岡山県在住の 20 代以上の一般生活者に対してアンケート調査を行なった。事前に会員

登録しているパネルに対して、アンケートを配信し、回答者のみを分析する方法で、基本属

性以上に詳しく回答者個人を特定することはできないシステムとなっている。介入前（一回

目）の実査を、キャンペーン実施前の 2022 年 9 月 28 日（水）〜9 月 30 日（金）に実施

し、5,438 サンプルサイズの回答を獲得した。介入後（二回目）の調査は、キャンペーン終

了後の 2022 年 11 月 4 日（金）〜11 月 11 日（金）に、介入前（一回目）のアンケート回

答者 5,438 サンプルサイズに対して実施した。二回の調査とも同一回答者による有効回答

883 サンプルサイズを縦断調査データとして分析対象とした（表 21）。 
特に、今回の施策においてエシカル行動を促す主な層と想定している 20〜40 代の女性

層（以下メイン層と表記）は、440 サンプルサイズ、メイン層と比較する属性として、20
〜40 代の女性層以外（以下サブ層と表記）は、443 サンプルサイズ、メイン層、サブ層を

合算した全体は、883 サンプルサイズという構成になる。 
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出所：Ajzen(1991)を参考に筆者作成。 

図 13．計画的行動理論を援用した縦断調査データによる仮説モデルのイメージ 

 

 
出所：吉村(2022)を参考に筆者作成。 

図 14．差分の差分法（Difference in Differences：DID 法）のイメージ 
 

表 21．介入前後の二時点における縦断データのサンプルサイズ 
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５−２−５. 調査方法と調査項目 
消費者行動の変化を確認する第一の調査として、計画的行動理論を援用した仮説モデル

における「行為への態度」「主観的規範」「知覚行動制御」「行動意図」の四つの心理変数と、

一つの行動変数である「行動」の計五つの潜在変数が影響を与えるとする観測変数を、アン

ケートにおける設問項目とし、計画的行動理論を援用した先行研究を基に定義した（表 22）。
介入前の「行為への態度」が説明する三つの観測変数は、Shimp et al.(1984)、Taylor et 
al.(1995)による研究から援用した。「主観的規範」が説明する三つの観測変数は、Shimp et 
al.(1984)、「知覚行動制御」が説明する二つの観測変数は、Vermeir et al.(2007)の研究を援

用し設定した。 
「行動意図」は、「食べきり」「使い切り」「手前取り」の三種の具体的な「行動」に対し

て、取り組んでみようとする将来的な意図について、「とてもあてはまる」を５、「まったく

あてはまらない」を１とする五件法で確認した。「行動」は、キャンペーン施策が介入する

ことによる、「食べきり」「使い切り」「手前取り」の三つの「行動」の実行度を「行動意図」

と同様に五件法で確認した。「行動」に影響を与える「介入効果」であるキャンペーン施策

が影響を与える観測変数、すなわちアンケート調査における「施策」についての設問項目は、

実際にキャンペーンで利用した各種メディアの接触度とした。「当該媒体を見た」「キャンペ

ーンの意匠は見たが当該媒体は見ていない」「キャンペーンの意匠を見ていない」とする三

件法で確認した。仮説モデルにおける「介入効果」と因子変数間の因果関係を明らかにする

ために、共分散構造分析を実施した。さらに多母集団同時分析により、メイン層、サブ層、

メイン層とサブ層を併せた全体という三つの属性において、仮説モデルの有意性を検証し

た。共分散構造分析の準備と分析の実施には、IBM SPSS Statistics Version 29.0、IBM 
SPSS Amos Version 29.0 を使用した。 
第二の調査である差分の差分法は、「食べきり」「使い切り」「手前取り」の三種の行動を

促すキャンペーン施策の認知者を「介入群」、非認知者を「コントロール群」とし、「施策」

の認知度の違いによる介入前の「行動意図」と介入後の「行動」の違いについて、差分の差

分法により分析し、第一の調査である消費者行動モデルによるキャンペーン施策の効果検

証結果に対しての確認を行なった。 
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表 22．観測変数と潜在変数（アンケート設問） 

 
出所：先行研究を基に筆者作成。 

 
５−２−６. 仮説モデル 
まず、「行動意図」に影響を与える「行為への態度」「主観的規範」「知覚行動制御」とい

う三つの心理変数間における因子構造を確認するために、IBM SPSS Amos Version 29.0 を

用いた確認的因子分析を行なった（表 23）。三つの心理変数（潜在変数）からそれぞれ該当

する観測変数が影響を受け、すべての因子間に共分散を仮定したモデルで分析を行なった

ところ、適合度指数は、χ2=2、df=24、p<0.001、GFI=0.978、AGFI= 0.96、CFI= 0.989、
RMSEA=.056 であり、モデルの適合度は許容範囲であると判断した注３）。 
次に、計画的行動理論に基づき、因子間の因果関係を説明する H1から H9までの仮説を

設定した（図 15）。H1～H5までは計画的行動理論に基づく因果関係であり、すべて正の影

響があると仮説を設定した。「施策」の介入前の「行動意図」と、「施策」の介入後に変化す

る「行動」との因果関係について、「施策」介入後の二回目の調査データで明らかにする仮

説がH５になる。介入効果であるメディアを活用したキャンペーン「施策」が、「食べきり」

実行度に与える影響 H６、「使い切り」実行度に与える影響 H７、「手前取り」実行度に与 

える影響 H８を確認することで、「施策」が具体的な「行動」に与えた影響を確認する。 
H１〜H８までの仮説は以下の通りである。 

 
 

H1: 「態度」が好意的であるほど「行動意図」が強まる。 
H2: 「主観的規範」が好意的であるほど「行動意図」が強まる。  
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H3: 「知覚行動制御」が高いほど「行動意図」が強まる。  
H4: 「知覚行動制御」が強いほど実際の「行動」が強まる。 
H5: 「行動意図」が強いほど実際の「行動」が強まる。  
H6: 「施策」は「食べきりの実行度」に正の影響を与える。  
H7: 「施策」は「使い切りの実行度」に正の影響を与える。 
H8: 「施策」は「手前取りの実行度」に正の影響を与える。 
 
 

表 23．行動意図に影響を与える三心理変数の確認的因子分析結果 
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出所：筆者作成。 

図 15．仮説モデル（符号は影響度の正負を示す） 
 

 

５−３. 結果および考察 
 
５−３−１. 計画的行動理論モデルによる分析結果 
第一の調査として、「施策」により「行動」変化を促すメイン層である 20〜40 代の女性

層において、消費者行動の仮説モデル（図 15）に対して共分散構造分析を行なった結果を

図 16 に示す。モデルの適合指数は、GFI=0.915,AGFI= 0.896, CFI= 0.978, RMSEA=0.028
で、モデルの適合は許容範囲と判断した注３）。 
「主観的規範」が「食べきり」「使い切り」「手前取り」の「行動意図」に正の影響を与え

る仮説 H２は、p 値 10％水準で統計的に有意が認められなかった。また、メディアを活用

したキャンペーン「施策」は、実際の行動である「食べきり実行度」に正の影響を与える仮

説 H６、「使い切り実行度」に正の影響を与える仮説 H７において、p 値 10％水準で統計的

に有意が認められなかった。 
キャンペーン「施策」の介入前の「食べきり」「使い切り」「手前取り」の「行動意図」に

影響を与える心理変数は、「行為への態度」と「知覚行動制御」であり、食品ロス削減の三
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つの「行動」を起こそうとする「行動意図」は、周辺からの意見や、周りが行っているとい

う主観的な規範性よりも、食品ロス削減三つの行動に対する自分自身の態度や、行為自体の

実行可能性が影響を受けることが確認された。「知覚行動制御」は、「行動」に対して p 値

10％水準ではあるが、正の影響を確認することができた。「施策」介入前の「行動意図」と、

「施策」介入後の「行動」との因果関係である仮説 H５は、モデルの仮説の中で最も強く因

果関係があり、食品ロス削減三つの行動に対して「行動意図」が醸成されることで、実際の

「行動」につながることが確認された。 
「食べきり」「使い切り」「手前取り」の具体的な「行動」に対して、介入効果であるキャ

ンペーンの「施策」の影響を確認したところ、有意な影響を確認できたのは、仮説 H８の

「行動」が説明する観測変数である「手前取り実行度」のみであった。「手前取り」の具体

的な「行動」に対して、「施策」の効果があったことが確認された。 
 
 

 
図 16．共分散構造分析による仮説モデルの検証結果（属性：メイン層）（標準化係数） 
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５−３−２．多母集団同時分析による属性ごとの効果検証 

メイン層と想定した 20〜40 代の女性層以外の属性では、因子変数間の因果関係に違いが

ある、すなわち効果の違いがあるのか。メイン層と、サブ層、メイン層とサブ層を併せた全

体ごとに多母集団同時分析により仮説の検証をおこなった結果を表 24 に示す。 
家族や友人などの周囲からの影響を重視する「主観的規範」は、いずれの層でも「行動意

図」に対して有意な結果が示されなかった（H２）。「食べきり」「使い切り」「手前取り」の

「行動意図」には、周辺の対人関係からの期待や評価は、影響を与えないことが確認された。

「食べきり」「使い切り」「手前取り」行動に対する「行為への態度」が、「行動意図」に影

響を与えるのは、メイン層よりもサブ層で最も強く確認された（H１）。「知覚行動制御」が

「行動意図」に影響を与えるのは、メイン層のほうがサブ層よりも強いことが確認された

（H３）。同様に「知覚行動制御」が「行動」に影響を与えるのも、メイン層が強いことが

確認された（H４）。行動に対する容易さ、実行できる可能性は、メイン層に強く見られる

ことが確認された。 
また、「施策」介入前の「行動意図」と、「施策」介入後の「行動」の因果関係（H５）が

最も強く確認されたのは、メイン層ではなくサブ層であったが、すべての仮説の中で最も因

果関係が強く、「行動意図」が「行動」に繋がるという因果関係を縦断調査データで確認す

ることができた（H５）。 
介入効果である「施策」が、「食べきり実行度」「使い切り実行度」「手前取り実行度」そ

れぞれの観測変数に影響を与えるのは、「手前どり実行度」のみ有意であり、メイン層での

影響度が最も強く確認された。キャンペーンによる「施策」は、「手前取り」行動に効果が

あり、特にメイン層である 20〜40 代の女性層に効果があったことが確認される結果となっ

た。 
 

表 24．多母集団同時分析による因子変数間のパス係数 
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５−３−３. 差分の差分法による検証結果 
第二の調査として、縦断データをもとに施策の認知・非認知者について、差分の差分法に

よる分析を行なった。「食べきり」「使い切り」「手前取り」行動を促すキャンペーンの「施

策」認知者を介入群、非認知者をコントロール群とし、「施策」の認知度の違いによる介入

前後の差分の差分を、消費者行動モデルと同様に最終的な目的変数である「行動」について

分析を行なった。 
まず、介入群、コントロール群それぞれにおける介入前後の差分を確認し、次に介入群と

コントロール群の差分を確認する。時間の経過によるトレンド変化や「施策」以外の要因を

排除し、「施策」の介入の効果をより明らかにする分析アプローチとなる。「食べきり」「使

い切り」「手前取り」の三つの目的行動について確認した結果を表 25 に示す。 
「行動」における介入効果である「施策」は、「⼿前取り」行動において変化が見られ、

特にメイン層に効果が強く確認された。「食べきり」行動の変化は、メイン層において負の

変化が確認された。「使い切り」行動変化は、メイン層、サブ層においても正の影響が確認

された。差分の差分法による「手前取り実行度」のメイン層における「施策」の効果は、消

費者行動モデルの検証結果と同様に正の効果が確認された。 
 

表 25．差分の差分法によるキャンペーンの効果 
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５−３−４. 考察 
本研究は、エシカル消費キャンペンの施策を介入効果として、消費者行動に与えた影響に

ついて、異なる二時点において収集した縦断データを用い分析を行なった。時間的に前後関

係が明確である縦断データを分析に用いることで、消費者行動の変化を因果関係から説明

することが可能になり、エシカル消費行動を規定する外部要因としてのキャンペーン施策

の影響を二種のアプローチから確認した。第一にキャンペーン実施を介入効果とし、介入前

後の消費者行動の変化について、計画的行動理論を援用した消費者行動モデルによって検

証することで、「キャンペーン施策」が消費者行動に与えた影響を明らかにした。第二に、

「キャンペーン施策」の認知者を介入群、非認知者をコントロール群とし、認知度の違いに

よる「行動意図」と「行動」変化の違いについて、差分の差分法で「施策」効果の検証を試

みた。これは第一の消費者行動モデルによる分析結果の確認にあたる調査である。「介入効

果」が変数に与える影響と因果関係を確認することのできる二種類のアプローチから、食品

ロス削減キャンペーン施策が、消費者行動に与える効果について明らかにした。本研究のま

とめとして、理論的、実務的インプリケーションを以下に整理する。 
 まず、理論的インプリケーションとして、第一に、キャンペーン施策の実施前後、すなわ

ち介入前後の二時点で調査を行なった縦断調査データを利用し、計画的行動理論を援用し

た消費者行動モデルにおいて、「行動意図」の推計に留めず、実際の「行動」までを因果関

係の強さから説明することで、キャンペーン効果を「介入効果」として検証できるモデルの

可能性を示した。「食べきり」「使い切り」「手前取り」という食品ロス削減行動は、自分の

周辺がおこなっていることや周囲の薦めといった規範的価値よりも、食品ロス削減に対す

る個人の姿勢や、行動の容易さによって「行動意図」が影響を受け、実際の「行動」につな

がることが確認された。 
第二に、「介入効果」であるキャンペーン「施策」が、実際の「行動」に与える影響は、

「手前取り」が最も強く、特にメイン層である 20〜40 代の女性層に、その他のサブ層より

も強い効果が確認された。「食べきり」「使い切り」行動は、行動自体が既に成熟された感が

あると考えられ、「施策」の効果を有意に確認することはできなかった。 
第三に、差分の差分法による「施策」の効果検証結果が、消費者行動モデルによる影響度

の検証結果と同様であることが確認された。具体的には、実際の「行動」について、「手前

取り実行度」に与える「施策」の効果が最も強く、特にメイン層である 20〜40 代の女性層

に強く効果が確認された。消費者行動モデルによる検証結果と、差分の差分法による効果の

検証結果が、同じ対象行為における同一属性に効果的である点が確認できたことは、本調査

の検証結果の確度を高めるものと評価できると考える。 
 実務的インプリケーションは、第一に、キャンペーン効果の検証に、計画的行動理論を援

用した消費者行動モデルによる検証の可能性を示した点があげられる。キャンペーンなど

の「施策」を「介入効果」とし、介入前後のデータを差分の差分法により検証した効果が、

消費者行動モデルと同一の結果、すなわち同一の行為と属性に効果があったことが確認さ
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れたことは、本モデルによる効果検証の確度を裏付けたと考えられる。 
第二に、「食べきり」「使い切り」「手前取り」という食品ロス削減行動のうち、「施策」効

果が強く確認されたのは「手前取り」行為であった。「食べきり」「使い切り」行動と比較す

ると、「手前取り」行動は、「施策」が効く行動であり、今後の行動変化を促す余地が高いこ

とがうかがわれた。「食べきり」「使い切り」行動は既に実施している感も見受けられ、「手

前取り」は、今後新たに行うべき行動として一般生活者において意識されていると考えられ

る。「手前取り」の積極的な啓発キャンペーンは、消費者行動の変化が期待でき、食材ロス

削減に寄与できる施策になると思われる。特に「行動」においてはメイン層と想定した 20
〜40 代の主婦層で効果が高いことからも、ターゲット層を絞ったキャンペーン展開は、効

果が期待できる可能性がある。 
第三に、食品ロス削減の「行動意図」を促すには、周辺の誰もが既に取り組んでいるとい

う規範性を醸成するよりも、個々人の態度や取り組み姿勢の価値に訴求すること（「行為へ

の態度」）と、その行動自体への取り組みが容易であること（「知覚行動制御」）を伝えるキ

ャンペーン内容が効果的であることが確認された。 
 
５−４．まとめ  

本研究では、自治体が行うキャンペーンにおいて、縦断調査データによる消費者行動モデ

ルによる効果検証と、キャンペーン認知の違いによる介入群とコントロール群に対しての

差分の差分法という、因果関係を検証する異なる二つのアプローチにより「施策」の効果検

証を試みた。短期の縦断調査データではあるが、異なる二時点における調査データについ

て、異なる二種類のアプローチから分析を行った結果に同様の傾向が確認できた点は、政策

効果検証モデルの検討について、より確度の高いモデルが示されたと考えられる。 
⼀⽅で、本研究はいくつかの限界を有している。差分の差分法は、介⼊群、コントロール

群において平⾏トレンドが仮定されていることが必要であるが、今回の調査は短期の縦断
調査データであり⼆時点のみの調査である。介⼊前後の変化について同⼀対象者からデー
タを収集したものの、介⼊前のアウトカムが複数回測定されていない点に課題が残る。コス
トはかかるが、同⼀対象者に継続的な調査が可能なパネルデータなどの活⽤による⻑期縦
断調査データによる分析は今後の課題として残る。 

また、差分の差分法は、「⾷べきり」「使い切り」「⼿前取り」に対する⾏動の変化につい
て、介⼊群とコントロール群の差分を把握することで、⾃然経過におけるエシカル⾏動意識
の変化やトレンド変化などの介⼊以外の要因を排除し、介⼊の効果を明らかにするアプロ
ーチであるが、介⼊以外に剰余変数を完全に排除することはできていない。多様な変数を検
討し、有意な変数を探索的に発⾒することも今後の研究課題としたい。本調査によるアプロ
ーチを援⽤しながら、⻑期縦断調査データを収集し把握することで、より確度の⾼い施策の
効果検証を⾏うモデル策定を進めることが、EBPM を実装していく⼀助になると考える。 
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５．第５章の注 

１）環境省 食品ロスポータルサイト 

https://www.env.go.jp/recycle/foodloss/general.html（確認日：2024 年 12 月 20 日） 
２）『第５次岡山県廃棄物処理計画』岡山県 2022 年 4 月 
３) 共分散構造分析の適合度指数においては、第 2章、第 3章、第４章と同様に以下の研究 

に律している。久保(2022)の研究によると、適合度指数の検証対象とした 9 論文中 8 論

文が CFI、RMSEA を適合度指数に使用している。また、吉田他(2020)によるシンポジ

ウムにおいて荘島(2020)は、「適合指数は CFI、RMSEA の二強時代」とした。本分析

においても CFI 、 RMSEA を適合指数とした。適合基準としては Hu & 
Bentler(1998,1999)が、CFI は 0.095以上、RMSEA は 0.06以下を推奨しているが、

久保(2022)の研究において検証対象となった９編の論文では、CFI は 0.668から 1.00、
RMSEA は 0.000から 0.095が報告されている。また、Kenny & McCoach(2003)は、

モデルの確度が高くとも変数が多くなると CFI は悪化するが、RESEA はよくなる傾

向があるという結果を示している。CFI は水準を下回るが RESEA の値に注目し本モ

デルの適合は許容範囲であると判断した。これらの知見から、本モデルの適合は許容範

囲であると判断した。 
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第６章 結言 
 
６−１. 本論文のまとめ 
本論文では、四種類の実証研究において、縦断調査データを分析し、外部要因である施策

を「介入効果」として、「行動意図」と「行動」に与える影響を因果関係として確認するこ

とで、消費者行動モデルを援用した施策の効果検証モデルの有用性を検討してきた。 
特に以下の三点に留意し研究を進めてきた。一点目は、因果関係を明らかにすることので

きる縦断調査データを収集し分析を行うこと。二点目は、多様な調査ケースにおける実査に

より検証すること。三点目は、「行動意図」と「行動」に影響を与える施策を「介入効果」

とし、「行動意図」と「行動」の因果関係を明らかにすることで、消費者行動モデルを援用

した施策の効果検証モデルを示すこと。この三点に留意し、縦断調査データによる実証を行

い、消費者行動モデルの理論的、実務的インプリケーションを示した。特に二点目において

は、消費者行動モデルとは異なる差分の差分法による検証も行い、効果検証モデルの確度を

高めた。 
第１章では、まず、消費者行動モデルにおける先行研究に基づき、先行研究における課題

を明らかにし、本論文の目的と研究における留意点を確認し、論文の全体構成と概要を示し

た。 
第２章では、計画的行動理論を援用し、「行動意図」と実際の「行動」の間に実施された

メディアによる「情報」を「介入効果」とした縦断調査データを用い、「行動意図」と「行

動」に影響を与える「介入効果」の影響と因果関係について、直接効果と間接効果において

検証するモデルを示した。具体的には、「介入効果」である「情報」は、直接的に「行動意

図」「行動」に影響を与えるものの、その影響は「行動」の方が強いこと。また、「情報」は、

「行為への態度」「主観的規範」「知覚行動制御」に対して影響を与え、間接的に「行動意図」

を介して「行動」への因果関係があることを示した。また、利用者の個人差要因（属性）に

よって、モデルにおける適合や効果の経路は異なることが確認された。さらに「介入効果」

としての「情報」は、TV−CMやWeb サイトなどのメディア施策よりも CGM の方が効果

的であることが確認された。 
実務的インプリケーションとして、縦断調査データを用いることでメディア施策を「介入

効果」とした場合の効果検証に、計画的行動理論を援用した本モデルを分析スケールとして

活用することができる点があげられる。施策の前後の差分が確認できる観測変数から因子

変数を設定し、「行動意図」と「行動」に対して、施策としての「介入変数」の影響度を確

認することで、施策の効果検証を行うモデルとなる。また、多母集団同時分析により、個人

差要因（属性）により、モデルの因子変数間のパスに非有意や影響力の違いがあることが確

認され、属性を絞ったマーケティングが効果的である可能性を示唆した。 
第３章では、COVID-19 のパンデミック下における公民連携型の外食需要喚起政策であ

る Go To Eat事業において、消費者行動における「行動意図」と「行動」、さらに「利用の
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種類」という三点の因果関係を明らかにすることで、政策効果の検証モデルを検討した。Go 
To Eat事業の食事券の購入や利用について、「行動意図」の推計に留まらず、縦断調査デー

タを用いて、実際の購入すなわち「行動」と「利用の種類」のデータをもって説明すること

で、政策効果を検討する分析アプローチの手法の可能性を示した。同時に、COVID-19 パン

デミック下の消費者行動における「知覚リスク」を「介入効果」として、「行動意図」や「行

動」に負の影響を与えることを属性ごとに明らかにし、属性に応じた政策立案の有効性を示

した。また、世帯年収の高低二極層において、食事券の「購入意図」から「購入行動」への

因果関係が強くみられる層が明らかになり、Go To Eat事業が、高所得層と低所得層に効果

が高かったことを示した。また、この所得の二極層においては、「知覚行動制御」から「購

入意図」へ正の影響、「主観的規範」から「購入意図」へ、「知覚リスク」から「購入行動」

へ与える負の影響が高いことを明らかにし、消費者行動モデルにおける「購入意図」「購入

行動」「知覚リスク」の影響を説明するにあたり、高所得層と低所得層というセグメンテー

ションに特に有効性があることを示唆した。 
第４章では、家庭と地域の防災行動モデルについて、防災に関わる「情報要因」を説明変

数に加え、「防災行動意図」と「防災行動」を目的変数とし、同一対象者に防災月間を挟ん

だ前後の二時点の実査によって収集した縦断調査データを分析することで、防災に関わる

「情報要因」が「防災行動意図」「防災行動」に与える効果を検証する防災行動モデルの提

案を試みた。理論的インプリケーションとして、「情報要因」が「防災行動意図」に与える

影響は、防災に関わる「情報要因」によって異なり、「メディア情報」よりも、「身近情報」

が、地域および家庭における「防災行動意図」に影響を与えることを確認し、「行動」を促

す効果的な情報源を明らかにした。また、地域における「防災行動意図」「防災行動」は、

家庭における「防災行動意図」「防災行動」からの促進的な影響が強く、「家庭防災」から「地

域防災」の順に防災行動が促される因果関係があることを示した。「防災行動意図」「防災行

動」の促進は、「家庭防災」から「地域防災」という流れが示唆された点は、先行研究であ

る元吉ら(2008)による家庭と地域の防災行動モデルに対して、新たな因果関係を示す貢献が

できたと考えられる。「家庭防災行動意図」および「家庭防災行動」に影響を与えることが、

「地域防災行動意図」「地域防災行動」を促進させるという、防災行動モデル立案と防災情

報の効果検証モデルを示した。 
第５章では、「介入効果」であるエシカル消費キャンペーンが、消費者行動に与えた影響

について、縦断調査データを用い効果検証を行なった。因果関係を確認することのできる消

費者行動モデルによる検証に、差分の差分法という異なるアプローチによる効果検証を加

え、食品ロス削減キャンペーンの施策が、消費者行動に与えた影響について、二種類の分析

から明らかにした。第一に、キャンペーン施策を「介入効果」とし、介入前後の消費者行動

の変化について計画的行動理論を援用した消費者行動モデルによって検証し、キャンペー

ン施策が消費者行動に与えた影響を明らかにすることで効果検証を行った。第二に、キャン

ペーン施策の認知者を介入群、非認知者をコントロール群とし、認知度の違いによる「行動
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意図」と「行動」変化の違いについて差分の差分法により「施策」効果の検証を試みた。こ

の二種類の調査から、以下の三点を明らかにした。第一に、介入前後の縦断調査データを獲

得し、計画的行動理論を援用した施策効果の検証モデルにおいて、キャンペーン施策の効果

を検証できる可能性を示した。二点目は、介入効果であるキャンペーンの「施策」が、実際

の「行動」に与える影響は「手前取り」が最も強く、特に 20〜40 代の女性層に効果が確認

された。三点目は、差分の差分法によるキャンペーン施策の効果検証結果が、消費者行動モ

デルによる影響度の検証結果と同様であることを確認した。消費者行動モデルによる施策

効果の検証結果と、差分の差分法による施策効果の検証結果が、同一行為における同一属性

に効果的である点を確認したことは、消費者行動モデルを援用した本研究による効果検証

モデルの確度が高いことを示したと言える。 
 第６章は、本章であり、まとめの章である。 
以上、６章を通じて、四種類の研究テーマにおいて縦断調査データを用い、消費者行動モ

デルにおける「行動意図」と「行動」の因果関係を明らかにしてきた。さらに「行動意図」

と「行動」に影響を与える要因の明確化に取り組み、消費者行動モデルの理論的インプリケ

ーション、実務的への応用を示唆したのが本論文になる。 
 
６−２. 計画的行動理論を援用した効果検証の四モデル 
本研究によって検証した消費者行動を援用した効果検証四モデルを改めて以下に整理し

た（図 17）。 
 

Ⅰ. 直接効果・間接効果の検証による効果検証モデル 
Ⅱ．因子変数の検証による効果検証モデル 
Ⅲ. 背景要因と介入効果の検証による効果検証モデル 
Ⅳ. 介入効果検証モデル  
 

四種類の実証研究から言えるのは、あらゆるケースに援用可能なモデルはなく、それぞれ

のモデルには、条件や特徴があり、施策や効果検証の目的によって適したモデルの選択が必

要であると言える。 
「Ⅰ. 直接効果・間接効果の検証による効果検証モデル」は、第２章において SVOD サ

ービスにおける加入施策の効果検証研究から示したモデルである。本モデルは、「介入効果」

が、「行動意図」および「行動」に与える影響を直接効果と間接効果から検証し、「介入効果」

とする施策、すなわちメディアなどのプロモーション、キャンペーンの効果を検証するモデ

ルである。「介入効果」は、「行動意図」および「行動」だけではなく、「行動意図」を形成

する背景の因子変数である「行為への態度」「主観的規範」「知覚行動制御」にも影響を与え、

「行動意図」「行動」に間接的な効果があることを検討するモデルである。ただし、縦断調

査データを活用する際に、調査時点から過去の因子変数に対して遡って影響度を説明する
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ことはできない。したがって「介入効果」が「行動意図」の背景要因に与える間接効果を確

認するためには、「行動意図」と「行動」は、縦断調査データを操作的定義により因果関係

に律した変数に変換することが本モデルにおいて留意すべき点である。期間が限定された

短期のプロモーションの効果検証や、態度変容などの「行動意図」の形成要因をも明らかに

する場合に有効性がある検証モデルである。 
「Ⅱ．因子変数の検証による効果検証モデル」は、第３章において公民連携による飲食需

要喚起策の効果検証から示したモデルである。本モデルは、観測変数（アンケート調査項目

で確認できる変数）が説明する各因子変数間の因果関係を、時間的な経過に律した縦断調査

データを用いることで、施策の効果を消費者行動のフローに準じて検証するモデルである。

COVID-19 の感染状況下での公民連携型の外食需要喚起政策である Go To Eat事業におい

て、「行動意図」「行動」「利用」という３点のフローで消費者行動を分析し、政策の効果を

検証した。また、「介入効果」は、本実証研究の場合、COVID-19 の感染というネガティブ

な「知覚リスク」であったが、キャンペーンやプロモーションなどの行動を促す施策も「介

入効果」に設定することが可能である。「介入効果」を「行動意図」形成時点で確認するこ

とで、その後の「行動」や「利用」の影響までを説明することが可能になる。消費者行動の

変化をフローに準じて因子変数間の因果関係で検証し効果検証を行うと同時に、「介入効果」

の影響を施策効果として検証するモデルである。 
「Ⅲ. 背景要因と介入効果の検証による効果検証モデル」は、第４章において防災情報と

防災行動の因果関係の検証結果から示したモデルである。Ajzen & Fishbein(2005)が示した

拡張的な計画的行動理論（図１）を援用したモデルである。施策である「介入効果」が、「行

動意図」と「行動」に影響を与える効果、および「行動意図」に影響を与える「行為への態

度」「主観的規範」「知覚行動制御」に対しての「背景・外部要因」の影響度も把握し、「行

動意図」「行動」への因果関係を明らかにすることで効果を検証するモデルである。この場

合の「背景・外部要因」には、メディアを活用した情報提供などの「情報要因」があげられ

る。「背景・外部要因」としての「情報要因」は、期間限定のプロモーションや短期的な施

策での情報提供よりも、恒久的に提供、接触する情報である。消費者行動における「行動意

図」の形成の背景要因について、恒久的な情報提供の効果を検証する必要性がある場合に有

効な検証モデルである。     
また、「介入効果」は、「行動意図」形成後、すなわち実際の「行動」前と、実際の「行動」

後の二時点で収集した縦断調査データを持って、「行動」に与えた影響度について効果検証

を行うため、「行動意図」への影響は、時間的に「行動」より以前の段階になり、本モデル

では検証できないことは自明の理である。 
「Ⅳ. 介入効果検証モデル」は、第５章において食品ロス削減プロモーション施策の効果

の検証結果から示したモデルである。施策としての「介入効果」は、介入前後の縦断調査 
データで分析し、実際の「行動」への影響を確認し、「介入効果」の影響を効果として検証

するモデルである。同時に実施した差分の差分法においても同様の効果が検証されている
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確度が高い効果検証モデルである。「行動」に与える効果の検証としているため、応用範囲

も広く四モデルの基本型をなすモデルとも言える。図 17 に、計画的行動理論を援用した効

果検証の四モデルとして、実差のタイミングを加え示した。効果を検証する事象や検証する

目的に応じて、最適な検証モデルを選ぶ必要がある。 
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出所：筆者作成。 

図 17．計画的行動理論を援用した効果検証の四モデル 
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６−３. 計画的行動理論を援用した介入効果検証モデル 
本研究の目的は、同一対象者に対して異なる二時点で収集する縦断調査データを分析し、

外部要因である施策を「介入効果」として、「行動意図」と「行動」に与える影響を因果関

係に律して確認することで、消費者行動モデルを援用した施策の効果検証モデルの有用性

を検討し、効果検証の解決策の一助を目指すことであった。 
本研究では、先行研究においても多用された実績と評価のある計画的行動理論を援用し、

四種類の実証研究を行なった。一概に消費者行動としても、様々なケースが存在する。すべ

ての消費者行動を分析することは不可能であり、いくつかの消費者行動を実証研究するこ

とで、変数間の因果関係から効果検証における共通性を見いだすことができると考えられ

る。四事例の効果検証モデルに対して、抽象度を高め、多様な消費者行動に援用できる、計

画的行動理論を援用した効果検証モデルを図 18 に示した。 
計画的行動理論を援用した介入効果検証モデルは、キャンペーンやプロモーション施策、

情報提供や社会的政策などを「介入効果」とし、介入前と介入後の消費者行動における因子

変数間の影響を確認することで、施策の効果を検証する計画的行動理論を援用した効果検

証モデルである。例えば、対象者の態度変容をもって効果とするのであれば、「行動意図」

の変化を目的変数（従属変数）として縦断調査を行う。具体的なアウトカムをもって効果と

するのであれば、実際の「行動」の変化を目的変数（従属変数）として縦断調査を行う。縦

断調査では、効果検証の分析に必要な観測変数を基に実査を行なう。 
留意すべき点は、「介入効果」を検証する時間的タイミングである。因果関係を明らかに

するために、「行動意図」の形成と実際の「行動」の二時点で調査を実施する。すなわち図

18 における破線ライン前後において二回の調査を行い、縦断調査データを収集する。一回

目の調査において「介入効果 a」を実測した場合、「行動意図」と実際の「行動」に与える

影響を「介入効果 a」の効果として検証することが可能となる。一方、二回目の調査におい

て「介入効果ｂ」を実測した場合、施策効果として検証できるのは、実際の「行動」のみと

なる。「介入効果ｂ」は、実際の「行動」に影響を与えることはあっても、「行動」の前段階

である「行動意図」の形成に遡って影響を与えることがないのは、時間的な関係から自明で

ある。因果関係に律した効果検証を行う際には当然ながら留意すべき点である。 
統計的分析方法には、共分散構造分析を用いる。Rogosa et al.(1982)は、縦断調査データ

に対して共分散構造分析を行うことで、変化を十分適切に測定できるとしている。四種類の

効果検証モデルに対して、抽象度を高め、多様な消費者行動に援用できる、計画的行動理論

を援用した効果検証の基本モデルを示した。 
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出所：筆者作成。 

図 18. 計画的行動理論を援用した介入効果検証モデル 
 
６−４. 今後の課題と展望 

本研究の今後の課題と展望を以下に示す。 

本研究は、縦断調査データを用い、消費者行動モデルにおける「行動意図」と「行動」の

因果関係を明らかにし、施策とする「介入効果」が「行動意図」と「行動」に与える影響を

確認することで、消費者行動モデルを援用した施策の効果検証モデルを検討した。特に第５

章においては、消費者行動の理論モデルにおける「介入効果」による「行動意図」と「行動」

の影響度と、差分の差分法による影響度の結果が同様であることを確認し、消費者行動の理

論モデルを援用した効果検証の確度の高さを確認できたと考える。本章においては、四つの

効果検証モデルを総括し、抽象度を上げ、汎用性の高い効果検証モデルを示した。 

ただし、本研究にはいくつかの限界がある。本研究で行なった縦断調査は二時点であった

ものの短期縦断調査である。「介入効果」の前後二時点の縦断調査をどのタイミングで行う

か、その期間については検討が必要である。特に、２章における SVOD サービスの Netflix
の加入についての縦断調査データは、二週間の間に行われた TV-CM や SNS などの CGM
の接触効果を実証するものでしかない。二週間という短期間での情報接触を受けての Netflix

への加入行動変化を実証対象としているものである。また、４章における防災行動の実証モ

デルでは、「防災行動意図」と実際の「防災行動」を確認した期間が、約二ヶ月間であり、

二ヶ月間の間に行なった「防災行動」に限られた結果となっている。二時点の実査の間に

「介入効果」として「防災の日」があり、様々な防災に関わる情報や準備行動の促しに関わ

る情報との接触も想定された。しかしながら「防災行動意図」と「防災行動」の把握データ

が同一対象者であったにも関わらず「防災行動意図」と「防災行動」の因果関係を有意に確

認することはできなかった。二時点の実査をどのタイミングで行うかは、今後さらに検討が

必要である。 

また、「行動意図」「行動」の定義の検討も必要である。４章における実査では、「防災行

動意図」との因果関係を確認した実際の「防災行動」は、９月１日の「防災の日」前後において
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防災に関して行われた実際の「防災行動」に限られた感がある。「防災行動」は準備なども含め

ると有事以外にも常に行うことが必要であり、「防災行動」を説明する観測変数の定義には

課題が残る。「防災行動意図」と「防災行動」の因果関係を明らかにするには、「防災行動」

に対しての明確な定義と、調査対象者との共通理解、何をもって「防災行動」とするのか、

実査のタイミングと併せて検討が必要だと考えられる。 
また、本論文では、短期縦断調査データによる因果関係の分析を行なった。Singer et al 

(2012)は、縦断調査データによる研究において、変化を扱うどのような調査にも共通して必

要とされる三つの必要条件についてあげている。第一は、データは複数回（multiple waves）
収集されたものであること、第二に、実質的に意味のある時間軸（単位）であること、第三

に、結果変数は時間とともに組織的に変化するものであることを挙げている。特にデータ収

集回数は三波（三回）以上の収集が必要だとしている（Singer et al ,2012)。三波（三回）

以上の実査データによる因果関係の収集と分析を行うことで、消費者行動モデルによる因

果関係の分析や効果検証の確度はさらに高まるものと考えられる。縦断調査データの実査

のタイミングとデータ収集の回数を高めることで、消費者行動モデルを援用した効果検証

モデルの確度と応用の幅はさらに広がるものと期待される。以上を今後の課題として鋭意、

研究に取り組んでいきたい。 
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付録  
第２章 SVOD の加入行動検証データ（株式会社野村総合研究所提供データより抜粋） 
 
・基本属性 

 

 
・製品認知尺度 
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・消費価値観 

 
 
・制御焦点尺度 
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・SVODの加⼊状況と加⼊意向（⼆時点調査を実施） 
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・テレビ番組別視聴状況（2021/3/16〜2021/3/30抜粋） 
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ǩǶǳǋǗ�ǨǡǯǬ�ǦǣǮǡ��×šML�]-U�]a��ŢŚ ƒ'�+� ƒ! 42103160400 2021/3/16 4 0 5 50 4 ģĮf�r

ǰǣǪǋǎǙĨ7(Ǐ ƒ'�+� ƒ! 42103160550 2021/3/16 5 50 7 0 4 ģĮf�r

ǰǣǪǋǎǙĨ�AǏ ƒ'�+� ƒ! 42103160700 2021/3/16 7 0 8 0 4 ģĮf�r

]dT�ëƲæǔǓ��ÿø°ĳ…ŽĀ�ĉåƔ.ƓƷǜ7!úƱǜ ƒ'�+� ƒ! 42103160800 2021/3/16 8 0 10 25 4 ģĮf�r

oWdh�Ħ,Q]]�-n�uĸÓǍŉśƏ�ëƲº�¡đǋƈŴêŰ-ą8Ɠł ƒ'�+� ƒ! 42103161025 2021/3/16 10 25 11 30 4 ģĮf�r

ǨǨǨ�]h�Lhk��] ƒ'�+� ƒ! 42103161130 2021/3/16 11 30 11 45 4 ģĮf�r

T��s�ǖ°UdT�Vn~c�^§B{fhS�dh ƒ'�+� ƒ! 42103161145 2021/3/16 11 45 11 55 4 ģĮf�r

q�j�g]ǋ��YLU�[�dv,éŨ�®ƌù-ǎŪǏĜǁƏ�ǖǓǓǓ«(

n�L
ƒ'�+� ƒ! 42103161155 2021/3/16 11 55 13 55 4 ģĮf�r

ĆÔ�Lu�}�lï	Ļ�ÿĿŽĀŚ¯ōǋåƔƓƷ-ƎġǍĒýÊǂ
 ƒ'�+� ƒ! 42103161355 2021/3/16 13 55 15 50 4 ģĮf�r

ǹǵǿǼ�ǵǾǵǻȀǒƓƷ�¬�úƱ�…�Uc�Ēū-ƋǇť��$',;²ğ
4

ƒ'�+� ƒ! 42103161550 2021/3/16 15 50 19 0 4 ģĮf�r

]X¶Şƚ�ǢǪ�»ǈǍŜ�ÐǍč¿Ǎ�ı�=8; Úǋƚ�ƠÍ-]Xċ¶Ş ƒ'�+� ƒ! 42103161900 2021/3/16 19 0 20 54 4 ģĮf�r

ģf�ǐ�7;+� Úk��]��ƀ��×ƞ�!ÜÞǬǪ ƒ'�+� ƒ! 42103162054 2021/3/16 20 54 21 0 4 ģĮf�r

�ş Úk��]…żŏ.C�ƐĕǋƚƊ�ƒ�CÜā-ǎŪǏ¢ėǋǃ�Ŏ×íÜ
-Ƶ

ƒ'�+� ƒ! 42103162100 2021/3/16 21 0 21 54 4 ģĮf�r

¦ŀ-Jv� ƒ'�+� ƒ! 42103162154 2021/3/16 21 54 22 0 4 ģĮf�r

ö�ǋz�r�S��ă,Ɲ8¯�+�ŪéGČ�CŝÜǘ�-ăŕƕ…àŸſ ƒ'�+� ƒ! 42103162200 2021/3/16 22 0 23 0 4 ģĮf�r

ǹǵǿǼ�ȁǵǻǺ�×šML�]ĈĴǕ�ľ��Ïª(±�¦Ǭǥǡ��o�ƥĎ ƒ'�+� ƒ! 42103162300 2021/3/16 23 0 23 59 4 ģĮf�r

ƚőĝU�]	�7�!#Ǎč¿ǍžtP���ěǔǓǓǓ�ƚ�ĪûǔǓ�ƠÍ
 ƒ'�+� ƒ! 42103162359 2021/3/16 23 59 24 54 4 ģĮf�r

ƁǈĊ���k�V[�� ƒ'�+� ƒ! 1.02103E+11 2021/3/30 8 0 9 55 10 f�rĭģ

�>HĚļ ƒ'�+� ƒ! 1.02103E+11 2021/3/30 9 55 10 25 10 f�rĭģ

Ù�çÞ�Liǋ]U��u� ƒ'�+� ƒ! 1.02103E+11 2021/3/30 10 25 13 0 10 f�rĭģ

ÿÞ-ƫï�ƀƢĤá ƒ'�+� ƒ! 1.02103E+11 2021/3/30 13 0 13 30 10 f�rĭģ

�ŃĄƀÞ-��<5BUdT�V���#(Ų¾,(�Cǋ�Ĕ�Ĕ�V��� ƒ'�+� ƒ! 1.02103E+11 2021/3/30 13 30 13 45 10 f�rĭģ

Ĳ�YLh��i�]×¡ŹóƉ(�ş,� ƒ'�+� ƒ! 1.02103E+11 2021/3/30 13 45 13 49 10 f�rĭģ

Ƒİ�ÛƪY]x�]�ƯƧďĵâǔǕǱ¬ǲ ƒ'�+� ƒ! 1.02103E+11 2021/3/30 13 49 15 43 10 f�rĭģ

ŖďǚǎǖǏ�ǌǔǱ¬ǲ ƒ'�+� ƒ! 1.02103E+11 2021/3/30 15 43 16 40 10 f�rĭģ

]�p�Ǥc��l� ƒ'�+� ƒ! 1.02103E+11 2021/3/30 16 40 18 45 10 f�rĭģ

ƉƄ�ķ��cNdUǞǝǬǣǟ�Ħ-ǖĨƴ]x[�� ƒ'�+� ƒ! 1.02103E+11 2021/3/30 18 45 21 54 10 f�rĭģ

ÔƧ]f�[�� ƒ'�+� ƒ! 1.02103E+11 2021/3/30 21 54 23 10 10 f�rĭģ

�ş-Ɵŭ�A ƒ'�+� ƒ! 1.02103E+11 2021/3/30 23 10 23 15 10 f�rĭģ

��i�n�e�ǧǑǔŶF$'ǖ�ī tILj�]h�ƴÔÆ ƒ'�+� ƒ! 1.02103E+11 2021/3/30 23 15 24 15 10 f�rĭģ

ƺƶBo�OfK��ŒƃjQh ƒ'�+� ƒ! 1.02103E+11 2021/3/30 24 15 24 45 10 f�rĭģ

f�ĭŠŷ8*�Ejr ƒ'�+� ƒ! 1.02103E+11 2021/3/30 24 45 24 50 10 f�rĭģ

�Ǆ�ǋ��T�V ƒ'�+� ƒ! 1.02103E+11 2021/3/30 24 50 25 20 10 f�rĭģ

¨µÒ ƒ'�+� ƒ! 1.02103E+11 2021/3/30 25 20 25 26 10 f�rĭģ

t��]aL�fK�c�� ƒ'�+� ƒ! 1.02103E+11 2021/3/30 25 26 25 56 10 f�rĭģ

,>��B
9��Ŝ�ĬŜ-ĺï�¹ƭĥŞ,ǜbLJ�u��,Ĵ7C ƒ'�+� ƒ! 1.02103E+11 2021/3/30 25 56 26 16 10 f�rĭģ

6CÖ-œą�.H�ēãǔǙǘǘT�R���ǋ�R�zj������ ƒ'�+� ƒ! 1.02103E+11 2021/3/30 26 16 26 36 10 f�rĭģ

LVjdeǋǋ��Ù�$'+,ǜ�,ŧ´ÌůǍǫǑčã)ƒÁBÎţð-ƒ°�

ġ
ƒ'�+� ƒ! 1.02103E+11 2021/3/30 26 36 26 56 10 f�rĭģ

@2��X�#<H� ƒ'�+� ƒ! 1.02103E+11 2021/3/30 26 56 27 0 10 f�rĭģ

ÀƩǋ��;-�ÁBè�ǋ ƒ'�+� ƒ! 1.02103E+11 2021/3/30 27 0 27 30 10 f�rĭģ

}dijLh|�[N ƒ'�+� ƒ! 1.02103E+11 2021/3/30 27 30 28 0 10 f�rĭģ

æ�%�'Ǝ$'LL(��ǜǎĤ�ġǏ ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 4 0 4 15 12 f�rĲ�

;-]a ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 4 23 5 45 12 f�rĲ�

��Yf	v�cj,ņŤ�+ Ʈ).š+C¤¶�ǜ
 ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 5 45 7 5 12 f�rĲ�

�.]a�T��ǧǳǼǽǺ�!���HìßŚĨ�-­ŧ©Ƴ�ĽÂĘ×i�|ƚ

Ŗƹ
ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 7 5 7 30 12 f�rĲ�

�H"�'D1 ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 7 30 7 35 12 f�rĲ�

[j3�> ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 7 35 8 0 12 f�rĲ�

n�taL~eJ�^ ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 8 0 8 15 12 f�rĲ�

ǀŊv�}J�R�fUȂƦÈ-ćȂ�ǌǗ ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 8 15 9 11 12 f�rĲ�

++�EģÉǋv�] ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 9 11 9 21 12 f�rĲ�

ǧjr ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 9 21 9 26 12 f�rĲ�

++�EģÉǋ	�ş�ŻǊ+ŬŌ�ĐƷ-ƨ��Ġň�/�H-æÇBĐƷƏ
 ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 9 26 11 13 12 f�rĲ�

ħYf ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 11 13 11 35 12 f�rĲ�

īȂƮ�ħ-`�V[���0C`�ǋǱ¬ǲ	��A�:�
 ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 11 35 11 40 12 f�rĲ�

ħ:�Ģ	÷ñŦũðõ…ƿ-ŋ4ǋ#�#�LRǜÚ3A
 ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 11 40 13 35 12 f�rĲ�

¼þO�a�¼þ��i�ƽÚ-ƻƼ�ÙńŇ�ō�Ñ�Ņ±ęƤǋ ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 13 35 15 40 12 f�rĲ�

@���ǠǳȀǼ�¨Ï-R��|�ƆĖB�{�hǷǹǈÁ�ǧǟǛ�ÑƸơ ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 15 40 16 54 12 f�rĲ�

?��!Yf�Lh ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 16 54 17 0 12 f�rĲ�

ƙŕ-ĨƴǸǷǹǷ ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 17 0 17 10 12 f�rĲ�

ƍmƲõÕ�ģĮ¨Ï-ǆĞ¸G�¡��7�ǋ ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 17 10 17 30 12 f�rĲ�

[j3�>Ǳ¬ǲ ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 17 30 17 55 12 f�rĲ�

[�iMo�] ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 17 55 18 25 12 f�rĲ�

u�dUU��o��ǌǔǙǓ�n�R}�L� ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 18 25 18 55 12 f�rĲ�

ƳƦǋ+H(;ưãÍ	Â�Ŭ³ǋƚź¤�äÙƹŸ…Ħ-ǖĨƴ]x[��
 ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 18 55 21 54 12 f�rĲ�

Ĳ��ôŐ�R]a~jLt� ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 21 54 22 0 12 f�rĲ�

ǯǞǬ�ņŤ-ųV���ƾÈ).ǋǜf]�ƣ�ĠƇ·µ�×šĶĹĵTdh ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 22 0 22 58 12 f�rĲ�

ǅĩ-ƛƜ ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 22 58 23 6 12 f�rĲ�

ǕǖĨ-éŨf�r��wc+��ƒ%�!� ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 23 6 23 55 12 f�rĲ�

ǬǪǩǫǭǬMPdc���ŗÕÁį�Aƒ�'�CĪĠ-]{�eĆÔǋǋ ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 23 55 24 0 12 f�rĲ�

c|a-Ë	ǉř;ŔŮǋŁò½-Ăŕ¡ƖǍƐĕ-ƭŘƗƘ
 ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 24 0 24 30 12 f�rĲ�

ÄŵŚ�-#_U[�Ü¥ ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 24 30 25 0 12 f�rĲ�

Ŏǋ�Ø;i�ű ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 25 0 25 30 12 f�rĲ�

ĥŞ�oLv�L��^Ȃ;�;ǔǓǓ�-Åƅü�ĥŞG£$!AȂ�Q]]� ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 25 30 25 35 12 f�rĲ�

�#�#Q�i��	�ŜƂÃǎþſǏ
 ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 25 35 26 5 12 f�rĲ�

ǢǺǺǴǼ�Ǟǳǻ ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 26 5 26 35 12 f�rĲ�

�Ø&�	[��|�T�V
 ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 26 35 26 50 12 f�rĲ�

}��\dUu�LU ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 26 50 26 55 12 f�rĲ�

�M`�y�h�F�A+��=B��Ƭõ¡Ɩ�Z�i�|�Q]]� ƒ'�+� ƒ! 1.22103E+11 2021/3/30 26 55 27 5 12 f�rĲ�

�



116 
 

・テレビCM出港データ例（⼀部抜粋） 

 
 
・SNSなどの接触状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

column
_ch

column_text tv_day_text title_name cm_code item_name
company_na

me
broadcast_d

ate
broadcast_s
tart_time

cm_airtime

6 :89��� 2021/3/20 /+������3-	
�1�
�5"�� .�
�	7��*���2(� 1605197 Netflix Netflix 2021/3/20 11:12:10 30
6 :89��� 2021/3/27 /+�������')$6,&0#�2(5%!&6�4�������� 1605197 Netflix Netflix 2021/3/27 11:06:19 30

cae �#  � ( ) * + , - . /

��'�h6F=DD;Bi ��! PQ�� %,G-� %*G+� %)��� �)��� �)��� ��KLINI

��'�h18:;9AA>i ��! PQ�� %,G-� %*G+� %)��� �)��� �)��� ��KLINI

��'�h2@CD8<B8?i ��! PQ�� %,G-� %*G+� %)��� �)��� �)��� ��KLINI

��'�h3240i ��! PQ�� %,G-� %*G+� %)��� �)��� �)��� ��KLINI

��'�h7AE6E9;i ��! PQ�� %,G-� %*G+� %)��� �)��� �)��� ��KLINI

V]Xd��
�"h��	�&�Yg`

ZjUf[g_\^O��YU^i
��! NI HT

V]Xd��
�"h��	�&�Yg`

Zj545h6F=DD;BG2@CD8<B8?NMiO�Wbi
��! NI HT

V]Xd��
�"h��	�&�Yg`

Zj545��OYU^O�Wbi
��! NI HT

V]Xd��
�"h��	�&�Yg`

Zj��R
�JSO$�i
��! NI HT
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第３章 Go To Eat事業効果検証アンケート調査 調査票 
・⼀回⽬（介⼊前）調査 

 
 
 

Q1 NA

AYI®eq%Ð\�%�{�ËÉ�Îw�Ï

AYI®eq%Ð\�Ä%�{�ËÃÊÎÐ\�Ä´Ê]kÏ

Q2 NA
¥y%Ð\�%�{�ËÉ�Îw�Ï

¥y%Ð\�Ä%�{�ËÃÊÎÐ\�Ä´Ê]kÏ

Q3 SA

!�/
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4

��&,

4
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4

"�2!
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#

�

�,3

��&,

2#�

��&,

2#�

,���

��&,

2#�

�%1	#Ëbp
©~�5�2Ài��� � � � � � � �

Ài��2Ëbp6h§��Ë6��� � � � � � � �

Ëbp$14�Ë&�·��! �4 � � � � � � �

Ëbp$14�Ë&�z|%ÌË�6���4�!$�#
4 � � � � � � �

Ëbp$14�Ë&��� ¾�Â� �4 � � � � � � �

sc0��°&�Ëbp$14�Ë&�·��!�!¦»���54 � � � � � � �

sc0��°&�Ëbp$14�Ë&����!¦»���54 � � � � � � �

sc0��°&�Ëbp$14�Ë&�z|%ÌË���$#4!¦»���54 � � � � � � �

�%1	#Ëbp6o§�4�Ë%�f&�4 � � � � � � �

�%1	#Ëbp%Ài]o§&�¤$Æ��/% &#� � � � � � � �

Q4 SA

!�/

��&,

4

��&,

4

00

��&,

4

"�2!

/¼
#

�

�,3

��&,

2#�

��&,
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,���

��&,

2#�

h�m5#����0�n°6����4�!
�4�/�5#� � � � � � � �

h��5#����$�ÁÃ �#��!$VC?6��4 � � � � � � �

Ëbp6o§��Ë�4�!6�n�54�/�5#� � � � � � � �

Ëbp6o§��Ë��Å$����4�/�5#� � � � � � � �

o§���� h
#���3�o§ �#��!/�4�/�5#� � � � � � � �

Q5 SA

!�/

��&,

4

��&,

4

00

��&,

4

"�2!

/¼
#

�

�,3

��&,

2#�

��&,

2#�

,���

��&,

2#�

GXLÎjx%�}0JT^C¨²#"Ï � � � � � � �

�µ � � � � � � �

KEHJT^C � � � � � � �

UB= � � � � � � �

z|�}½ÎD:[½#"Ï � � � � � � �

¶ g�}½#" � � � � � � �

¹a%«�0�È%�­£#" � � � � � � �

�±<[B[(Yahoo!,Google#"Ï ¶2�±�4 � � � � � � �

SNSÎF9ED^�M;9CNE?�9[CD@UR�NY@#"Ï � � � � � � �

KEHJT^C � � � � � � �

��0¬3v��2%�}ÎV8W#tAQÏ � � � � � � �

Q6 SA

!�/

��&,

4

��&,

4

00

��&,

4

"�2!
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#

�

�,3

��&,

2#�

��&,

2#�
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�Ë
 �#�!`¡
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�Ë
 �#�5'9U9U�4 � � � � � � �

�Ë&Z?Z?�4 � � � � � � �

�Ë&��� � � � � � � �

��%�}�2¶l
�º#�}6Â*�!
 �4 � � � � � � �

�}6/!$¸���ÌË�6�.4�!
 �4 � � � � � � �

ÌË�$���bq�}
��!�Ë%¿/Í,4 � � � � � � �

·¿#�}&�Ë+%r�d�$#4 � � � � � � �

¥y%Ð\�%�{�ËÉ�Îw�Ï!�Ð\�Ä�{�ËÃÊ6�
������Î�

AYI®eq%Ð\�%�{�ËÉ�Îw�Ï!�Ð\�Ä%�{�ËÃÊ6�
���

���Î��1�%w��ÃÊ ³� �Ï

-#�7+�	�
��,��GoTo9^Hb�%1	#��OXQ8RÊ%���Ëb
p��%�o§$����e_%uÇª ���&,4�v�6�5�5(!����Â

)�����

-#�7+�	�
��,��GoTo9^Hb�%1	#��OXQ8RÊ%���Ëb
p�%�o§$����e_%uÇª ���&,4�v�6�5�5(!����Â)

�����

GoTo9^Hb�%1	#>S[P^[%�}6¬4Å$�e_%u�}¢&"%¯��
�&,3,����}¢�!$��&,4�v�6��5�5(!����Â)���

��

-#�7+�	�
��,���Ë$����e_%uÇª ���&,4�v�6�5

�5(!����Â)�����



118 
 

 

Q7
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��"&
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)Â��
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��"&
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��"&
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&���

��"&
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H5:I0�� �´��� � � � � � � �

H5:I�´
Ð(���6G<³!f�
����. � � � � � � �

Q8 SA

��)

��"&
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��"&
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��"&
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��,�

)Â��
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�&-

��"&

,��

��"&

,��

&���

��"&
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T+-)] ���ki*7K?80a«��-������ ¾�%���. � � � � � � �

��¡y0'�	,����ki*7K?80a«��-������ ¾�%�

��.
� � � � � � �

L¼ �e��	,����ki*7K?80a«��-������ ¾�%�

��.
� � � � � � �

���ki*7K?8��� "Õ�
��%���. � � � � � � �

p���Èl

SA
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・⼆回⽬（介⼊後）調査 
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第４章 防災情報による防災行動検証 アンケート調査 調査票 
・⼀回⽬調査 
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・⼆回⽬調査 
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第５章 食品ロス削減施策効果検証 アンケート調査 調査票 
・⼀回⽬（介⼊前）調査 
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関連論文の印刷公表の方法及び時期 

 

査読付き論文 

 
１．神田將志「サブスクリプション型コンテンツ配信サービスにおける消費者行動モデルの

検討―定額制動画配信サービスにおける消費者行動の分析から―」『日本経営診断学会

論集』, 第23巻, 42-48．(2023) 
（第２章の内容であるが本論文において大幅な修正をおこなった） 

 
２．神田將志「地域における官民一体型需要喚起策が消費者行動に与える影響―岡山県Go 

To Eatキャンペーンにおける消費者行動からの考察―」『計画行政』, 第47巻２号,47-
55. (2024) 

 （第３章の内容） 
 

紀要論文 

 
１．神田將志「家庭と地域における防災行動モデルの研究：シングルソースデータによる岡

山地域の調査結果の分析から」『山陽論叢』, 第30巻, 105-120. (2023) 
（第４章の内容） 

 
２．神田將志「食品ロス削減キャンペーンの効果検証―縦断データによる二種類の消費者行

動分析からの考察―」『岡山大学大学院社会文化科学研究科紀要』, 第 58 号. (2024) 
（第５章の内容）（査読付き） 

 
本論文に関連する国内報告 

 
１．神田將志「サブスクリプション型コンテンツ配信サービスの消費者モデルの検討」 『マ

ーケティング分析コンテスト 2021』佳作入賞, 株式会社野村総合研究所 (2022)  
（第２章に関連する内容である） 

 
２．神田將志「官民一体型需要喚起策の効果検証 −プレミアム付食事券の消費者行動からの

考察−」日本計画行政学会第 45回全国大会 (2022) 
 （第３章の内容） 

 
３．神田將志「サブスクリプション型コンテンツ配信サービスにおける 消費者行動モデル

の検討 −定額制動画配信サービスにおける消費者行動の分析から」日本経営診断学会
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第 55回全国大会 (2022) 
（第２章の内容であるが本論文において大幅な修正をおこなった） 

 
４．神田將志「エシカル消費政策効果の検証−岡山県食品ロス削減月間キャンペーンを事例

に−」日本計画行政学会 第 46回全国大会（2023 年）（予稿提出のみ） 
（学位論文 第５章） 
 

５．神田將志「消費者行動における因果関係の推定に関する先行研究レビュー」地域デザイ

ン学会 中国地域部会第 13回研究会 (2024) 
（第１章の内容を一部報告した） 

 
 
 
 
 
 
 
 


